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Ⅰ．はじめに 

 

独立行政法人国民生活センター（以下、国民生活センターという）は、平成２５年３月に

第２期中期目標期間（平成２０年４月～平成２５年３月）を終了した。 

この間、当センターを取り巻く環境は大きく変化した。平成２０年５月には、国民生活セ

ンターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の整備について盛り込まれた「独立行政法人

国民生活センター法の一部を改正する法律（平成２０年法律第２７号）」が公布された。こ

れを受けて平成２１年４月から国民生活センターでは紛争解決委員会による消費者紛争の

解決を図るためのＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）が開始された。また、平成２１年５月に

は、消費者庁・消費者委員会設置法、消費者安全法が成立し、同年９月１日には消費者庁

及び消費者委員会が設置され、国民生活センターを含めた三機関で消費者行政を推進する

ことになった。さらに、平成２３年３月１１日には、東日本大震災が発生したことから、

同震災に関連する被災地支援として、同年より、弁護士、司法書士、建築士及び税理士等

の専門家の被災地派遣や地方自治体への放射線物質検査機器の貸与事業を実施した。平成

２４年度は、消費者安全法の一部改正に伴い、同年１０月１日に消費者庁に設置された消

費者安全調査委員会との協力が図れることとなった。 

一方、平成２２年４月に行政刷新会議にて行われた独立行政法人の事業仕分けを機に、国

民生活センターの在り方の見直し議論が活発化した。まず、「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において「必要な機能を消費者庁に

一元化して法人を廃止することを含め、法人の在り方を検討する」とされたことを踏まえ、

「国民生活センターの在り方の見直しに係るタスクフォース」（平成２２年１２月～平成２

３年８月）において、消費者庁長官及び国民生活センター理事長を含む当事者間での検討

が行われた。、タスクフォース取りまとめ（平成２３年８月２６日）では、「国民生活セン

ターの各機能については、平成２５年度に消費者庁に移管し、一元化することを目指す」

とされたが、政務三役の協議の結果、「第三者を含めた検証の機会も設けた上で、政府の独

立行政法人改革の動きを視野に入れて、然るべき時期に政務としての判断を行う」ことと

された。 

続いて、「国民生活センターの在り方の見直しに関する検証会議」（平成２３年１０月～１

２月）では第三者からの検証が行われ、その中間取りまとめ（同年１２月６日）において

「国民生活センターの各機能を、新たな法人制度ではなく国へ移行することが現実的」と

された。これを踏まえ、同年１２月２７日の政務決定においては、「国へ移行することが妥

当」「具体的な移行の在り方については、別途検討の場を設けて、消費者行政全体の機能強

化を図る観点から検討し、平成２４年夏までに結論を得る」とされた。 

この政務決定や、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２

０日閣議決定）における「消費者行政全体の機能を効率化・強化し、国民の安全・安心を

確実に担保するため、必要な定員・予算を確保した上で、平成２５年度を目途に本法人の

機能を国に移管する。」との決定等を踏まえ、「国民生活センターの国への移行を踏まえた

消費者行政の体制の在り方に関する検討会」（平成２４年２月～８月）が開催され、国民生

活センターを含めた消費者行政の在り方について検討が行われた。同年８月２２日に取り

まとめられた報告書では、国民生活センターの国への移行にあたっては「独立性を法的に

担保した『特別の機関』として、消費者庁を移行先とすることが有力な考え方」とされ、

政務決定（平成２４年８月２８日）においては、消費者庁に対し、その実現に向けて検討

を行うよう指示がなされた。 

その後、平成２４年末の政権交代を受け就任した森消費者担当大臣の判断により、また、

「平成２５年度予算編成の基本方針」（平成２５年１月２４日閣議決定）における「平成２

５年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成する」等の方針を踏まえ、平成２５年度

は独立行政法人のままとし、当センターの今後の在り方については国への移行を含めてあ

らゆる選択肢を排除せず、引き続き検討することとされた。これを受けて、平成２５年３

月１４日より、「消費者行政の体制整備のための意見交換会」が開催されているところであ

る。 
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こうした状況の下、国民生活センターは、相談、相談情報の収集･分析・提供、商品テス

ト、広報・普及啓発、研修・資格制度、裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を通じて、消費者

被害の予防と救済のため、「全国の消費生活センター等に対する支援（地方支援）機能」、「国

民・消費者に対する注意喚起機能」、「制度等に関する改善要望機能」の３つの機能を担っ

てきたところである。 

本報告書では、国民生活センターの第２期中期目標期間における業務の実績についてとり

まとめた。 

 

 

Ⅱ．独立行政法人国民生活センターの概要 

 

１．目的 

独立行政法人国民生活センターは、国民生活の安定及び向上に寄与するため、総合

的見地から、国民生活に関する情報の提供及び調査研究を行うとともに、重要消費者

紛争について法による解決のための手続を実施することを目的とする（独立行政法人

国民生活センター法  第３条）。 

 

２．業務の範囲 

（１）国民に対して国民生活の改善に関する情報を提供する。 

（２）国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対して必要な情報を提供する。 

（３）前二号に掲げる業務に類する業務を行う行政庁、団体等の依頼に応じて国民生

活に関する情報を提供する。 

（４）国民生活の実情及び動向に関する総合的な調査研究を行う。 

（５）国民生活に関する情報を収集する。 

（６）重要消費者紛争の解決を図る。 

（７）前各号の業務に附帯する業務を行う。 

（独立行政法人国民生活センター法  第１０条） 

 

３．沿革 

昭和３７年  ６月１日  特殊法人国民生活研究所として設立 

昭和４５年１０月１日  特殊法人国民生活センターに改組 

平成１５年１０月１日  独立行政法人国民生活センター設立 

 

４．根拠法 

独立行政法人国民生活センター法（平成１４年１２月４日  法律第１２３号） 

 

平成１６年６月に公布・施行された「消費者基本法」において、国民生活センター

は苦情処理のあっせん等における中核的な機関として位置づけられた。また、平成２

０年５月には、国民生活センターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の整備につい

て盛り込まれた「独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律（平成２０

年法律第２７号）」が公布され、平成２１年４月１日施行とされた。 

 

５．主務大臣 

内閣総理大臣 

 

６．所在地 

相模原  〒２５２－０２２９  神奈川県相模原市中央区弥栄３－１－１ 

電話（０４２）７５８－３１６１（総合案内） 

東  京  〒１０８－８６０２  東京都港区高輪３－１３－２２ 

電話（０３）３４４３－６２１１（総合案内） 
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７．資本金の状況 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 9,166,546,650 0 0 9,166,546,650

資本金合計 9,166,546,650 0 0 9,166,546,650

 

８．役員の状況 

理事長１人、理事３人以内、監事２人 

 

役員の就任状況 
役

職 
氏名 在職期間 担当 経歴 

理
事
長 

中名生 隆 
平成 19 年 4月 1日～

平成 22 年 3月 31 日 
全部署 

昭和 42 年 経済企画庁入庁 

平成 11 年 経済企画事務次官 

平成 15 年 (財)連合総合生活開発研究所所長 

野々山 宏 平成 22 年 4月 20 日～ 全部署 

昭和 58 年 京都弁護士会登録  

平成 11 年 第 17 次国民生活審議会特別委員 

（消費者契約法検討委員会委員） 

平成16年 京都産業大学大学院法務研究科教授

理
事 

田口 義明 
平成 18 年 9月 1日～

平成 21 年 12 月 31 日

総務部 

経理部 

情報部 

紛争解決委員会

事務局（紛争解決

手続の実施業務

を除く） 

昭和 49 年 経済企画庁入庁 

平成 4 年 経済企画庁国民生活局消費者行政第

二課長 

平成 16 年 内閣府国民生活局長 

古畑 欣也 
平成 22 年 1月 1日～

平成 25 年 3月 31 日 

総務部総務課、企

画調整課、広報室

経理部 

情報管理部 

昭和 53 年 (株)資生堂入社 

平成16年 日本たばこ産業(株)食品事業本部事

業開発部長 

平成 19 年 奥本製粉(株)専務取締役 

島野 康 
平成 19 年 10 月 1 日～

平成 21 年 9月 30 日 

相談部 

商品テスト部 

昭和 51 年 国民生活センター入所 

平成 12 年 国民生活センター相談部長 

平成 18 年 (独)国民生活センター審議役 

井守 明央 平成 21 年 10 月 1 日～

総務部資格制度

室 

商品テスト部 

研修部 

昭和 49 年 国民生活センター入所 

平成 12 年 国民生活センター普及交流部長 

平成 19 年 (独)国民生活センター審議役 

柴崎 信三 
平成 19 年 6月 1日～

平成 22 年 11 月 30 日

総務部（独立 

行政法人国民 

生活センター 

組織規程第11 

条第3 項第10 

号に規定する 

業務のうちの 

地方支援に係 

る業務及び40 

年史編纂に係 

る業務） 

広報部 

研修部 

昭和 44 年 日本経済新聞社入社 

平成 4 年 日本経済新聞社文化部長兼ウィー

クエンド日経編集長 

平成 11 年 日本経済新聞社論説委員 
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山形 裕 平成 22 年 12 月 1 日～

相談情報部 

紛争解決委員会

事務局（紛争解決

手続の実施業務

を除く） 

昭和 55 年 国民生活センター入所 

平成 15 年 国民生活センター消費者情報部長 

平成 22 年 (独)国民生活センター総務部長 

監
事(

非
常
勤) 

貴島 兼隆 
平成 18 年 10 月 1 日～

平成 21 年 9月 30 日 
全部署の監査 

昭和 41 年 日本輸出入銀行入行 

平成 8 年 日本輸出入銀行外事審議役 

平成 9 年 ヌサ・テンガラ・マイニング（株）

代表取締役副社長 

髙橋 京太 平成 21 年 10 月 1 日～ 全部署の監査 

昭和 47 年 日本輸出入銀行入行 

平成 11 年 国際協力銀行法規担当審議役 

平成 18 年 豊田通商(株)理事 

島崎 芳征 平成 17 年 10 月 1 日～ 全部署の監査 

昭和 55 年 国民生活センター入所 

平成 9 年 国民生活センター商品テスト部長 

平成 15 年 (独)国民生活センター審議役 

 

９．職員の状況 

常勤職員の推移は以下のとおり。 

 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度

当初 末 当初 末 当初 末 当初 末 当初 末 

常勤職員数 

（人） 

117 

(2) 

120 

(2) 

122 

(2) 

124 

(2) 

127 

(2) 

126 

(2) 

126 

(2) 

126 

(1) 

122 

(1) 

123 

(2) 

（注）括弧内の数字は国等からの出向者数 

 

（1） 平成 20 年度は、117 人体制で業務を開始したが、任期付職員を採用することに

より、年度末の常勤職員数は 120 人となった。 

 

（2） 平成 21年度は、年度末の退職と新規採用により122人体制で業務を開始したが、

任期付職員を採用することにより、年度末の常勤職員の数は 124 人となった。 

 

（3） 平成 22年度は、年度末の退職と新規採用により127人体制で業務を開始したが、

任期付職員の採用や自己都合退職などがあり、年度末の常勤職員の数は 126 人

となった。 

 

（4） 平成 23 年度は、年度末の退職と新規採用により 126 人体制で業務を開始し、出

向者の出向元への復帰や自己都合退職などがあったが、任期付職員を採用する

ことにより、年度末の常勤職員の数は 126 人となった。 

 

（5） 平成 24 年度は、年度末の退職により 122 人体制で業務を開始し、国との人事交

流や中途採用の実施、自己都合退職などがあり、年度末の常勤職員の数は 123

人となった。 
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１０．法人の組織 

下図のとおり。（平成２５年３月３１日現在） 

   

   

 

  

  

相 談 情 報 部

相 談 第 ２ 課

研 修 部 地 方 支 援 課

情 報 資 料 館

テ ス ト 第 ２ 課

テ ス ト 管 理 課

総 務 課

資 格 制 度 室

業 務 課

管 理 室

広 報 室

企 画 調 整 課

情 報 管 理 課

経 理 課

経 理 部

商品テスト部 テ ス ト 第 １ 課

相 談 第 １ 課

情 報 管 理 部

情報システム課

相 談 管 理 課

審 議 役

教 務 課

監 事

紛争解決委員会 事 務 局

理 事 長 理 事

総 務 部
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Ⅲ．独立行政法人国民生活センター中期目標・中期計画の変更について 

 

国民生活センターは、内閣総理大臣が指示する平成２０年度から平成２４年度までの

５年の期間において達成すべき業務運営に関する目標（独立行政法人国民生活センター

中期目標（以下「中期目標」という））を達成するため、独立行政法人国民生活センタ

ー中期計画（以下「中期計画」という）を策定し、この中期計画に基づき、毎事業年度

の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という）を定めた。 

中期目標については、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条第

１項において、主務大臣は中期目標期間の終了時に独立行政法人の組織及び業務の全般

にわたる検討を行い、所要の措置を講ずることとされていることから、第１期中期目標

期間の最終年度である平成１９年度に、国民生活局長の私的懇談会である「国民生活セ

ンターの在り方等に関する検討会」が設置され、当センターの組織や業務について総合

的な検討がなされた。また、独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１２月２４日閣

議決定）においては、国民生活センターが行う事務・事業等について、情報分析業務の

在り方の抜本的な見直しや関係機関との連携の強化が講ずべき措置として盛り込まれ

た。これらを踏まえた結果、第２期中期目標が平成２０年２月２９日付で主務大臣より

指示された。 

また、同中期目標に則り、第２期中期計画を策定した。同中期計画は独立行政法人通

則法第３０条第３項に基づき、内閣府独立行政法人評価委員会国民生活センター分科会

及び内閣府独立行政法人評価委員会に諮り了承を得、主務大臣への認可申請を行い同年

３月２８日に認可された。 

また、平成２０年１０月１６日に「安心実現のための緊急総合対策」（平成２０年８

月２９日、政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付ける平成２０年度補

正予算（第１号）が、平成２１年１月２７日に「生活対策」（平成２０年１０月３０日、

新たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付ける平

成２０年度補正予算（第２号）が国会において成立した。これらに盛り込まれた消費者

政策強化対策費を当センターの運営交付金収入及び業務経費に計上する必要が生じた

ことから、その都度、中期計画について変更の認可申請を行い、平成２０年１１月１７

日、平成２１年３月１２日に認可がなされた。 

平成２１年度には、第１７１国会（通常会）において消費者庁・消費者委員会設置法、

消費者安全法が成立（平成２１年５月２９日成立、同年６月５日公布）し、平成２１年

９月１日には消費者庁が設置された。消費者庁の設置に伴い、当センターの中期目標が

変更されたことを受け、中期計画にも所要の修正を行い、同日付で中期計画の変更が認

可された。 

さらに、平成２３年１０月１４日行政刷新会議第３回独立行政法人改革に関する分科

会における、「平成２０年度第２次補正予算に由来して法人に積まれている約８０億円

について、平成２４年度末までの必要見込み額を除き基本的に国庫に返納する方針を確

認」との報告を踏まえ、平成２４年度末までの事業執行見込額を除いた約５８．４億円

について、不要財産として国庫納付するべく、中期計画の変更の認可申請を行い、平成

２４年２月８日に認可された。 

中期目標及び中期計画、毎事業年度の年度計画は別添資料１～３のとおり。 
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Ⅳ．中期目標期間 

平成２０年４月１日から平成２５年３月３１日 

 

 

Ⅴ．中期目標期間における業務実績の概要 

以下参照。 
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独立行政法人国民生活センター 

第２期中期計画（注） 
平成２０年度業務実績 平成２１年度業務実績 平成２２年度業務実績 平成２３年度業務実績 平成２４年度業務実績 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

（１）一般管理費及び業務経費 

・一般管理費（人件費を除く）につ

いては、毎年度、前年度比３％以

上を削減、業務経費については、

毎年度、前年度比１％以上の削減

を行う。 

（１）一般管理費及び業務経費 

①一般管理費（人件費を除く）につい

て、平成 20 年度決算額は 226,841

千円となり、中期計画で定めた効率

化率 3.0％を織り込んだ平成 20 年

度予算額 227,970 千円からさらに

1,129 千円（△0.5％）の削減とな

った（別紙１参照）。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。 

・総合管理業務について一般競争入

札を実施し、年額 2,096 千円を削

減 

・電話交換設備の更新について一般

競争入札を実施し、年額 3,911

千円を削減 

 

②業務経費（当初予算ベース）につい

て、平成20年度決算額は1,432,087

千円となり、中期計画で定めた効率

化率１.0％を織り込んだ平成 20 年

度予算額（当初予算ベース）

1,460,242 千円からさらに 28,155

千円（△1.9％）の削減となった（別

紙１参照）。 

 経費の執行管理については、年度計

画に対する業務の進捗状況につい

て四半期ごとにヒアリングを行い、

年度計画を着実に実行するために、

適宜調整を行なった。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。 

・危害病院情報システムについて一

般競争入札を実施し、借料等を削

減（△4,269 千円） 

・既存月刊誌「たしかな目」及び「国

民生活」の統廃合により、事業運

営に係る経費を削減（△59,028

千円） 

 

 なお、業務経費においては、平成

（１）一般管理費及び業務経費 

①一般管理費（人件費を除く）につい

て、平成 21 年度決算額は 220,706

千円(契約済繰越額を含む)となり、

中期計画で定めた効率化係数

3.0％を織り込んだ平成 21 年度予

算額 221,131 千円からさらに 425

千円（△0.2％）の削減となった（別

紙１参照）。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。 

・相模原事務所の総合管理業務等に

ついて一般競争入札を実施し、年

額 736 千円を削減 

・建物・設備の保守・修繕について、

老朽化の著しい改修を重点的に

行うことで、経費の抑制を図り、

年額 19,970 千円を削減 

 

②業務経費（当初予算ベース）につい

て、平成21年度決算額は1,718,513

千円(契約済繰越額を含む)となり、

中期計画で定めた効率化係数

１.0％を織り込んだ平成 21 年度予

算額（当初予算ベース）1,787,441

千円からさらに 68,928 千円(△

3.9％)の削減となった（別紙１参

照）。 

 経費の執行管理については、年度計

画に対する業務の進捗状況につい

て四半期ごとにヒアリングを行い、

年度計画を着実に実行するために、

適宜調整を行なった。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。 

・「テレビ番組の提供」事業廃止に

よる経費の削減（△99,916 千円）

・一般競争入札の実施により、消費

生活相談データベースシステム

の賃借料を削減（平年度化ベース

△10,009 千円） 

（１）一般管理費及び業務経費 

①一般管理費（人件費を除く）につい

て、平成２２年度の決算額は、

214,325 千円（契約済繰越額を含

む。)となり、中期計画で定めた効

率化係数 3.0％を織り込んだ平成

２２年度予算額 221,131 千円から

さらに 172 千円（△0.1％）の削減

となった（別紙１参照）。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。  

・公用車として使用していたハイヤ

ーの借上げを廃止し、年額 6,739

千円削減 

・エレベータ保守点検業務につい

て、一般競争入札を実施し、年間

290 千円削減 

 

②業務経費（当初予算ベース）につい

て、平成２２年度決算額は、

1,795,208 千円(契約済繰越額を含

む。)となり、平成２２年度予算額

1,827,697 千円（平成２１年度予算

額に中期計画で定めた効率化係数

1.0％を織り込んだ 1,769,567 千円

と、新たに商品テスト機能強化に係

る経費 58,130 千円を加えた額）に

対し、32,489 千円(△1.8％)の削減

となった（別紙１参照）。 

 経費の執行管理については、年度計

画に対する業務の進行状況と経費

の執行状況について四半期ごとに

ヒアリングを行い、年度計画を着実

に実行するために優先順位の見直

し等、適宜調整を行った。 

 具体的には、以下のような削減を図

った。 

・ＰＩＯ-ＮＥＴのホストコンピュ

ータをサーバシステムへの切替

及びこれ係る運用支援業務につ

いて一般競争入札を実施し、賃借

（１）一般管理費及び業務経費 

①一般管理費（人件費を除く）につい

ては、平成２３年度の決算額は、

208,004 千円となり、中期計画で定

めた効率化係数3.0％を織り込んだ

平成２３年度予算額からさらに 58

千円（△0.03％）の削減となった（別

紙１参照）。 

 具体的な削減内容は以下のとおり。 

・派遣職員による役員秘書の見直し

により外部委託費を削減（△

3,385 千円） 

・備品購入に係る経費の抑制を図

り、年額△452 千円を削減 

 

②業務経費（当初予算ベース）につい

て、平成２３年度の決算額は、

1,408,715 千円(契約済繰越額を含

む。)となり、平成２３年度予算額

1,793,784 千円（既定経費の見直し

及び中期計画で定めた効率化係数

1.0％を織り込んだ 1,604,658 千円

と、新たに商品テスト機能強化及び

医療機関ネットワーク構築に係る

経費等 189,126 千円を加えた額）に

対し、385,069 千円(△21.5％)の削

減となった（別紙１参照）。 

 経費の執行管理については、年度計

画に対する業務の進行状況と経費

の執行状況について四半期ごとに

各部門に対するヒアリングを行い、

年度計画を着実に実行するために

優先順位の見直し等、適宜調整を行

った。 

具体的な削減内容は以下のとおり。 

・個人情報相談情報データベースの

情報システム機器の更新に際し、

既存の情報システム機器を活用

することで賃借料等を削減（△

2,956 千円） 

・啓発資料について、既存コンテン

（１）一般管理費及び業務経費 

①一般管理費（人件費を除く）につい

ては、平成２４年度の決算額は、

193,273 千円となり、中期計画で定

めた効率化係数 3.0％を織り込んだ

平成２４年度予算額からさらに

8,547 千円（△4.2％）の削減となっ

た（別紙１参照）。 

具体的な削減内容は以下のとおり。

・庁舎管理業務について、仕様書

の見直し等により外部委託費を

削減（△14,668 千円） 

・ 定期的に加除を行う法規集等図

書の購読について、利用状況を

鑑み見直しを行うとともに、事

務用・施設用消耗品に係る経費

の抑制を図り、年額△1,221 千円

を削減 

 

②業務経費（当初予算ベース）につい

て、平成２４年度の決算額は、

1,433,018 千円となり、既定経費の

見直し及び中期計画で定めた効率

化係数 12.9％を織り込んだ平成２

４年度予算額 1,562,700 千円から

さらに 129,682 千円（△8.3％）の

削減となった（別紙１参照）。 

経費の執行管理については、年度計

画に対する業務の進行状況と経費

の執行状況について四半期ごとに

各部門に対するヒアリングを行い、

年度計画を着実に実行するために

優先順位の見直し等、適宜調整を行

った。 

具体的な削減内容は以下のとおり。

・「月刊国民生活」をＷＥＢ版とす

ることで、印刷製本費を削減（△

5,994 千円） 

・ 業務に係る固定資産及び備品の

購入を抑制し、経費を削減(△

25,539 千円) 
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独立行政法人国民生活センター 

第２期中期計画（注） 
平成２０年度業務実績 平成２１年度業務実績 平成２２年度業務実績 平成２３年度業務実績 平成２４年度業務実績 

20 年度補正予算により消費者政策

強化対策に係る経費として、

9,890,982 千円措置されたが、関係

機関と調整のうえ、今後３年程度の

地方消費者行政活性化対策を支援

することとしている。 

 

 

 なお、業務経費においては、平成

20 年度補正予算により消費者政策

強化対策に係る経費として、

9,890,982 千円措置されたが、関係

機関と調整のうえ、今後 3年程度の

地方消費者行政活性化対策を支援

することとしている。平成 21 年度

においては、585,984 千円（契約済

繰越額を含む）を執行した。 

 

料等を削減（△86,048 千円） 

・業務参考資料について、電子掲示

板「消費者行政フォーラム」の活

用による電子配信を行うことに

より、印刷製本費を削減（年間△

2,123 千円） 

 

なお、業務経費においては、平成

20 年度補正予算により消費者政策

強化対策に係る経費として、

9,890,982 千円措置されたが、関係

機関と調整のうえ、地方消費者行政

活性化対策を支援（平成２１年度か

ら３年程度）することとしている。

平成２２年度においては、554,836

千円（契約済繰越額を含む。）を執

行した。 

 

ツを活用することにより、作成等

にかかる経費を削減（△3,345 千

円） 

 

なお、平成２３年度予算において 

は、上記のほか、平成２０年度補正

予算（第１号）より「安心実現のた

めの緊急総合対策」の消費者政策強

化対策に係る経費として 925,641

千円及び同補正予算（第２号）によ

り「生活対策」の消費者政策強化対

策に係る経費として 8,965,341 千

円がそれぞれ措置された。このうち

平成２３年度において、関係機関と

調整のうえ、地方消費者行政活性化

事業を支援するため 935,462 千円

（契約済繰越額を含む。）を執行す

る一方、当該予算の執行計画につい

て見直しを行い、独立行政法人通則

法に基づき、5,836,781 千円を不要

財産として国庫納付した。 

 

なお、平成２４年度予算において

は、上記のほか、平成２０年度補正

予算（第２号）により「生活対策」

の消費者政策強化対策に係る経費

として 3,128,560 千円（平成２３年

度における国庫納付後の金額）が措

置された。このうち平成２４年度に

おいては関係機関と調整のうえ、地

方消費者行政活性化事業を支援す

るため 801,449 千円を執行した。 

 

③従来の借り上げ宿舎制度について

は、労働組合と協議した結果、平成

２５年３月末をもって廃止した。 

（２）人件費 

・総人件費については、簡素で効率

的な政府を実現するための行政

改革の推進に関する法律（平成１

８年法律第４７号）等に基づき、

平成２２年度の役職員に係る人

件費の総額を平成１７年度に比

べて５％以上削減する。ただし、

退職手当及び福利厚生費並びに

平成１８年度以降の人事院勧告

を踏まえた給与改定分について

は、削減対象額から除く。また、

国家公務員の給与構造改革を踏

まえた見直しを実施する。さら

に、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００６」（平成

１８年７月７日閣議決定）に基づ

き、国家公務員の改革を踏まえ、

人件費改革を平成２３年度まで

継続する。 

 

 

 

（２）人件費 

平成 20 年度の人件費決算額（退

職手当を除く）は 1,136,750 千円と

なり、中期計画予算で定めた効率化

率 2％等を織り込んだ平成 20 年度

予算額 1,149,315 千円からさらに

△12,565 千円（△1.1％）の減額と

なった。 

平成22年度の総人件費を平成17

年度に比べて 5％以上削減する計

画に対しては、平成 20 年度におい

て、対平成 17 年度増減率は△5.0％

となった（別紙１参照）。 

また、人件費削減を行うため、国

家公務員の給与構造改革を踏まえ

て実施した昇給幅の抑制を平成 20

年度も引き続き実施し、特別手当の

支給月数を減じた。 

 

（２）人件費 

平成 21 年度の人件費決算額（退

職手当を除く）は 1,101,789 千円と

なり、中期計画予算で定めた効率化

係数 1％等を織り込んだ平成 21 年

度予算額 1,170,978 千円からさら

に△69,189 千円（△5.9％）の減額

となった。 

平成22年度の総人件費を平成17

年度に比べて 5％以上削減する計

画に対しては、平成 21 年度におい

て、対平成 17 年度増減率は△7.8％

となった（別紙１参照）。 

また、人件費削減を行うため、国

家公務員の給与構造改革を踏まえ

て実施した昇給幅の抑制を平成 21

年度も引き続き実施し、特別手当の

支給月数を減じた。 

 

（２）人件費 

平成２２年度の人件費決算額（退

職手当を除く）は 1,101,863 千円と

なり、中期計画予算で定めた効率化

係数１％を織り込んだ平成２２年

度予算額 1,159,268 千円からさら

に 57,405 千円（△5.0％）の減額と

なった。 

平成２２年度の総人件費を平成

１７年度に比べて５％以上削減す

る計画に対しては、平成２２年度に

おいて、対平成１７年度増減率は△

7.5％となった（別紙１参照）。 

また、人件費削減を行うため、国

家公務員の給与構造改革を踏まえ

て実施した昇給幅の抑制を平成２

２年度も引き続き実施した。 

 

（２）人件費 

平成２３年度の人件費決算額（退

職手当を除く）は、1,097,111 千円

となり、効率化係数約 1.15％を織

り込んだ平成２３年度予算額

1,145,906 千円からさらに 48,795

千円（△4.3％）の減額となった。 

平成２３年度の総人件費を平成

１７年度に比べて５％以上削減す

る計画に対しては、平成２３年度に

おける対平成１７年度増減率は△

8.2％となった（別紙１参照）。 

 

（２）人件費 

平成２４年度当初の人件費予算

額（退職手当を除く）は、平成２３

年度予算額 1,145,906 千円に対し

て効率化係数１％を織り込んで

11,459 千円減の 1,134,447 千円と

なっていたが、平成２４年度一般会

計補正予算（第１号）において、給

与改定臨時特例法に基づく給与削

減相当額を修正減少し、当初予算額

から 93,056 千円（△8.2％)を減額

した 1,041,391 千円となっている。

これに対し、平成２４年度決算額

は 999,591 千円となり、平成２４年

度変更後予算額に対し 41,800 千円

（△4.0％）の減額となった（別紙

１参照）。 

「国家公務員の給与減額支給措

置について」（平成２３年６月３日

閣議決定）及び「公務員の給与改定

に関する取扱いについて」（平成２

３年１０月２８日閣議決定）を踏ま

え、給与減額支給措置を、役員は平

成 24 年 4 月から（平成 26 年 3月ま
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で）、俸給に対し△9.77％、特別手

当△9.77％、職責手当△9.77％の減

額を実施し、職員は平成 24 年 6 月

から（平成 26 年 5 月まで）、俸給に

対し△4.77%～△9.77%、特別手当△

9.77％、管理職手当△10％の減額を

実施した。また、退職手当について

は「国家公務員の退職手当の支給水

準引下げ等について（平成 24 年 8

月 7日閣議決定）を踏まえ、役員の

退職手当について支給総額に

98/100 を乗じて得た額を減ずる措

置を講じた。職員においては、平成

25年 6月より同様な措置を講じた。

（３）給与水準については、職員の在

職地域や学歴構成等の要因を考

慮した国家公務員との給与水準

差及び事務所の所在地における

地域手当並びに国からの財政支

出の大きさ等の観点から現状の

給与水準が適切かどうか検証を

行い、これを維持する合理的な

理由がない場合には必要な措置

を講ずることにより、給与水準

の適正化に速やかに取り組むと

ともに、その検証結果や取組状

況については公表する。 

（３）給与水準 

「平成 20 年度の役職員の報酬・

給与等について」をとりまとめ、取

組状況について平成 21 年 6 月 30

日にホームページ上で公表した。 

平成 20 年度における対国家公務

員比較指数は 117.4（地域・学歴勘

案では 105.4）で、前年度より 1.8

ポイント減（地域・学歴勘案では

1.6 ポイント減）となった。（別紙

２参照） 

 

 

 

（３）給与水準 

「平成 21 年度の役職員の報酬・

給与等について」をとりまとめ、取

組状況についてホームページ上で

公表した。 

職員の給与水準については、 

・専門職としての色彩が強い大卒

以上の学歴を有する優秀な人

材を採用してきたこと 

・東京と相模原の両事務所で行う

事業には一体関係があり、同一

の給与体系を適用しているこ

と 

などから、国家公務員に比べた指

数は高くなっているものの、平成

21 年度においては、昇給幅の抑制、

管理職数の削減、管理職手当の縮

減、特別手当の減額等の措置を講ず

ることにより、対国家公務員比較指

数は 114.6 と、前年度（117.4）よ

り 2.8 ポイント低下した。また、地

域・学歴を勘案した指数では 103.1

と、前年度(105.4)より 2.3 ポイン

ト低下した（別紙２参照）。 

（３）給与水準 

「平成２２年度の役職員の報

酬・給与等について」をとりまとめ、

取組状況についてホームページ上

で公表した。 

職員の給与水準については、 

・専門職としての色彩が強い大卒

以上の学歴を有する優秀な人

材を採用してきたこと 

・東京と相模原の両事務所で行う

事業に一体関係があり、同一の

給与体系を適用していること 

などから、国家公務員に比べた指

数は高くなっているものの、平成２

２年度においては、昇給幅の抑制、

管理職手当の縮減等の措置を講じ

た。また、雇用期間の定めのある職

員（任期付職員）を５名採用したほ

か、勤務成績を反映した給与制度の

運用等、積極的に改革に取り組ん

だ。その結果、対国家公務員比較指

数は 111.1 と、前年度（114.6）よ

り 3.5 ポイント低下した。また、地

域・学歴を勘案した指数では 100.1

と、前年度(103.1)より 3.0 ポイン

ト低下した（別紙２参照）。 

（３）給与水準 

「平成２３年度の役職員の報

酬・給与等について」をとりまとめ、

取組状況についてホームページ上

で公表した。 

職員の給与水準については、 

・専門職としての色彩が強い大卒

以上の学歴を有する優秀な人

材を採用してきたこと 

・東京と相模原の両事務所で行う

事業に一体関係があり、同一の

給与体系を適用していること 

などから、職員の給与水準につい

て、国家公務員と比べた指数は高く

なっている。 

平成２３年度においては、俸給の

切替に伴う俸給月額の経過措置の

廃止や、国家公務員が平成２３年４

月に、これまで給与構造改革におい

て抑制してきた昇給を若年・中年層

に１号俸回復させたところ当セン

ターではその実施を見送るなどの

措置を講じて給与水準の抑制に努

めたほか、勤務成績を反映した給与

制度の運用等、積極的に改革に取り

組んでいる。 

なお、平成２３年度の対国家公務

員指数は 111.8（対前年度 0.7 ポイ

ント増）、地域・学歴を勘案した指

数では 100.4（対前年度 0.3 ポイン

ト増）と、前年度に比して微増して

（３）給与水準 

給与水準が適切かどうかの検証

結果については、「平成２４年度の

役職員の報酬・給与等について」を

とりまとめ、取組状況についてホー

ムページ上で公表し、引き続き適切

な給与水準になるよう努めている。

職員の給与水準について、平成２

４年度の対国家公務員指数は

108.3（対前年度 3.5 ポイント減）、

地域・学歴を勘案した指数では

95.6（対前年度 4.8 ポイント減）と、

前年度に比して減少した。 

これは、専門職としての色彩が強

い大卒以上の学歴を有する優秀な

人材を採用してきたことや、東京と

相模原の両事務所で行う事業に一

体関係があり、同一の給与体系を適

用していることなどから、国家公務

員に比べた指数は高くなっている

ものの、平成２４年度においては、

国家公務員が平成２４年４月に、こ

れまで給与構造改革において抑制

してきた昇給を若年層に 1～2 号俸

回復させたところ当センターでは

その実施を見送ったほか、平成２３

年度のラスパイレス指数（地域・学

歴勘案）100.4 を 100.0 に低減させ

るべく夏季特別手当において低減

策を講じるなど給与水準の抑制に

努めた結果である。（別紙２参照）
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いる（別紙２参照）。 

 

（４）随意契約の見直し 

・随意契約の適正化を推進するた

め、「随意契約見直し計画」に基

づく取組を着実に実施するとと

もに、一般競争入札等により契約

を行う場合には、競争性、透明性

が十分確保される方法により実

施する。また、監事による契約内

容のチェックにより、入札・契約

の適正な実施を図る。 

（４）随意契約の見直し 

平成 20 年度における随意契約

（企画競争・公募を除く）の割合は、

契約件数で 37％(平成 19 年度

63％)、契約金額で 30％（平成 19

年度 53％）と、それぞれ減少して

おり、「随意契約見直し計画」に基

づく取組を着実に進めている。 

（４）随意契約の見直し 

平成 21 年度における随意契約

（企画競争・公募を除く）の割合は、

契約件数で 26％(平成 20 年度

37％)、契約金額で 12％（平成 20

年度 30％）と、それぞれ減少して

おり、「随意契約見直し計画」に基

づく取組を着実に進めている。 

また、「独立行政法人の契約状況

の点検・見直しについて」（平成 21

年 11 月 17 日閣議決定）に基づき、

監事及び外部有識者で構成する「独

立行政法人国民生活センター契約

監視委員会」を設置し、8回の委員

会を開催して契約の点検・見直しを

実施した。 

 

（４）随意契約の見直し 

平成 22 年度における随意契約

（企画競争・公募を除く）は、契約

件数で 18 件（平成 21 年度 20 件）、

契約金額で 204,165 千円（平成 21

年度 350,169 千円）と、平成 21 年

度に対して、それぞれ減少してお

り、「随意契約等見直し計画」に基

づく取組を着実に進めている。 

また、「独立行政法人の契約状況の点

検・見直しについて」（平成 21 年 11

月 17 日閣議決定）に基づき、監事及

び外部有識者で構成する「独立行政法

人国民生活センター契約監視委員会」

を設置し、4回の委員会を開催して契

約の点検・見直しを実施した。 

（４）随意契約の見直し 

平成２３年度における競争性の

ない随意契約は、契約件数で 15％

（平成２２年度 22％）、契約金額で

4％（平成２２年度 17％）と、それ

ぞれ減少し、「随意契約等見直し計

画」に基づく取組を着実に進めてい

る。 

また、「独立行政法人の契約状況

の点検・見直しについて」（平成 21

年 11 月 17 日閣議決定）に基づき、

監事及び外部有識者で構成する「独

立行政法人国民生活センター契約

監視委員会」を設置し、4回の委員

会を開催して契約の点検・見直しを

実施した。 

 

（４）随意契約の見直し 

平成２４年度における競争性の

ない随意契約は、契約件数で 17％

（平成２３年度 15％）、契約金額で

8％（平成２３年度 4％）と、それ

ぞれ年度総件数及び総金額の割合

では増加したものの、競争性のない

随意契約件数は前年度に対し１件

減少の８件となっており、「随意契

約等見直し計画」に基づく取組を着

実に進めている。 

なお、競争性のない随意契約８件

のうち、５件は「随意契約等見直し

計画」において真にやむを得ないも

のとしたものであり、残りの３件

は、総務省政府共通ネットワーク事

務局が統括し運用請負業者を決定

している政府共通ネットワークの

導入、一般競争入札により調達した

機器のソフトウェア改修及び一般

競争入札により業者を決定し構築

した情報システムの設定変更作業

である。これら契約については、全

て契約監視委員会において審査さ

れており、委員からの見直し等の指

摘を受けたものはなかった。 

また、「独立行政法人の契約状況

の点検・見直しについて」（平成２

１年１１月１７日閣議決定）に基づ

き、監事及び外部有識者で構成する

「独立行政法人国民生活センター

契約監視委員会」を設置し、4回の

委員会を開催して契約の点検・見直

しを実施した。 

（５）保有資産の有効活用 

①相模原事務所について、行政機

関、大学、消費者団体等による積

極的な利用促進を図るとともに、

施設の企画・管理・運営業務につ

いて平成２１年度より民間競争

入札の対象とし、有効活用を図

る。 

②東京事務所において実施する業

（５）保有資産の有効活用 

相模原事務所については、内閣府

官民競争入札等監理委員会と調整

のうえ、相模原事務所の企画・管

理・運営業務の民間競争入札（市場

化テスト）実施要項を作成した後、

入札を実施し、平成 21 年度から 3

ヵ年の契約を締結した。 

なお、達成すべき要求水準値は以

（５）保有資産の有効活用 

平成 21 年度における外部利用の

延べ宿泊者数及び宿泊収入は、それ

ぞれ前年度を上回った。 

 

消費者への情報提供や行政機関

との連携等において東京事務所が

果たしている役割を踏まえ、同事務

所の機能が十分に発揮できるよう、

（５）保有資産の有効活用 

平成２２年度における市場化テ

ストに係る外部利用の延べ宿泊者

数及び宿泊収入は、それぞれ前年度

を下回った。これは東日本大震災の

影響によるキャンセルが発生した

ためであり、キャンセルがなかった

場合は、いすれも前年度を上回って

いた。 

（５）保有資産の有効活用 

平成２３年度における市場化テ

ストに係る外部利用の延べ宿泊者

数及び宿泊収入は、それぞれ前年度

を若干上回った。しかし、東日本大

震災の影響によるキャンセルを加

味した場合は、いすれも前年度を下

回っていた。 

「独立行政法人の制度及び組織

（５）保有資産の有効活用 

「独立行政法人の制度及び組織

の見直しの基本方針」（平成２４年

１月２０日閣議決定）を踏まえ、「国

民生活センターの国への移行を踏

まえた消費者行政の体制の在り方

に関する検討会」において組織の在

り方について検討され、その結果、

消費者庁の「特別の機関」として平
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務を精査しつつ、移転を含め、そ

の在り方を検討する。 

下のとおり設定した。 

 

・施設利用者の満足度を 90％以上 

・センター業務での利用以外の宿泊

室の稼働率を 8.6％（平成１７年

度から平成 19 年度の平均稼働

率）から 15.0％以上（平成 21 年

度は 8.6％） 

 

東京事務所については、「国有財

産の有効活用に関する検討・フォロ

ーアップ有識者会議（財務大臣主

催）」の報告書（平成 20 年 6 月 12

日）において、東京事務所と合築と

なっている品川税務署の敷地を処

分し移転することが盛り込まれた

ことを受け、消費者への情報提供や

行政機関との連携等において東京

事務所が果たしている役割を踏ま

え、同事務所の機能が十分に発揮で

きるよう、消費者行政の強化につな

がる移転先の確保を平成 25 年度ま

でに図ることとした。 

 

消費者行政の強化につながる移転

先を確保するため、消費者庁及び地

方公共団体、民間会社から情報収集

等を行い、移転について検討を行っ

た。 

 

なお、相模原事務所宿泊・研修施

設については、「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基本方針」（平

成２２年１２月１７日閣議決定）を

受けて、２３年度中に同施設で行う

研修を廃止するとともに、２４年度

中に廃止することとなった。廃止後

における同施設の在り方について

は、「基本方針」における「組織の

見直し」の結論を踏まえ検討するこ

ととしている。 

 

消費者への情報提供や行政機関

との連携等において東京事務所が

果たしている役割を踏まえ、同事務

所の機能が十分に発揮できるよう、

消費者行政の強化につながる移転

先を確保するため、消費者庁及び地

方公共団体、民間会社から情報収集

等を行い、移転について検討を行っ

た。 なお、東京事務所については、

「独立行政法人の事務・事業の見直

しの基本方針」（平成２２年１２月

１７日閣議決定）を受けて、２５年

度中に国庫納付することとなった。

このため、国庫納付後における東京

事務所の在り方については、「基本

方針」における「組織の見直し」の

結論を踏まえ検討することとして

いる。 

 

の見直しの基本方針」（平成２４年

１月２０日閣議決定）における、「消

費者行政全体の機能を効率化・強化

し、国民の安全・安心を確実に担保

するため、必要な定員・予算を確保

した上で、平成２５年度を目途に本

法人の機能を国に移管する。」との

決定を踏まえ、現在、「国民生活セ

ンターの国への移行を踏まえた消

費者行政の体制の在り方に関する

検討会」において、国民生活センタ

ーの機能を担う国における組織の

具体的な在り方について検討して

いるところ、相模原事務所の在り方

については、同検討会の結論を踏ま

えて検討することとしている。 

なお、平成２４年度については、

当該施設での研修事業を行わない

ことから、外部利用を含めた当該施

設の利用は行わないこととした。 

 

「独立行政法人の事務･事業の見

直しの基本方針」（平成２２年１２

月１７日閣議決定）の「組織の見直

し」において、「必要な機能を消費

者庁に一元化して法人を廃止する

ことを含め、法人のあり方を検討す

る。」とされたことから、当該結論

を踏まえ、移転について検討するこ

ととした。しかし、「独立行政法人

の制度及び組織の見直しの基本方

針」（平成２４年１月２０日閣議決

定）において、平成２５年度を目途

に当センターの機能を国に移管す

ることが決定したことから、国庫納

付後における東京事務所の在り方

については、「基本方針」における

「組織の見直し」の結論を踏まえ、

検討する。 

 

成２５年度予算・機構定員要求（平

成２６年１月移行を想定）を行った

ところである。その後、平成２４年

１２月消費者担当大臣の判断によ

り、また、平成２５年１月２４日に

閣議決定された「平成２５年度予算

編成の基本方針」における「平成２

５年度予算は、現行の制度・組織等

を前提に編成する」等との方針を踏

まえ、平成２５年度は独立行政法人

のままとし、当センターの今後の在

り方については、国への移行を含め

てあらゆる選択肢を排除せず引き

続き検討することとなり、現在、「消

費者行政の体制整備のための意見

交換会」が開催されている。このた

め、これらの検討状況等を踏まえ、

平成２６年度以降の市場化テスト

の実施については、市場化テストの

対象範囲、実施予定時期、契約期間

等を内容とする計画を、平成２５年

度中に検討することとした。 

「独立行政法人の事務･事業の見

直しの基本方針」（平成２２年１２

月７日閣議決定）の「組織の見直し」

において、「必要な機能を消費者庁

に一元化して法人を廃止すること

を含め、法人のあり方を検討する。」

とされたことから、廃止の具体化に

ついて当該結論を踏まえ検討する

こととした。 

さらに、「独立行政法人の制度及

び組織の見直しの基本方針」（平成

２４年１月２０日閣議決定）におけ

る、「消費者行政全体の機能を効率

化・強化し、国民の安全・安心を確

実に担保するため、必要な定員・予

算を確保した上で、平成２５年度を

目途に本法人の機能を国に移管す

る。」との決定を踏まえ、「国民生活

センターの国への移行を踏まえた

消費者行政の体制の在り方に関す

る検討会」において、国民生活セン

ターの機能を担う国における組織

の具体的な在り方について検討さ

れ、その結果、消費者庁の「特別の



 15 

独立行政法人国民生活センター 

第２期中期計画（注） 
平成２０年度業務実績 平成２１年度業務実績 平成２２年度業務実績 平成２３年度業務実績 平成２４年度業務実績 

機関」として平成２５年度予算・機

構定員要求（平成２６年１月移行を

想定）を行ったところである。 

その後、平成２４年１２月消費者

担当大臣の判断により、また、平成

２５年１月２４日に閣議決定され

た「平成２５年度予算編成の基本方

針」における「平成２５年度予算は、

現行の制度・組織等を前提に編成す

る」等との方針を踏まえ、平成２５

年度は独立行政法人のままとし、当

センターの今後の在り方について

は国への移行を含めてあらゆる選

択肢を排除せず引き続き検討する

こととなり、現在、「消費者行政の

体制整備のための意見交換会」が開

催されている。このため、これらの

検討状況等を踏まえつつ、研修施設

の活用方法等を含め相模原事務所

の在り方について検討することと

した。 

また、東京事務所についてもこれ

らの検討状況等を踏まえつつ、検討

することとした。 

なお、東京事務所で実施する業務

を精査しつつ、移転に向けた取組を

進め、遅くとも東京事務所が合築さ

れている建物に所在するセンター

以外の者の移転時期と同年度内に

移転し、国庫納付することとしてい

る。 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

・苦情相談の受付からＰＩＯ－ＮＥ

Ｔ登録までの期間を抜本的に短

縮するために、苦情相談情報の収

集に関する業務体系を再検討し、

消費生活センターの協力を得て、

苦情相談の受付情報が作成され

次第、即時にＰＩＯ－ＮＥＴへ登

録する業務体系への転換を図る。 

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

消費生活センターに向けて実

施した苦情相談情報の収集方法

に関するアンケートの結果を踏

まえ、苦情相談情報の受付から登

録までの再検討を行った。検討案

については、平成 20 年 9 月に消

費生活センターに提示し、寄せら

れた意見を踏まえて仕様書（要件

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

完全オンライン化を実現した

Ｗｅｂシステムを導入し、平成

22 年度からの運用開始に向けて

旧システムからのデータ移行を

実施した。 

また、システムの刷新に伴い、

「消費生活相談カード記載要領

（PIO-NET2010 対応版）」を作

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

ＰＩＯ－ＮＥＴ2010 は、稼動

当初にはトラブルが発生したが、

システムの補強、改修及びデータ

の復旧等を実施し、安定的な稼動

に至った。 併せて、消費生活セ

ンターから改善希望項目につい

てヒアリングを実施し、これらに

基づきシステム改善候補項目を

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

「ＰＩＯ－ＮＥＴ2010」は、安

定的な稼動に努めるとともに、平

成２２年度に寄せられた改善要

望のうち優先度の高い項目（画面

表示の拡大対応、メモ欄の随時修

正、Word メモ機能追加など）に

ついてシステム改修を行い、平成

２３年７月４日と１０月３日に

（１）消費生活情報の収集・分析・提

供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

消費者庁にて開催されていた

「ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する

検討会」（以下「検討会」という。）

の中間報告を受け、定量的データ

を含めた現状の姿を可視化し、現

行の相談業務及びシステムが抱

えている課題点並びにその原因、

解決策を明らかにするための調
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定義書）を作成した。 

 

内閣府の「ＰＩＯ－ＮＥＴ追加

配備実施要綱」に基づき、平成

20 年 12 月に全自治体に向けて

「ＰＩＯ－ＮＥＴ追加配備要望

調査」を実施した。その結果を踏

まえて配備先（281 箇所）を決定

し、平成 21 年 3 月に当該自治体

に通知した。 

なお、端末の調達は平成 21 年

度に総合評価落札方式で実施す

ることとなっている。 

 

成・配布し、全国 7ブロックで計

35 回の操作研修会を実施した。

 

平成 20 年度に実施した第 1 次

の追加配備要望調査に続き、平成

21年6月に全自治体に向けて第2

次の「PIO-NET 追加配備要望調

査」を実施した。 

また、第 2次要望調査以降も消

費生活センターからの要望に応

え、計 416 箇所（第 1 次配備分

271箇所、第2次配備分 145箇所）

への追加配備を行った。 

 

整理し、システム改善を段階的に

実施した。 

 

平成２２年８月に全国の都道

府県、政令指定都市へ新規追加配

備に関する要望調査、９月には既

設の消費生活センターに追加貸

与に関する要望調査を実施し、１

１月に新規箇所への追加配備

（116 ヶ所、PC：210 台）と既設

消費生活センターへの追加貸与

（87 ヶ所、PC：136 台）を決定し

た。 

回線敷設と端末配備の調達を

行い、全国計 984 ヶ所、3,537 台

の端末が配備されることになっ

た。 

改善プログラムの提供を行った。 

平成２３年１０月１２日に全

国の都道府県、政令指定都市へ新

規追加配備に関する要望調査、１

０月１４日に既設の消費生活セ

ンターに追加配備に関する要望

調査を実施し、１２月１４日に既

設消費生活センターへの追加配

備（50 ヶ所、PC：58 台）、１２月

１６日に新規箇所への追加配備

（91 ヶ所、PC：146 台）を決定し

た(平成２４年７月３１日までに

導入予定)。 

回線敷設と端末の調達を行い、

全国計 1,067 ヶ所、3,854 台の端

末が配備されることになった。 

 

査分析を実施した。３月末に実施

結果報告書を取りまとめ、見直し

方針(案)を作成した。 

また、平成２４年度は、特定商

取引法の改正に伴い、販売購入形

態に「訪問購入」を追加するシス

テム改修を行い、これに併せて

「消費生活相談相談カード記載

要領」の改定も実施するなど、訪

問購入に関する相談情報の収集

に対応した。 

・上記業務体系の転換を図りつつ、

平成１９年度策定のＰＩＯ－Ｎ

ＥＴ最適化計画を基にＰＩＯ－

ＮＥＴシステムを刷新し、消費生

活センターの協力を得て、平成２

２年度から運用を開始する。 

平成 20 年度は、ＰＩＯ－ＮＥ

Ｔに関する業務体系の再検討を

行い、システム構成や相談員が入

力や検索をする際に使用するソ

フトウェア等の全面的な見直し

について盛り込んだ次期システ

ムの仕様書（要件定義書）を作成

し、総合評価落札方式で調達を実

施した。 

平成 22 年度からの運用開始に

向け、平成 21 年度にはシステム

及びネットワークを構築し、相談

員へ新規のＰＩＯ－ＮＥＴ端末

を配備する予定である。 

 

新しいＰＩＯ－ＮＥＴシステ

ムと霞ヶ関ＷＡＮとの相互接続

により、地方自治体が利用するＬ

ＧＷＡＮでのＰＩＯ－ＮＥＴ運

用が可能になったことを受け、全

国の消費生活センターに対して

ＬＧＷＡＮの敷設状況調査を実

施した。 

 

ＰＩＯ－ＮＥＴ情報の性格・位

置付けを整理し、その活用の在り

方を検討する目的で消費者庁と

国民生活センターが設置した「Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴの活用に関する懇

談会」で都道府県及び政令指定都

市の消費者行政担当部局への配

備拡大の方向性が示されたこと

を受け、都道府県及び政令指定都

市の消費者行政担当部局が霞が

関ＷＡＮとＬＧＷＡＮの相互接

続を利用してＰＩＯ－ＮＥＴ

2010 を利用できるようにした。

 

予定なし 

 

「検討会」で平成１９年度策定

の最適化計画について説明の上、

現行システムで残された課題に

ついて議論を行い、中間報告（平

成２４年７月２０日）で課題が提

示された。その課題の改善につい

て検討に着手し、「ＰＩＯ－ＮＥ

Ｔに係る業務並びにシステムの

分析業務」（以下「業務・システ

ム分析」という。）を実施した。

「業務・システム分析」では、

平成２５年度に予定している最

適化計画の策定に向け、定量的デ

ータを含めた現状の姿を可視化

し、現行の相談業務及びシステム

が抱えている課題点並びその原

因、解決策を明らかにすることを

目的とし、「検討会」の中間報告

から想定される以下の４つの主

要課題について検討を行った。 

①相談情報の登録・提供の迅速化

②相談情報の入力・負担の軽減 

③相談支援・分析ツールとしての

有効活用 

④システムの運用・管理負担の軽

減 

その結果、①については、登録目

標日数の設定と仮登録データの
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閲覧など、②については、相談情

報の入力内容及び使い勝手の見

直しなど、③については、簡易検

索機能の提供、利用者特性を考慮

した検索環境の提供、事業社名等

のデータ修正など、④について

は、専用回線のＬＧＷＡＮ、イン

ターネットＶＰＮへの切り替え、

ＰＩＯ－ＮＥＴ端末配備基準の

見直し、専用回線の統廃合などの

「ＰＩＯ－ＮＥＴの業務・システ

ムの見直し方針(案)」を作成し

た。 

・ＰＩＯ－ＮＥＴの「分類・キーワ

ード」を平成２０年度中に改定

し、平成２１年度からの運用に供

するとともに、今後、キーワード

に依存しない検索手法の採用も

含めて検討する。 

平成 19 年度に取りまとめた改

定案に対する消費生活センター

からの意見を踏まえ、改定版の

「分類・キーワード」を策定した。 

その後、新しい『「分類・キー

ワード」マニュアル』を作成し、

平成 21 年 2 月に消費生活センタ

ー等へ配布した。 

 

平成 20 年度に改定した「ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴ分類・キーワード」の

運用を開始し、苦情相談の受付情

報が作成される際に正しいキー

ワードが付与されるよう、「ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴつうしん」等で作成要

領の周知を図るとともに、誤入力

されたデータの修正を行った。 

 

次期ＰＩＯ－ＮＥＴシステム

（ＰＩＯ－ＮＥＴ2015）の課題に

適用可能なデータマイニング技

術に関する情報収集及び共同研

究等の可能性を調査するため、８

月から１２月にかけて学識経験

者４名からヒアリングを実施し

た。ヒアリング結果等を踏まえ

て、具体的な協力関係の検討及び

今後の作業方針等について検討

を行い、「ＰＩＯ－ＮＥＴの自然

言語データを利用したデータ解

析技術に関する調査研究」として

仕様書（案）を作成した。 

 

次期ＰＩＯ－ＮＥＴシステム

（ＰＩＯ－ＮＥＴ2015）の課題に

適用可能なデータマイニング技

術に関する調査研究として「ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴの自然言語データを

利用したデータ解析技術に関す

る調査研究」の企画競争を平成２

３年６月９日に実施し、７月２１

日より研究に着手した。研究の内

容は①内容キーワードの自動分

類技術、②事業者の名寄せ技術、

③商品役務分類の自動分類技術、

④早期警戒指標への応用技術で

ある。 

研究結果については、平成２４

年１月２４日に中間報告会を実

施し、同年３月末に次期システム

への導入の提言を踏まえた研究

報告書が完成した。調査・研究の

概要は①先行研究に関する調査、

②異なる手法の分類器に対する

精度調査、③分類項目を網羅的に

増やした場合の精度調査、④経年

変化が分類器に及ぼす影響、⑤今

後の課題・提案となっている。 

 

「検討会」の中間報告におい

て、ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新のイメー

ジが提示され、「逆引き辞書をも

とに、人の力により補うべき点が

残ることも踏まえつつ、テキスト

マイニング技術の導入により、相

談概要から商品・内容等キーワー

ドの自動付与を可能にする」と記

載された。 

加えて、昨年度の調査研究

（「PIO-NET の自然言語データを

利用したデータ解析技術に関す

る研究業務」）の結果も踏まえ、

テキストマイニング技術による

キーワードの自動付与について、

引き続き調査研究を続けた。 

具体的には、一般に公開されて

いるテキストマイニングのソフ

トウエアを活用し、実際のＰＩＯ

－ＮＥＴデータを利用しキーワ

ードの自動付与の検証を実施し

た。さらに、そのソフトウエアの

開発者にヒアリングを行い、シス

テムへの導入についての様々な

示唆を受けた。 

その結果、次期システムへの採

用については、業務要件(機能、

精度、応答速度等)の抽出を行い、

平成２５年度以降の最適化計画

策定の中でシステム要件（性能要

件、コスト）を見積り、費用対効

果を検討することとした。 
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②「早期警戒指標」の整備 

・消費者被害の未然防止・拡大防止

を図るため、新たな手口や悪質な

手口、苦情相談が急増している事

案などを早期かつ迅速に抽出す

るための「早期警戒指標」を平成

２０年度に開発し、指標に基づく

情報を消費者庁、関係省庁、関係

独立行政法人、地方消費生活セン

ター等へ定期的に提供する。 

②「早期警戒指標」の整備 

「早期警戒指標開発検討委員

会」を設置して検討を行い、相談

件数が急増した商品や事業者に

関する情報を抽出する「急増指

標」と、特定商取引法に違反の疑

いがある悪質な行為を行う事業

者等の情報を抽出する「特商法指

標」の 2本の指標を考案し、報告

書をとりまとめた。 

また、作成した指標の提供先や

提供頻度について検討を行い、平

成 21 年度からの運用開始に向

け、警察庁や消費生活センター等

での試験運用を行った。 

 

②「早期警戒指標」の整備 

相談件数が急増した商品や事

業者に関する情報を抽出する「急

増指標」については、6月から消

費者庁、警察庁、経済産業省、消

費生活センターへ毎月提供する

と共に、消費者行政フォーラムの

「早期警戒指標コーナー」に掲載

した。 

また、特定商取引法に違反の疑

いがある事業者等の情報を抽出

する「特商法指標」については、

6月から消費者庁、警察庁、経済

産業省及び地方公共団体の法執

行部署に対し 3ヶ月毎（計 4回）

に提供した。 

なお、「急増指標」「特商法指標」

は、警察庁を通じ、各都道府県警

察生活経済事案担当課にも提供

されている。 

 

早期警戒指標等を利用して相

談情報から重要な事案を発見し、

消費者被害の規模や内容、深刻度

等を迅速に分析する「早期警戒情

報システム（仮称）」を全国自治

体の消費者行政部門及び消費者

問題に関わる法執行部門に配備

するため、全国 8ブロックの自治

体担当者へのヒアリングを行い、

その結果を踏まえてシステム試

作版を作成した。 

また、「早期警戒情報システム

（仮称）」の調達仕様書（案）を

作成し、システム開発の調達に関

する意見招請の公示及び説明会

を行った後、平成 22 年 3 月に総

合評価落札方式の入札を実施し、

システム構築業者を決定した。 

 

②「早期警戒指標」の整備 

中央省庁、地方公共団体に対

し、定期的に早期警戒指標を提供

するとともに、消費生活相談早期

警戒システム（ＰＩＯ－ＡＬＥＲ

Ｔ）の運用開始後の提供のあり方

を検討し、ＰＩＯ－ＡＬＥＲＴ上

で両指標を利用できる環境を構

築した。その結果、ＰＩＯ－ＡＬ

ＥＲＴ上では、両指標を即時に抽

出し、表示することが可能となっ

た。 

特商法指標開発後の平成２１

年１月から平成２３年３月まで

に特商法違反で行政処分された

事業者または特商法違反で警察

に従業員が逮捕された事業者は

203 社あることが確認されてい

る。この 203 社について、行政処

分等された時点の直近の指標値

を調べた。ＰＩＯ－ＮＥＴデータ

が存在しなかった 2 社を除いた

200 社のうち、111 社（54.7%）が

指標値の上位 50 位以内に入って

いた。特商法指標が集計単位とし

ている「購入・契約先キーワード」

は1年度で約13万種類 が入力さ

れており、200 社は 0.15%に当た

る。特商法指標が特商法違反で行

政処分される事業者を予測した

確率は高いと考えられる。また、

特商法指標を利用している法執

行部門にヒアリングを行ったと

ころ、法違反被疑行為を発見する

ための端緒情報として有用であ

るとの意見が多かった。 また、

急増指標を活用した情報提供は

６件実施した。発表した情報は報

道機関が取り上げ、消費者への注

意喚起が行われた。 

 

「早期警戒情報システム」を構

築し、システム試験運用を経て１

２月より本番運用を開始し、シス

テム正式名称を「消費生活相談早

期警戒システム」（略称：ＰＩＯ

②「早期警戒指標」の整備 

中央省庁、地方公共団体に対

し、定期的に早期警戒指標を提供

するとともに、消費生活相談早期

警戒システム（ＰＩＯ－ＡＬＥＲ

Ｔ）の運用開始後の提供のあり方

を検討し、ＰＩＯ－ＡＬＥＲＴ上

で両指標を利用できる環境を構

築した。その結果、ＰＩＯ－ＡＬ

ＥＲＴ上では、両指標を即時に抽

出し、表示することが可能となっ

た。 

なお、法執行機関は捜査の端緒

情報を公開しないため、早期警戒

指標が行政処分の直接の端緒情

報となったかどうか明らかにす

ることは困難である。そのため、

以下の方法で指標の有効性につ

いて確認した。 

【特商法指標】 

「特商法指標」開発後の平成２

１年１月から平成２４年３月ま

でに特商法違反で行政処分され

た事業者または同法違反で警察

に従業員が逮捕された事業者は

305 社あることが確認されてい

る。この 305 社について、行政処

分等された時点の直近の指標値

を調べた。ＰＩＯ－ＮＥＴデータ

が存在しなかった 3 社を除いた

302 社のうち、166 社（55.0%）が

指標値の上位 50 位以内に入って

いた。「特商法指標」が集計単位

としている「購入・契約先キーワ

ード」（いわゆる事業者名）は 1

年間で約 15 万種類が入力されて

おり、166 社はそのわずか、0.11%

にである。「特商法指標」が特商

法違反で行政処分される事業者

を予測した確率は高いと考えら

れる。 

【急増指標】 

「急増指標」を利用して直接的

な注意喚起・情報提供に繋げる検

討の場としては、消費者庁及び当

センターで定期的に開催してい

②「早期警戒指標」の整備 

中央省庁、地方公共団体に対

し、定期的に早期警戒指標を提供

するとともに、消費生活相談早期

警戒システム（ＰＩＯ－ＡＬＥＲ

Ｔ）の運用開始後の提供のあり方

を検討し、ＰＩＯ－ＡＬＥＲＴ上

で両指標を利用できる環境を構

築した。その結果、ＰＩＯ－ＡＬ

ＥＲＴ上では、両指標を即時に抽

出し、表示することが可能となっ

た。 

急増指標を利用した情報提供

実績について、東京都及び兵庫県

にヒアリング調査を行ったとこ

ろ、両県では、急増指標を定期的

に閲覧しており、消費者への注意

喚起情報の発信につなげている

との回答を得た。 

なお、法執行機関は捜査の端緒

情報を公開しないため、早期警戒

指標が行政処分の直接の端緒情

報となったかどうか明らかにす

ることは困難である。そのため、

以下の方法で指標の有効性につ

いて確認した。 

【特商法指標】 

「特商法指標」開発後の平成２

１年１月から平成２５年３月ま

でに特商法違反で行政処分され

た事業者または同法違反で警察

に従業員が逮捕された事業者は

397 社あることが確認されてい

る。この 397 社について、行政処

分等された時点の直近の指標値

を調べた。ＰＩＯ－ＮＥＴデータ

が存在しなかった６社を除いた

391 社のうち、211 社（54.0%）が

指標値の上位５０位以内に入っ

ていた。「特商法指標」が集計単

位としている「購入・契約先キー

ワード」（いわゆる事業者名）は

１年間で約１４万種類が入力さ

れており、211 社はそのわずか、

0.15%である。「特商法指標」が特

商法違反で行政処分される事業
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－ＡＬＥＲＴ）とした。 運用の

開始に先立ち、相模原事務所ＩＴ

講習室に於いて１１月、１２月に

研修を実施した（受講者数 11 月

19 日：62 名、12 月 10 日：39 名）。

さらに、中央省庁ユーザーを対象

に操作説明を行った。 

 

る「財産事案情報共有打合せ」が

挙げられる。当該会議は、消費者

庁及び当センターにおいて迅速

かつ効率的な注意喚起ないし情

報提供を実施するため、両者で定

期的に情報共有することを目的

として平成 23 年 10 月より発足

し、週 1回のペースで開催されて

いる。当該会議において、当セン

ターから主に急増指標上位 30 位

の情報を提供し、審議に活用して

いる。 

当該会議発足以降、消費者庁で

実施した消費者安全法に基づく

事業者名を特定した公表は 5件、

16 事業者であるが、急増指標上

位 30 位での検出率は、5 件

（100％）、9事業者（56.3％）で

あった。 

 

平成２２年度に運用を開始し

た「消費生活相談早期警戒システ

ム」（ＰＩＯ－ＡＬＥＲＴ）の安

定的なシステム運用に努めた。 

平成２３年度においては、ユー

ザー数の制限のため、関係者全て

が利用できないとの要望を踏ま

え、ユーザー数の拡大（266→

2,471）を図った。 

者を予測した確率は高いと考え

られる。 

【急増指標】 

「急増指標」を利用して直接的

な注意喚起・情報提供に繋げる検

討の場としては、消費者庁及び当

センターで定期的に開催してい

る「財産事案情報共有打合せ」が

挙げられる。当該会議は、消費者

庁及び当センターにおいて迅速

かつ効率的な注意喚起ないし情

報提供を実施するため、両者で定

期的に情報共有することを目的

として平成２３年１０月より発

足し、週１回のペースで開催され

ている。当該会議において、当セ

ンターから主に急増指標上位 30

位の情報を提供し、審議に活用し

ている。 

当該会議発足以降、消費者庁で

実施した消費者安全法に基づく

事業者名を特定した公表は１０

件、２２事業者であるが、急増指

標上位３０位での検出率は、９件

（90.0％）、１３事業者（59.1％）

であった。 

 

平成２２年度に運用を開始し

た「消費生活相談早期警戒システ

ム」（ＰＩＯ－ＡＬＥＲＴ）の安

定的なシステム運用に努めた。 

平成２４年度１１月～平成２

５年１月にかけて、利用実績のあ

る国の機関、都道府県消費者行政

担当課、消費生活センター等計７

箇所を対象として、利用実態把握

のためのヒアリング調査を実施

した。 

調査結果から、システムの改善

よりも、基本的な操作方法が周知

されていないため、利用頻度が低

いことがわかった。 

そこで、次年度に、基本的な操

作手順を記載した「簡易説明書」

を作成し、利用ユーザーへ配布す

ることにより、システム利用に関
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する周知を図ることとし、その作

成に着手した。 

 

③「事故情報データバンク」の整備 

・「事故情報データバンク」を平成

２１年度までに構築し、関係機関

等とのネットワークを通じて、当

該機関の保有する重大事故情報

等の速やかな共有化を図るとと

もに、インターネットを活用し

て、事故情報をヒヤリ･ハット情

報も含めて幅広く収集する。 

③「事故情報データバンク」の整備 

国民生活審議会(消費者安全に

関する検討委員会)の意見を踏ま

え、内閣府と「事故情報データバ

ンク」の構築に向けた協議を行

い、調達仕様書を作成した。作成

した調達仕様書は、外部有識者の

意見を聴取した後、平成 21 年 3

月に総合評価落札方式による入

札の公告を行った。 

平成 21 年度には開札を行い、

システム構築に着手して「事故情

報データバンク」の運用開始を目

指すこととしている。 

 

③「事故情報データバンク」の整備

「事故情報データバンク」の構

築に向けて、平成 21 年 5 月に総

合評価落札方式の入札を実施し、

システム構築業者を決定した。 

関係機関が保有する情報とＰ

ＩＯ－ＮＥＴ情報がインターネ

ット上で閲覧できるシステムの

構築に向けて消費者庁と検討を

重ね、平成 21 年 12 月に「事故情

報データバンク利用指針」を作成

すると共に、関係機関向けデータ

ベースの運用を開始した。 

 

③「事故情報データバンク」の整備

システムの安定的な運用をは

かると共に、消費者庁と改善項目

を検討し、お知らせ機能の拡張、

検索キーワードランキング編集

機能追加、参画機関やリコールサ

イトへのリンク、画像の登録機能

追加、ＬＧＷＡＮによる地方公共

団体への接続、参画機関の追加を

行った。参画機関は１２機関とな

った。さらに、国民向け画面にお

いては、運用開始当初、全国消費

生活情報ネットワーク・システム

（ＰＩＯ－ＮＥＴ）から転載した

情報はメインセンターの情報の

みであったが、メインセンター以

外の情報についても閲覧できる

ように改修した。 

 

③「事故情報データバンク」の整備 

システムの安定的な運用を図

ると共に、消費者庁との協議を踏

まえ、改善項目を検討し、①ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴ「処理結果」行政開示

対応、②同一チェック方法改善、

③同データの再登録対応、④行政

サイトの画面に対する機能改善

等の改修に着手した。 

 

③「事故情報データバンク」の整備

システムの安定的な運用を図

ると共に、消費者庁との協議を踏

まえ、改善項目を検討し、①ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴ情報の「処理結果」及

び「処理結果概要」の行政向けサ

イトにおける閲覧、②同一チェッ

ク方法改善、③同データの再登録

対応、④行政向けサイトの画面に

対する機能改善等の改修を実施

し、上記②～④については、６月

２５日に新機能の運用を開始し

た。 

なお、①ＰＩＯ－ＮＥＴ情報の

「処理結果」及び「処理結果概要」

の行政向けサイトにおける閲覧

については、消費者庁での検討結

果を踏まえるため、運用開始を延

期していたが、１１月２７日に実

施した「ＰＩＯ－ＮＥＴ運営連絡

会議」を受けて、消費者庁が改め

て消費生活センターへ「処理結

果」及び「処理結果概要」の閲覧

についての意向調査を行った結

果、平成２５年４月より「処理結

果」及び「処理結果概要」の行政

向けサイトでの閲覧を開始する

こととなった。 

・「事故情報データバンク」に入力

された情報は、事故の未然防止・

拡大防止を図るため、消費者への

情報提供に活用する。 

「事故情報データバンク」の収

集対象となる情報を保有する 10

機関のうち、経済産業省、製品評

価技術基盤機構、日本中毒情報セ

ンターの 3 機関との協議を開始

し、収集項目や運用方法について

調整を図った。 

 

「事故情報データバンク」の構

築に向けて、平成 21 年 5 月に総

合評価落札方式の入札を実施し、

システム構築業者を決定した。 

関係機関が保有する情報とＰ

ＩＯ－ＮＥＴ情報がインターネ

ット上で閲覧できるシステムの

構築に向けて消費者庁と検討を

重ね、平成 21 年 12 月に「事故情

報データバンク利用指針」を作成

すると共に、関係機関向けデータ

ベースの運用を開始した。 

 

 

昨年度から延期になっていた

国民からの情報登録については、

消費者庁より２２年度は機能を

実装しないとの回答が２２年６

月１日にあり、事故情報の収集に

向けての開発を中止した。 

 

予定なし 

 

予定なし 
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④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

・インターネットを活用して、広く

消費者からトラブル情報を収集

するとともに、寄せられる情報の

うち、多数案件や新規手口の案件

など重要性の高いものについて、

解決策や消費者へのアドバイス

を年間５０件以上ホームページ

上で提供する。 

④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

平成 20 年度の収集件数は

11,710件(1日当り平均32件)と、

前年度に比べ 11.9％（1,243 件）

増加した。 

「消費者トラブルメール箱」で

収集した情報については、その集

計・分析結果等を内部資料として

活用するとともに、四半期ごとに

ホームページで情報提供した。 

 

「消費者トラブルメール箱」に

寄せられた情報のうち、多数案件

や新規手口の案件など重要性の

高いものについて、消費者トラブ

ルの解決策やアドバイス、未然防

止のための情報を国民生活セン

ターのホームページ（「消費者ト

ラブルメール箱」のコーナー）で

50 件提供した。 

・相談や問い合わせ先一覧（10

件） 

・情報提供や通報先一覧（7件） 

・情報提供された代表的な事例

へのＱ＆Ａ（28 件） 

・商品の回収情報や、行政処分

情報先一覧（5件） 

④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

平成 21 年 2 月からホームペー

ジに多数案件（ＦＡＱ）や新規手

口の案件など重要性の高いもの

について、解決策や消費者へのア

ドバイスを掲載したこと等が影

響し、平成 21 年度の収集件数は

7,599 件と、前年度に比べ 35.1％

(4,111 件)減少した。「ＦＡＱコ

ーナー」へのアクセス件数は

42,591 件となり、 

「消費者トラブルメール箱」全

体への総アクセス件数（152,382

件）の 28％を占めていた。 

なお、「消費者トラブルメール

箱」で収集した情報は、その集

計・分析結果等を内部資料として

活用するとともに、四半期ごとに

ホームページで情報提供した。 

 

「消費者トラブルメール箱」に

寄せられた情報のうち、多数案件

や新規手口の案件など重要性の

高いものについて、消費者トラブ

ルの解決策やアドバイス、未然防

止のための情報を国民生活セン

ターのホームページ（「消費者ト

ラブルメール箱」のコーナー）で

50 件提供した。 

 

・情報提供された代表的な事例

へのＱ＆Ａ（39 件） 

・相談や問い合わせ先一覧（9

件） 

・情報提供や通報先一覧（1件）

・商品の回収情報や、行政処分

情報先一 覧（1件） 

 

「事故情報データバンク」の構

築に併せ、「消費者トラブルメー

ル箱」に寄せられる「事故情報」

の登録について検討を行った。 

 

 

④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

平成２２年度の「消費者トラブ

ルメール箱」に寄せられた件数は

12,323 件となり、前年度に比べ

62.2％（4,724 件）増加した。 

「消費者トラブルメール箱」で

収集した情報については、その集

計・分析結果等を内部資料として

活用するとともに、ホームページ

等で情報提供した。 

 

「消費者トラブルメール箱」に

寄せられた情報のうち、多数案件

や新規手口の案件など重要性の

高いものについては、消費者トラ

ブルの解決策やアドバイス、未然

防止のための情報を国民生活セ

ンターのホームページ「メールで

のよくある情報提供と回答」（Ｆ

ＡＱ）コーナーに掲載している。

ＦＡＱは、平成２０年度から順次

追加・更新しているが、平成２２

年度は 50 件の追加・更新を行い、

平成２３年３月末時点の総件数

は 124 件となっている。 

・情報提供された代表的な事例

へのＱ＆Ａ（４８件） 

・相談や問い合わせ先一覧（１

件） 

・情報提供や通報先一覧（１件）

 

昨年度から延期になっていた

「事故情報データバンク」の国民

からの情報登録の開発中止を受

けて、検討を見送ることとした。

 

④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

平成２３年度の「消費者トラブ

ルメール箱」に寄せられた件数は

12,762 件となり、前年度に比べ

4％（439 件）増加した。 

「消費者トラブルメール箱」で

収集した情報については、その集

計・分析結果等を内部資料として

活用するとともに、ホームページ

等で情報提供した。 

 

「消費者トラブルメール箱」に

寄せられた情報のうち、多数案件

や新規手口の案件など重要性の

高いものについては、消費者トラ

ブルの解決策やアドバイス、未然

防止のための情報を国民生活セ

ンターのホームページ「メールで

のよくある情報提供と回答」（Ｆ

ＡＱ）コーナーに掲載している。

ＦＡＱは、平成２０年度から順次

追加・更新しているが、平成２３

年度は５４件の追加・更新を行

い、平成２４年３月末時点の総件

数は１７３件となっている。 

④「消費者トラブルメール箱」の運

用 

平成２４年度の「消費者トラブ

ルメール箱」に寄せられた件数は

13,503 件となり、前年度を若干

上回った。 

なお、平成２４年度における

「消費者トラブルメール箱」への

総アクセス件数は 290,316 件で、

前年度とほぼ同数のアクセスが

あった。このうち「ＦＡＱコーナ

ー」へのアクセス件数は 181,363

件で、前年度比約９７％となり、

「消費者トラブルメール箱」全体

への総アクセス件数の６２％を

占めていた。 

 

「消費者トラブルメール箱」に

寄せられた情報のうち、多数案件

や新規手口の案件など重要性の

高いものについては、消費者トラ

ブルの解決策やアドバイス、未然

防止のための情報をＦＡＱコー

ナーに掲載している。ＦＡＱは平

成２０年度から順次追加・更新し

ているが、平成２４年度は６０件

の追加・更新を行い、平成２５年

３月末時点の総件数は、207 件と

なっている。 
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⑤調査研究 

・ 消費生活に重大な影響を及ぼす

問題について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情

報等を活用しつつ調査研究を行

い、国・地方の消費者政策の企画

立案に資するとともに、広く国民

に情報提供する。 

⑤調査研究 

｢学童保育の安全に関する調査

研究｣をテーマに研究会を設け、

子どもの安全確保に向けた提言

をまとめ、報告書を作成した。 

その結果については、記者公表

を行うとともに、市区町村の学童

クラブ担当部署（1,140 箇所）や

全国学童保育連絡協議会等の関

係機関へ情報を提供したほか、厚

生労働省及び文部科学省に要望

書を提出した。 

⑤調査研究 

｢学童保育サービスの環境整備

に関する調査研究｣をテーマに研

究会を設け、調査結果や問題点の

検討を行った上で提言をまとめ、

報告書を作成した。 

なお、都道府県への調査は全国

でも初の試みとなった。 

調査の結果については、記者公

表を行うとともに、都道府県及び

市区町村の学童保育の担当部署

（1,050 箇所）や全国学童保育連

絡協議会等の関係機関に情報を

提供したほか、関係省庁（厚生労

働省、文部科学省）に要望書を提

出した。 

 

⑤調査研究 

前回の国民生活動向調査から3

年が経過していることから、今年

度「第39回国民生活動向調査」を

行うこととした。今回は調査対象

を見直し、男性、単身世帯を追加

し、特定テーマとしては「身の回

りの危険と安全への対応」として

調査票を作成した。 

調査の実施については、一般入

札により調査会社を選定し調査

を開始したが、当該調査会社のサ

ンプリング方法に問題があるこ

とが判明したため、再入札を実施

した。新たな調査会社に業務委託

し、調査票の発送準備を整えたと

ころ、3月11日東日本大震災が発

生した。調査地点となる仙台市を

含む大震災の甚大な被害を考慮

し調査票の送付を延期した(次年

度に時期をみて実施予定)。 

 

⑤調査研究 

｢第３９回国民生活動向調査｣

を実施した。今回の特定テーマは

「身の回りの危険と安全への対

応」として調査票を作成し、５月

に発送した。５月１９日から７月

１日を調査期間とし、回収後、震

災関連の項目に関して概要を速

報版としてまとめ、９月２２日に

公表した。また、調査結果全体の

報告書について、有識者を集めて

｢国民生活動向調査に関する検討

委員会｣のヒアリングを経て、１

２月に報道発表を行った。 

上記調査の他、平成２３年度

は、「消費者トラブルメール箱」

におけるテキストマイニング技

術の導入について調査・検討を行

った。調査・検討の結果、「消費

者トラブルメール箱」へのテキス

トマイニング技術の導入は時期

尚早との判断に至った。 

 

⑤調査研究 

｢第４０回国民生活動向調査｣

を実施した。平成２４年度の本調

査では、特定テーマを「くらしの

中のインターネット」とした。さ

らに、東日本大震災後の消費者の

意識と行動の変化について、前回

調査（第 39 回国民生活動向調査）

との比較を行う視点から「行って

いること、心がけていること」等

について併せて調査した。 

調査対象は全国の大都市（政令

指定都市及び東京２３区）に居住

する２０歳～６９歳の男女

6,000 名、調査期間は１０～１１

月、調査票の有効回収数は 3,124

（有効回収率 52.1％）であり、

回収後、調査結果の概要及び報告

書を作成し、平成２５年３月７日

に報道発表を行った。 

 

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

・ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情

報を迅速に分析してとりまとめ、

記者説明会を機動的に開催する

ことにより、年間５０件以上の情

報提供を行う。 

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

平成 20 年度においては、記者

説明会を計 23 回開催し、目標の

50件を上回る59件の情報提供を

行った（別紙３参照）。 

 

（主な内訳） 

・商品テスト関連 18 件 

（携帯電話機の水濡れによる不

具合、関節に良いとされる成分を

含む健康食品 他） 

・危害情報関連  17 件 

（注意！幼児用玩具による浴室

での事故、ほくろ取りでの危害 

他） 

・取引関連    17 件 

（相談急増「ロコ・ロンドン取

引」、マルチ商法型出資勧誘トラ

ブル 他） 

・その他      8 件 

(「東亜保険株式会社」を名乗る

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

平成 21 年度においては、記者

説明会を機動的に 26 回開催し、

計 64 件の情報提供を行った。こ

のうち、国民生活センターが実施

した調査分析及び商品テスト等

の結果については、目標の 50 件

を上回る 63 件の情報提供を行っ

た（別紙３参照）。 

 

（主な内訳） 

・取引関連    22 件 

（未公開株のトラブルが再び増

加、見知らぬ業者からの｢怪しい

社債｣の勧誘に耳を貸さないで！

他） 

・商品テスト関連 16 件 

（自転車の荷台の強度、体に良い

とうたうゲルマニウム使用のブ

レスレット、ウィルス対策をうた

ったマスク 他） 

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

平成２２年度においては、記者

説明会を機動的に２５回、ホーム

ページまたはＦＡＸ公表を１１

回開催し、目標の５０件を大幅に

上回る６８件の情報提供を行っ

た（別紙３参照）。 

なお、情報提供の際は、各部が

集まり討議する消費者トラブル

タスクフォースにて事案を選定

し、役員会の審議を経て確定後、

調査・分析を実施している。また、

注意喚起事案については、消費者

庁と事前に早い段階で情報共有

を図るべく、定期的に事案検討タ

スクフォースを開催している。そ

して、報告書作成後は、役員会の

審議及び内部決裁を経た上で公

表している。 

消費者トラブルが著しく増加

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

平成２３年度においては、記者

説明会を機動的に２３回、ホーム

ページまたはＦＡＸ公表を２０

回開催し、目標の５０件を大幅に

上回る８８件の情報提供を行っ

た（別紙３参照）。 

情報提供の際は、各部が集まり

討議する消費者トラブルタスク

フォースにて事案を選定し、役員

会の審議を経て確定後、調査・分

析を実施している。また、注意喚

起事案については、消費者庁と事

前に早い段階で情報共有を図る

べく、定期的に事案検討タスクフ

ォースを開催している。なお、財

産事案については、平成２３年１

０月以降消費者庁との間で「財産

事案情報共有打合せ」を原則、毎

週開催し、案件の選定段階から庁

と情報共有している。また、情報

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

平成２４年度においては、記者

説明会を機動的に１６回、ホーム

ページまたはＦＡＸ公表を１６

回開催し、目標の５０件を大幅に

上回る７８件の情報提供を行っ

た（別紙３参照）。 

情報提供の際は、消費者庁と事

前に早い段階で情報共有を図る

べく、財産事案については「財産

事案情報共有打合せ」を、生命身

体事案については「生命身体事案

等情報共有打合せ」を原則、毎週

開催し、案件の選定段階から消費

者庁と情報を共有している。ま

た、情報提供に係る資料について

は、役員会の審議及び内部決裁を

経た上で公表している。 

消費者トラブルが著しく増加

している事案や、重大な被害が生

じている緊急案件については、迅
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業者に注意！ 他) 

(注：重複を含む) 

 

・危害情報関連  14 件 

（ホクロ取りでの危害、まつ毛エ

クステンションの危害、ジュニア

用ブーツの左右の飾りが絡まり

転倒 他） 

・その他 11 件 

(国民生活センターADR の実施状

況と結果概要 他) 

 

している事案や、重大な被害が生

じている緊急事案については、迅

速な公表に努めており、ＰＩＯ－

ＮＥＴ情報等が端緒の公表事案

（商品テスト事案を除く）３７件

のうち、１０件については、事案

の選定から１月以内、１５件につ

いては、１月以上２月以内に調

査・分析を行い公表に至ってい

る。 

 

（主な内訳） 

・取引関連    32 件 

（「クレジットカード現金化」を

めぐるトラブルに注意！、ますま

すエスカレートするマンション

の悪質な勧誘 他） 

・商品テスト関連 13 件 

（電子タバコの安全性を考える、

子ども用防災頭巾の安全性、二酸

化塩素による除菌をうたった商

品 他）   

・危害情報関連  6 件 

（3D 映画による体調不良、法律

に適合していないと思われるレ

ーザーポインターに注意 他） 

・その他    17 件 

(国民生活センターADR の実施状

況と結果概要 他) 

 

提供資料は、役員会の審議及び内

部決裁を経た上で公表している。 

消費者トラブルが著しく増加

している事案や、重大な被害が生

じている緊急案件については、迅

速な公表に努めており、ＰＩＯ－

ＮＥＴ情報等が端緒の公表案件

（商品テスト事案、震災報告を除

く）35 件のうち、21 件について

は、事案の選定から 1 ヶ月以内

に、また、11 件については、1

ヶ月以上 2 ヶ月以内に公表して

いる。 

 

（主な内訳） 

・取引関連    29 件 

（ 悪質“出会い系サイト”にお

ける高額請求の被害 他） 

・震災関連     9 件 

( 「震災に関連する悪質商法 110

番」の受付状況   他 ) 

・商品テスト関連 11 件 

（比較的安価な放射線測定器の

性能  他） 

・相談解決のためのテスト 18 件 

（車内で接続したら発煙したイ

ンバーター  他） 

・危害情報関連    6 件 

（小麦加水分解物を含有する「旧

茶のしずく石鹸」（2010 年 12 月 7

日以前の販売分）による危害状況

について 他） 

・その他     15 件 

（国民生活センターADR の実施

状況と結果概要 他） 

 

速な公表に努めており、ＰＩＯ－

ＮＥＴ情報等が端緒の公表案件

（商品テスト事案を除く）３３件

のうち、２０件については、事案

の選定から１ヶ月以内に、また、

６件については、１ヶ月以上２ヶ

月以内に公表している。 

 

（主な内訳） 

・取引関連    25 件※ 

（ 詐欺的な“サクラサイト商法”

にご用心 他） 

・震災関連     1 件  

（「東日本大震災」で寄せられた

消費生活相談情報（第 6報） 他）

・商品テスト関連 10 件 

（ 歩行型ロータリ除雪機の使い

方に注意 他） 

・相談解決のためのテスト 24 件

（熱湯を入れたら中ぶたが上方

にずれてやけどした携帯用魔法

瓶 他） 

・危害情報関連    7 件※ 

（電気ケトルの転倒等による乳

幼児の熱傷事故にご注意くださ

い 他） 

・その他     12 件 

（国民生活センターADR の実施

状況と結果概要 他） 

 

（※取引と商品テストの共同案件

１件を含む） 

・国民への情報提供に当たっては、

悪質商法や製品事故などによる

消費者被害の発生や拡大を防ぐ

観点から、事業者名を含めた公表

に積極的に取り組む。 

平成 20 年度に報道機関等を通

じて行った情報提供（59 件）の

うち、商品テスト結果や生命・身

体に関わるものなど 31 件におい

て事業者名を含む情報提供を行

った。 

 

 （事業者名を含む情報提供） 

・商品テスト関連 16 件 

平成 21 年度に報道機関等を通

じて行った情報提供（63 件）の

うち、商品テスト結果や生命・身

体に関わるものなど 25 件におい

て事業者名を含む情報提 

供を行った。 

 

 （事業者名を含む情報提供） 

・商品テスト関連 15 件 

平成２２年度に報道機関等を

通じて行った情報提供（68 件）

のうち、商品テスト結果や取引関

連に関わるものなど 27 件におい

て事業者名を含む情報提供を行

った。  

 

 （事業者名を含む情報提供）  

・商品テスト関連 13 件 

平成２３年度に報道機関等を

通じて行った情報提供（88 件）

のうち、財産事案や生命・身体事

案に関わるものなど 33 件におい

て事業者名を含む情報提供を行

った。 

 

 （事業者名を含む情報提供） 

・商品テスト関連  13 件 

平成２４年度に報道機関等を

通じて行った情報提供（78 件）

のなかで、財産事案や生命・身体

事案に関わるものなど 23 案件に

おいて事業者名を含む情報提供

を行った。 

 

（事業者名を含む情報提供） 

・商品テスト関連   9 件 
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（消火用布の安全性、「磁気活水

器」のトリハロメタン等の除去効

果 他） 

・危害情報関連  12 件 

（ジャンプ式や自動開閉式折り

たたみ傘の事故、薬事法違反のス

テロイド含有クリーム 他） 

・取引関連     4 件 

（携帯電話の有償保証サービス

に係るトラブル、適格消費者団体

と思わせる説明を行う団体 他） 

(注：重複を含む) 

 

（水槽用ヒーターの空焚きによ

る火災に注意！、家庭用オゾン発

生器の安全性 他） 

・危害情報関連   4 件 

（注意！自転車用傘ホルダーに

差し込んでいた傘が車輪に巻き

込まれ大けが！、金魚の飾りセッ

トに鉛のおもり！ 他） 

・取引関連    2 件 

（名刺広告掲載の電話勧誘トラ

ブル、商号変更後・会社解散後も

旧社名で社債を発行する業者

他） 

・ＡＤＲ関連   4 件 

（経営関連資格取得用教材の解

約に関する紛争、競馬予想ソフト

の解約に関する紛争 他） 

 

（風呂に入れるだけでラドン・ラ

ジウム温泉になるとうたった商

品、小径タイヤの折りたたみ自転

車の安全性 他）  

・ＡＤＲ関連    14 件 

（未公開株の解約に関する紛争、

賃貸マンションの修繕に関する

紛争、結婚相手紹介サービスの解

約に関する紛争 他）  

 

（加圧を利用したスパッツの使

い方に注意、比較的安価な放射線

測定器の性能 他） 

・危害情報関連    2 件 

（小麦加水分解物を含有する「旧

茶のしずく石鹸」（2010 年 12 月 7

日以前の販売分）による危害状況

について 他） 

・取引関連       4 件 

（アプリコット合同会社の「温泉付

き有料老人ホーム利用権」は契約

しないで、安愚楽牧場に関するト

ラブル 他） 

・ＡＤＲ関連   14 件 

（ペットの移動販売に関する紛

争、マンションの補修に関する紛

争 他） 

（デジタル式個人線量計のテス

ト結果、IH クッキングヒーター

に用いる汚れ防止マットの使用

に注意 他） 

・取引関連       4 件 

（安愚楽牧場に関するトラブル

速報、宅配便でお金を送らない

で） 

・ＡＤＲ関連   10 件 

（マネジメント講座の解約に関

する紛争、ブレーキオイル交換器

具に関する紛争 他） 

②ホームページ、出版物等による情

報提供 

ア．ホームページ 

・インターネット技術の動向、情報

環境の融合の度合い等を踏まえ

つつ、ホームページ利用者の利便

性の向上を図る。 

②ホームページ、出版物、テレビ番

組等による情報提供 

ア．ホームページ 

平成 20 年度には、コンテンツ

の追加や新規コーナーの開設に

より内容の充実を図った。「回

収・無償修理のお知らせ」コーナ

ーについては、利用者からの要望

に応えて掲載期限の設定や分類

化を行ったほか、バリアフリーに

配慮したデザインに変更するな

ど、利用者の利便性の向上を図っ

た。 

なお、ホームページの情報更新

は全業務日に実施し、メールマガ

ジンでその内容を配信している。 

②ホームページ、出版物等による情

報提供 

ア．ホームページ 

平成 21 年度には、コンテンツ

の追加や新規コーナーの開設に

より内容の充実を図った。また、

目指す情報へのアクセスをスム

ーズにするため、コンテンツの分

類を見直したほか、トップページ

のデザインのリニューアルにつ

いて検討を行うなど、利用者の利

便性の向上を図った。 

なお、ホームページの情報更新

は全業務日に実施し、メールマガ

ジンでその内容を配信している。

 

②ホームページ、出版物等による情

報提供 

ア．ホームページ 

利用者の個々の情報へのアク

セスへのしやすさに問題が出て

きていたため、平成２２年度は情

報分類とデザインを中心とした

リニューアルを実施した。 

なお、高齢者のインターネット

利用も増加しているため、より高

齢者・障害者により配慮したホー

ムページを運営する必要がある

ことから、ＨＴＭＬの作成にあた

っては、日本工業規格「JIS X 

8341-3 高齢者・障害者等配慮設

計指針－情報通信における機

器・ソフトウェア・サービス－第

３部：ウェブコンテンツ」に基づ

いて検証を行った上で作業を行

った。 

 

②ホームページ、出版物等による情

報提供 

ア．ホームページ 

アクセス数が最も多い「全国の

消費生活センター等」コーナーに

ついて、各消費生活センターへの

リンクを追加し、より多くの情報

を得られるようにしたほか、聴覚

障害者向けの FAX 番号や平日バ

ックアップ相談の案内を追加し、

コーナーの拡充を行った。また、

ＡＤＲコーナーにおいては、当セ

ンターが実施したＡＤＲの結果

の概要について、個別事案の記事

を探しやすくする対応を行った

ほか、業務内容の変更に伴い、関

連するページの修正等を行った。 

また、更なる利便性向上のため

アクセシビリティに関する職員

研修を実施し、障がい者によるユ

ーザー評価、総務省「みんなの公

共サイト運用モデル」に則ったウ

ェブアクセシビリティ方針策定

のための現状分析および方針策

定、ガイドラインの作成を行っ

た。 

 

②ホームページ、出版物等による情

報提供 

ア．ホームページ 

ウェブ版「国民生活」の配信を

開始した。各月号をまたぐ連載記

事を連載ごとに表示するなど、電

子媒体ならではの利便性を高め

る仕組みを盛り込んだほか、記事

ごとではなく各月「一括」で閲覧

できる仕組みの導入を行った。 

また、サイト内検索の解析結果

から需要が多かった「クーリン

グ・オフ」について、トップペー

ジに専用のコーナーを開設、２月

には特商法改正に合わせて更新

を行った。ＡＤＲの結果概要につ

いても、ＡＤＲ公表件数の増加か

ら記事が見つけづらくなってい

るという利用者の声に応え、商品

別分類ごとに表示する仕組みの

導入を行った。 

その他、平成２３年に総務省よ

り発表された「みんなの公共サイ

ト運用モデル（2010 年度改定

版）」において、独立行政法人な

どの公的機関ホームページは

JIS への対応状況を把握した上
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で、目標とする「ウェブアクセシ

ビリティ方針」を定め、達成に向

けた取組を進めていくことが求

められるようになったことから、

当センターではウェブアクセシ

ビリティ方針を策定・公表し、そ

の中に記載した「現在把握してい

る問題点」の改善を図った。 

・緊急性が高い問題については、必

要とされる情報を迅速かつ的確

に提供する。 

平成 20 年度には、ペットボト

ル入り飲料への異物混入や事故

米の不正販売等の事件が相次ぎ、

「食の安全」に対する消費者の関

心が高まったことから、以下の情

報については特に迅速に情報提

供を行った。 

 

・「ペットボトル入り飲料への異物

混入について」 

・「岩手･宮城内陸地震の被災者支援

のコーナー」 

・「還付金詐欺」、「地震災害に便乗

した悪質商法」：警察庁との連携 

・「事故米問題関連情報」 

・「ミニカップタイプのこんにゃく

入りゼリーによる事故情報」など 

平成 21 年度には、新型インフ

ルエンザの流行のほか、未公開株

に関する消費者被害が相次いだ

ことから、以下の情報については

特に迅速に情報提供を行った。 

 

・｢新型インフルエンザ関連情報｣ 

・｢自然災害に便乗した悪質商法に

ご注意ください｣ 

・｢古い消火器の破裂事故が起きて

います｣ 

・｢国民生活センターを語る業者に

ご注意｣ 

・｢国民生活センターをかたる未公

開株の電話にご注意｣ 

平成２２年度には、東日本大震

災の発生に伴い注意情報を掲載

したコーナーを新設した。 

また、以下の情報については特

に迅速に情報提供を行った。 

 

・「震災に関する消費生活情報」・

「“高病原性鳥インフルエン

ザ”関連」 

・国民生活センターADR を紹介する

などして金銭を取る事業者に注

意 

・国民生活センターを名乗り被害救

済の調査をかたる電話にご注

意！ 

・ワールド・リソースコミュニケー

ションの自社社債に関する消費

者トラブルの現状について 

・「国民生活相談センター」からの

架空請求に応じないで！ 

・国民生活センターを名乗り被害救

済の調査をかたる電話に再度、ご

注意！ 

・アダルトサイトの請求画面がパソ

コン画面に張り付いて取れな

い！ 

 

平成２３年度は、以下の情報に

ついて迅速な情報提供を行った。

このうち「茶のしずく石鹸による

アレルギー」「安愚楽牧場の破綻」

など、被害が甚大な消費者事件に

関する情報については特に迅速

に情報提供を行った。 

また、以下の情報については特

に迅速に情報提供を行った。 

 

・茶のしずく石鹸によるアレルギー 

・安愚楽牧場の破綻 

・悪質“出会い系サイト”被害 110

番 

・美容医療・契約トラブル 110 番 

・国民生活センターを名乗り「相談」

や「返金手続き」をすすめる電話

に注意！（平成２３年５月１２

日） 

・「国民生活センター」から「お知

らせパンフレット」が郵送されて

きたら、それはニセモノです！

（平成２３年８月１２日） 

・国民生活センターや国民生活セン

ターの関係者をかたる怪しい電

話にご注意！（平成２３年１０月

２４日） 

・国民生活センターを名乗り、消費

者ホットラインを案内する怪し

い電話にご注意！（平成２３年１

１月２９日） 

・オーストラリア、カナダ、中

国･･･各国から届く「海外宝くじ」

が再び増加！－誘いにのらな

い！買わない！信用しない！（平

成２３年１０月１９日） 

 

平成２４年度は、以下の情報に

ついて迅速な情報提供を行った。

・ 安愚楽牧場の二次被害 

・「アダルトＤＶＤや児童ポルノ等

の購入者を告発する」という手紙

への注意喚起 

・詐欺的”サクラサイト商法”トラ

ブル 

・Ｌ＆Ｇの二次被害への注意喚起 

・国民生活センターをかたる電話へ

の注意喚起 

・買え買え詐欺 

・アダルト情報サイト 

・「国民生活センターから大切なお

知らせ」とのニセ書面への注意喚

起 

・改正特商法施行に合わせ、クーリ

ング・オフ、団体訴権を更新 
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イ．出版物 

・消費者問題の専門誌として「月刊

国民生活」を創刊し、定期発行す

る。 

イ．出版物 

これまで発行していた月刊誌

「たしかな目」と「国民生活」を

統合し、平成 20 年 4 月、最新の

消費者関連情報をわかりやすく

提供する消費者問題の専門誌「月

刊国民生活」を創刊し、毎月発行

した。 

「月刊国民生活」には、国民生

活センターの情報やタイムリー

な特集のほか、読者から要望の多

い商品テスト結果や相談事例、法

律知識に関する記事を毎号掲載

した（別紙４参照）。 

 

イ．出版物 

最新の消費者関連情報をわか

りやすく提供する消費者問題の

専門誌「月刊国民生活」を毎月発

行した。 

「月刊国民生活」には、国民生

活センターの情報やタイムリー

な特集のほか、読者から要望の多

い商品テスト結果や相談事例、法

律知識に関する記事を掲載した

（別紙４参照）。 

 

イ．出版物 

最新の消費者関連情報をわか

りやすく提供する消費者問題の

専門誌「月刊国民生活」を毎月発

行した。 

「月刊国民生活」には、国民生

活センターの情報やタイムリー

な特集のほか、読者から要望の多

い商品テスト結果や相談事例、法

律知識に関する記事を掲載した。

また、本誌の「誌上法学講座【特

商法・割販法を学ぶ】」のコーナ

ーに連載した、特定商取引法の内

容について、再編集したうえで書

籍として発行した（別紙４参照）。

 

イ．出版物 

最新の消費者関連情報をわか

りやすく提供する消費者問題の

専門誌「月刊国民生活」を毎月発

行した。 

「月刊国民生活」には、当セン

ターの情報やタイムリーな特集

のほか、読者から要望の多い商品

テスト結果や相談事例、法律知識

に関する記事を掲載した（別紙４

参照）。 

また、本誌の「誌上法学講座【特

商法・割販法を学ぶ】」のコーナ

ーに連載した割賦販売法の内容

について、再編集したうえで書籍

として発行した。 

なお、「月刊国民生活」は平成

23 年度末で紙媒体の販売を終了

し休刊することとなったが、平成

２４年度より当センターホーム

ページ上にて Web 版「国民生活」

として記事の無償掲載を行う。併

せて、全国の消費生活センター等

を対象に印刷物を配布する準備

を行った。 

 

イ．出版物 

ウェブ版「国民生活」には、当

センターの情報やタイムリーな

特集のほか、読者から要望の多い

相談事例、法律知識に関する記事

を掲載した（別紙４参照）。 

また、ホームページ上の掲載に

併せ、全国の消費生活センター等

を対象に印刷物の配布を行った。

・「月刊国民生活」について、内容

の充実と満足度の向上を図るた

め、読者等へのアンケート調査を

実施し、５段階評価で４以上の満

足度の評価を得る。 

購読者への満足度アンケート

調査の結果、5段階評価で「4.2」

を得た。 

 

 

購読者への満足度アンケート

調査の結果 5 段階評価で「4.3」

を得た。 

 

 

購読者への満足度アンケート

調査の結果、5段階評価で「4.4」

を得た。 

 

 

購読者への満足度アンケート

調査の結果、5段階評価で「4.6」

を得た。 

 

 

 

平成２４年度における読者へ

の満足度アンケート調査は、以下

の要領で２回に分けて実施した。

第１回目は、創刊準備号（５月

号～７月号）に関するアンケート

を実施し、満足度については５段

階評価で「4.2」を得た。この結

果を踏まえて、創刊号以降の誌面

作りに反映させた。 

また、第２回目は、主として創

刊号以降（８月号～１０月号）に

関するアンケートを実施した。満

足度については５段階評価で

「4.4」を得た。 

 

・国民の日常生活の情報源として

「くらしの豆知識」を年 1 回発

行し、消費者情報の普及を図る。 

発行した冊子については、書店

等で市販（税込 450 円）している

ほか、地方自治体等が実施する消

費者啓発活動を支援するため、各

発行した冊子については、書店

等で市販（税込 450 円）している

ほか、地方自治体等が実施する消

費者啓発活動を支援するため、各

「くらしの豆知識」は書店等で

市販（税込み450円）しているほ

か、地方自治体等が実施する消費

者啓発を支援するため、各地消費

「くらしの豆知識」は書店等で

市販（税込み 500 円）しているほ

か、地方自治体等が実施する消費

者啓発を支援するため、各地消費

「くらしの豆知識」は書店等で

市販（税込み 500 円）しているほ

か、地方自治体等が実施する消費

者啓発を支援するため、各地消費
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地消費生活センター等からの発

行者名義の差し替え依頼等にも

対応し、約 20 万部を発行した（別

紙４参照）。 

 

地消費生活センター等からの発

行者名義の差し替え依頼等にも

対応し、約 40 万部を発行した（別

紙４参照）。 

 

生活センター等からの発行者名

義の差し替え依頼等にも対応し、

約４０万部を発行した（別紙４参

照）。 

また、視覚障害者の利用に供す

るためデイジー版を1,000部作成

した。 

 

生活センター等からの発行者名

義の差し替え依頼等にも対応し、

約４５万部を発行した（別紙４参

照）。 

また、視覚障害者の利用に供す

るためデイジー版を 1,000 部作

成した。 

 

生活センター等からの発行者名

義の差し替え依頼等にも対応し、

約３４万部を発行した（別紙４参

照）。 

また、視覚障害者の利用に供す

るためデイジー版は、消費生活セ

ンター等の窓口数の増加に伴い、

昨年度から100部増の1,100部作

成した。 

 

ウ.テレビ番組 

・センターの情報を活用して、悪質

な販売手口や製品事故等に関す

る情報を毎月２回以上定期的に

放映する。 

ウ.テレビ番組 

平成 20 年度は、「安心！くらし

情報～あなたのたしかな目～」を

50 回放映した。 

番組では、国民生活センターが

公表したもの等から、製品事故や

悪質な販売手口に関する情報を

毎月 2 回以上（計 32 回）放映し

た。 

    

・放映された番組内容をホームペー

ジを通じて動画配信する 

平成 20 年度は、放映されたテ

レビ番組の中から以下の 12 番組

の動画配信を行った。 

 

・子どもの携帯サイト利用によるト

ラブル 

・身近な製品事故はこんなにある 

・身に覚えがないのに･･･携帯電話

が水濡れ!? 

・くらしの中の「契約」－契約の基

本－ 

・くらしの中の「契約」－クーリン

グ･オフ  

・くらしの中の「契約」－契約をや

めるには－ 

・子どもの靴の選び方 

・“聴導犬”を知っていますか？ 

・どう防ぐ？着衣着火 

・マルチ商法にご用心 

・引越しサービス トラブルに注意 

・トラブル解決の強い味方 ＡＤＲ 

    

・視聴者モニターに対するアンケー

ト調査を実施し、５段階評価で平

均４以上の満足度の評価を得る。 

平成 20 年度における視聴者に

対する満足度アンケート調査は、

以下の要領で行い、満足度につい

ては 5段階評価で「4.7」を得た。 

・実施時期：平成 21 年 2 月～3月 
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・実施場所：東京及び札幌 

・対象者数：東京 30 名、札幌 30

名  計 60 名 

・調査方法：調査員による訪問面接

調査 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供 

・高齢者や障害者に加えて、それら

の方々を支援する民生委員や介

護関係者等を対象に、悪質商法や

製品事故等に関するメールマガ

ジン（高齢者版、子ども版）を発

行する。 

エ．高齢者や障害者等への情報提供 

平成 20 年度には、高齢者、障

害者等への「見守り新鮮情報」を

25 回、「子どもサポート情報」を

12 回発行した。主なテーマは以

下のとおり。 

 

「見守り新鮮情報」 

・頼んでいないのに勝手にカニが送

られてきた 

・大手家電販売店と偽り地デジの工

事をさせる 

・要警戒！地震災害に便乗した悪質

商法 

・暖房機器のリコール社告－冬が来

る前に暖房機器を点検しましょ

う－ 

・「国の補助金が定員になる」など

と急がされ、高額な電気温水器を

契約 など 

 

「子どもサポート情報」 

・危険！レーザーを使った玩具で遊

ばない 

・ベビーカーのリコール社告－この

ベビーカーをお持ちではないで

すか？－ 

・こんにゃく入りゼリーによる死亡

事故が発生 

・浴室用玩具で女の子が大けが！ 

・子どもが使用した携帯電話、高額 

な請求にびっくり など 

 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供

平成 21 年度には、高齢者、障

害者等への「見守り新鮮情報」を

25 回、「子どもサポート情報」を

13 回発行した。主なテーマは以

下のとおり。 

 

「見守り新鮮情報」 

・「購入しないと不幸になる」と脅

され、高額な掛軸を契約 

・「福祉」「障がい者」で出資金を要

求！ 

・古い消火器は危険！腐食による破

裂事故あい次ぐ 

・「廃品回収」と訪問し、トラック

に載せた後で法外な請求！ 

・押し売り！気がついたら、高額な

みかんを大量に買わされていた

など 

 

「子どもサポート情報」 

・身の回りのものが子どもの口、鼻、

耳、眼に！ 

・自転車の幼児座席が荷台ごとはず

れてケガ！原因は？ 

・親が知らぬ間に！ネット上の着せ

替えゲームで高額請求 

・子ども用製品のリコール社告-こ

の製品をお持ちではないです

か？- 

・「無料」のはずが高額請求！オン

ラインゲームでトラブル など 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供

平成２２年度には、「見守り新

鮮情報」を２６回、「子どもサポ

ート情報」を１１回発行した。メ

ールマガジンの概要は以下のと

おり。 

 

「見守り新鮮情報」 

・地デジ移行後はラジオでテレビ放

送が聞けなくなる！ 

・イラク通貨「ディナール」を使っ

た新手の投資トラブル！ 

・設置義務化を悪用した火災警報器

の強引な訪問販売！ 

・警察官をかたる電話「カード預か

ります」は詐欺です！ 

・ペースメーカーの材料に！？…新

手の貴金属の訪問買取 など 

 

「子どもサポート情報」 

・小学生のローラー付シューズで巻

き添え事故！ 

・近くにいたのに…子どもの火遊び

で火災！ 

・防災の日、子どもの防災ずきんに

注目！ 

・注意！ドアの“アンダーカット”

で子どもが足をケガ 

・多量・高額な教材販売目的の家庭

教師派遣 など 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供 

平成２３年度には、「見守り新

鮮情報」を２６回、「子どもサポ

ート情報」を１２回発行した。メ

ールマガジンの概要は以下のと

おり。 

 

「見守り新鮮情報」 

・震災に便乗した義援金詐欺に注

意！ 

・商品券が使えなくなるってホン

ト？ 

・だまされない！「和牛預託商法の

被害金を取り戻す」！？ 

・被害金を取り戻すつもりが…なぜ

か社債を買うことに！？ 

・永代供養の権利「高値で買い取っ

てもらえる」は信じない！ など 

 

 

 

「子どもサポート情報」 

・震災に乗じた悪質メールが子ども

にも！ 

・アダルトサイトの請求画面が消え

ない！ 

・フィルタリングしていたのに、ア

ダルトサイトにつながった？ 

・子どもを乗せたときの自転車事

故、走行時以外も気をつけて 

・ネット上のチケット詐欺！？相手 

と連絡がとれない！！ など 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供

平成２４年度には、「見守り新

鮮情報」を２７回、「子どもサポ

ート情報」を１２回発行した。メ

ールマガジンの概要は以下のと

おり。 

 

「見守り新鮮情報」 

・注意！介護ベッドの手すりの隙

間に首などを挟む事故！ 

・注文していないのに健康食品が

送られてきた！ 

・今度はシリア！？まだ続く外国

通貨取引の劇場型勧誘トラブル 

・公的機関が太鼓判？仏像の「買え

買え詐欺」 

・「医療機関債の被害を回復す

る」！？ 不審な勧誘に注意！

など 

 

「子どもサポート情報」 

・日食観察－目を傷めないように

注意して！ 

・モデルの勧誘トラブル！写真撮

影に 10 万円の請求！？ 

・「ネイル」の話のはずが…実は高

額な美顔器の勧誘！ 

・学生に広がるマルチ商法的勧誘

に注意！ 

・子ども用の花粉防御用メガネで

けが！ など 

・メールマガジン等の情報を活用し

た印刷物を作成し、民生委員や介

護関係者、学校等に対して配布

し、情報提供する。 

発行したメールマガジンの内

容を題材としたイラスト入りの

カラーリーフレットを作成し、全

国で啓発活動を行う民生委員や

介護関係者等に配布した。また、

リーフレットを誰もが自由に啓

発用資料として活用できるよう、

発行したメールマガジンの内

容を題材としたイラスト入りの

カラーリーフレットを作成し、全

国で啓発活動を行う民生委員や

介護関係者等に配布した。また、

リーフレットを誰もが自由に啓

発用資料として活用できるよう、

発行したメールマガジンの内

容を題材としたイラスト入りの

カラーリーフレットを作成し、誰

もが自由に啓発用資料として活

用できるよう、国民生活センター

ホームページ上に掲載した。ま

た、リーフレットを印刷し、学校

発行したメールマガジンの内

容を題材としたイラスト入りの

カラーリーフレットを作成し、誰

もが自由に啓発用資料として活

用できるよう、当センターホーム

ページ上に掲載した。 

また、全国の消費生活センター

発行したメールマガジンの内

容を題材としたイラスト入りの

カラーリーフレットを作成し、誰

もが自由に啓発用資料として活

用できるよう、当センターホーム

ページ上に掲載した。 

また、全国の消費生活センター
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国民生活センターホームページ

上に掲載した。 

国民生活センターホームページ

上に掲載した。 

関係者等に配布した。 

 

と医療機関に寄せられた商品や

サービス、設備などに関わる事故

情報を元に「くらしの危険」を 6

回作成・発行し、各地の消費生活

センターや医療機関に配布し、併

せてホームページに掲載した。 

と医療機関に寄せられた商品や

サービス、設備などに関わる事故

情報を元に「くらしの危険」を６

回作成・発行し、各地の消費生活

センターや医療機関に配布し、併

せてホームページに掲載した。 

 

③消費者庁の行う注意喚起への協

力 

・消費者庁が行う注意喚起につい

て、これまでの情報提供の方法な

どを含めて可能な限りの媒体を

利用して消費者に情報を提供す

る。 

 ③消費者庁の行う注意喚起への協

力 

消費者庁から協力要請があっ

た｢未公開株｣に関する注意喚起

について、｢見守り新鮮情報｣に掲

載したほか、メールマガジンによ

る配信を行った。 

このほか、消費者安全法の重大

事故に係る公表をもとに｢古い消

火器の破裂事故｣について、「見守

り新鮮情報」及びメールマガジン

で情報提供した。 

③消費者庁の行う注意喚起への協

力 

事故情報データバンクの運営

開始にあたり、バナーを作成しト

ップページで紹介し、さらに、特

設コーナーを新設し、メルマガで

も紹介を行った。また、「中央省

庁からの情報」コーナーでは、消

費者庁の注意情報を３３５件紹

介し、メルマガでも周知に協力し

た。 

このほか、消費者庁より発表が

あった「電動車いす(ハンドル形)

の使用に関する注意喚起につい

て」について「見守り新鮮情報」

への掲載やメールマガジンの配

信を行った。 

 

③消費者庁の行う注意喚起への協

力 

消費者庁からの要請により、

「消費者庁越境消費者センター」

「食品等の放射能測定」につい

て、その情報に関するページにリ

ンクを掲載した。 

また、「中央省庁からの情報」

コーナーでは、消費者庁の注意情

報を 361 件紹介し、メールマガジ

ンでも周知に協力した。 

さらに『くらしの豆知識 2012

年版』において、被害救済の端緒

となる消費者ホットラインの電

話番号を掲載した。一方、当セン

ターの消石灰に関する情報提供

について消費者庁のホームペー

ジに掲載されるなど、双方で消費

者に情報提供している。 

 

③消費者庁の行う注意喚起への協

力 

消費者庁からの要請により、

「ここからセキュリティ！情報

セキュリティ・ポータルサイト」

「高齢者の消費者トラブル 未

然防止キャンペーン（未然奉行）」

について、その情報に関するペー

ジにリンクを掲載した。 

また、「中央省庁からの情報」

コーナーでは、消費者庁の注意情

報を 500 件紹介し、メールマガジ

ンでも周知した。さらに、ウェブ

版「国民生活」で、消費者庁許可

の特定保健用食品マークにかか

る情報を掲載した。 

なお、『くらしの豆知識 2013

年版』においては、被害救済の端

緒となる消費者ホットラインの

電話番号を掲載した。 

 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

・ 専門的な相談の充実・強化を図

るため、金融・保険、情報通信、

特商法等の分野については、外部

専門家、職員、相談員で構成する

チーム制を敷く。 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

平成 20 年度には、職員及び消

費生活相談員で構成する 6 分野

の専門チームを設け、弁護士等の

専門家にヒアリングを行ったほ

か、相談処理の方法に関する学習

会を開催し、経由相談の移送、共

同処理等、直接相談においてはあ

っせんの充実に取り組んだ。 

 

（専門チーム） 

・ 金融、保険 

・ 情報通信 

・ 不動産、品質関連 

・ 特商法関係（電話勧誘、マルチ、

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

平成 20 年度に引き続き、職員及

び消費生活相談員で構成する 6

分野の専門チームを設け、弁護士

等の専門家にヒアリングを行っ

たほか、相談処理の方法に関する

学習会を開催し、経由相談の移

送、共同処理等、直接相談におい

てはあっせんの充実に取り組ん

だ。 

 

（専門チーム） 

・ 金融、保険 

・ 情報通信 

・ 不動産、品質関連 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

職員及び消費生活相談員で構成

する６分野の専門チームを設け、

弁護士、医師はじめ外部の専門家

からのヒアリングや相談事例の

研究会を行ったほか、経由相談の

移送、共同処理等、直接相談にお

いてはあっせんの充実に取り組

み、消費者被害の未然防止・拡大

防止のため消費者への注意喚起、

関係機関への情報提供、要望等を

行った。 

 

（専門チーム） 

・ 金融 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

職員及び消費生活相談員で構成

する４分野の専門チームを設け、

弁護士、医師はじめ外部の専門家

からのヒアリングや相談事例の

研究会を行ったほか、経由相談の

移送・共同処理等や直接的な相談

ではあっせんの充実に取り組み、

消費者被害の未然防止・拡大防止

のため消費者への注意喚起、関係

機関への情報提供、要望等を行っ

た。 

 

（専門チーム） 

・ 金融・保険 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

職員及び消費生活相談員で構

成する４分野の専門チームを設

け、弁護士、医師をはじめ外部の

専門家からのヒアリングや相談

事例の研究会を行ったほか、経由

相談の移送・共同処理等や直接的

な相談ではあっせんの充実に取

り組み、消費者被害の未然防止・

拡大防止のため消費者への注意

喚起、関係機関への情報提供、要

望(政策的意見書提出)等を行っ

た。 

 

（専門チーム） 
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内職、サイドビジネス等） 

・ 特商法関係（医療、美容、教育

サービス、旅行、訪問販売等） 

・ 個人情報 

 

・ 特商法関係（電話勧誘、マルチ、

内職、サイドビジネス等） 

・ 特商法関係（医療、美容、教育

サービス、旅行、訪問販売等） 

・ 個人情報 

 

・ 保険 

・ 情報通信 

・ 不動産・品質関連 

・ 特商法関係（電話勧誘、マルチ、

内職、サイドビジネス等） 

・ 特商法関係（医療、美容、教育

サービス、旅行、訪問販売等） 

・ 個人情報 

 

・ 情報通信 

・ 特商法関係 

・ 個人情報 

 

・金融・保険 

・情報通信（通信販売、情報通信機

器の品質等を含む） 

・特商法関係（電話勧誘、美容、内

職、教育サービス、訪問販売等）

・個人情報 

・全国的に共通性のある苦情相談に

ついては、消費生活センターと共

同して、または移送を受けて、事

業者との交渉を行い、相談の統一

的な処理に取り組む。 

平成 20 年度に受付けた相談

9,841 件のうち、経由相談は

4,697 件（47.7％）であった。 

経由相談の件数は前年度に比べ

て減少しているが、受付センター

から移送されたもの 52 件、共同

処理等 458 件と相談処理の面で

充実を図った。 

別紙５参照 

 

平成 21 年度に受付けた相談

9,989 件のうち、経由相談は

5,317 件（53.2％）となり、受付

センターから移送されたもの 19

件、共同処理等 605 件と相談処理

の面で充実を図った。 

別紙５参照

平成２２年度に受付けた相談

13,178 件のうち、経由相談は

5,939 件(45.1％)で、前年度に比

べて 622 件、11.7％増であった。

移送・共同処理等の件数は 834

件で、前年度と比べ 33.7％増

(210 件増)であった。 

別紙５参照

平成２３年度に受付けた相談

9,491 件のうち、経由相談は

6,345 件(66.8％)で、前年度に比

べて 406 件増であった。移送・共

同処理等の件数は 1,160 件で、前

年度と比べ 326 件増)であった。 

別紙５参照 

平成２４年度に受付けた相談

9,450 件のうち、経由相談は

5,918 件(62.6％)で、426 件減と

前年度を若干下回った。 

別紙５参照

イ．直接相談 

・消費者被害の実態を迅速に把握す

るセンサー機能を維持する観点

から、消費生活相談員の高い資質

の維持に努めつつ、引き続き直接

相談を実施する。 

イ．直接相談 

平成 20 年度に受付けた相談

9,841 件のうち、直接相談は

5,144 件（52.3％）となり、前年

度に比べて 1,088 件増加した。 

「独立行政法人整理合理化計

画(平成 19 年 12 月 24 日閣議決

定)」において、直接相談を継続

して実施するとされたことを受

け、引き続き直接相談を実施し、

相談の内容に応じた助言や情報

提供のほか、必要に応じて事業者

とのあっせんを行なった。 

別紙５参照 

 

「消費者行政推進基本計画(平

成 20 年 6 月 27 日閣議決定)」に

盛り込まれた「誰もがアクセスし

やすい一元的な相談窓口」の設置

に向け、平成 20 年度は土日祝日

に相談を実施している自治体等

から情報収集を行うなど、平成

21 年度からの土日祝日の相談窓

口開設に向けた準備を行った。 

 

 

イ．直接相談 

平成 21 年度に受付けた相談

9,989 件のうち、直接相談は

4,672 件（46.8％）となり、相談

の内容に応じた助言や情報提供

のほか、必要に応じて事業者との

あっせんを行なった。 

 

「消費者行政推進基本計画(平

成 20 年 6 月 27 日閣議決定)」に

盛り込まれた「誰もがアクセスし

やすい一元的な相談窓口」の設置

に向け、土日祝日に相談を実施し

ている自治体等から情報収集を

行い、体制の検討やシステムの整

備を行なった。 

なお、平成22年1月12日の「消

費者ホットライン」の開始にあわ

せ、国民生活センターにおける

「土日祝日相談」を開始した。 

別紙５参照

 

イ．直接相談 

平成２２年度に受付けた相談

13,178 件のうち、直接相談は

7,239 件（54.9％）で、前年度よ

り 2,567 件、55％増となった。増

加の理由としては、可能な限り電

話回線を拡大したこと、なるべく

話中にならないよう相談の受付

後、事務用電話でこちらから掛け

直すようにしたことなどが要因

として考えられる。 

 

土日祝日に相談窓口を開所し

ていない消費生活センターを補

完するため、平成 22 年 1 月 12

日の「消費者ホットライン」の開

始にあわせ、国民生活センターに

おける「土日祝日相談」を実施し

ている。平成２２年度は年間 111

日実施し、1日の平均受付件数は

81 件であった。 

別紙５参照

 

イ．「消費者ホットライン」を活用

した地方支援 

消費生活センターの窓口支援

として、話中の相談窓口をバック

アップする「平日バックアップ相

談」を平成２３年６月２０日から

開始しており、平成２３年度に受

付けた平日バックアップ相談件

数は 1,344 件であった。 

 

土日祝日に相談窓口を開所し

ていない消費生活センターを補

完するため、平成２２年１月１２

日の「消費者ホットライン」の開

始にあわせ、国民生活センターに

おける「土日祝日相談」を実施し

ている。平成２３年度は年間 114

日実施し、相談件数は 8,183 件、

１日の平均受付件数は 71.8 件で

あった。 

別紙５参照 

 

イ．「消費者ホットライン」を活用

した地方支援 

消費生活センターの窓口支援

として、話中の相談窓口をバック

アップする「平日バックアップ相

談」を平成２３年６月２０日から

開始しており、平成２４年度に受

付けた平日バックアップ相談件

数は 3,512 件であった。 

 

土日祝日に相談窓口を開所し

ていない消費生活センターを補

完するため、平成２２年１月１２

日の「消費者ホットライン」の開

始にあわせ、国民生活センターに

おける「土日祝日相談」を実施し

ている。平成２４年度は年間 112

日実施し、相談件数は 9,177 件、

１日平均の受付件数は 81.9 件で

あった。 

別紙５参照
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②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

・個人情報の取扱いについて、引き

続き消費者から相談を受けると

ともに、消費生活センターからの

経由相談にも積極的に対応する。 

②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

個人情報の取扱いに関する消

費者からの直接相談や消費生活

センター等から寄せられる問合

せ等に積極的に対応し、平成 20

年度に受け付けた個人情報の取

扱いに関する苦情相談の件数は

1,381 件と、前年度より 138 件増

加した。 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

個人情報の取扱いに関する消

費者からの直接相談や消費生活

センター等から寄せられる問合

せ等に積極的に対応し、平成 21

年度に受け付けた個人情報の取

扱いに関する苦情相談の件数は

1,421 件となった。 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

個人情報の取扱いに関する消

費者からの直接相談や消費生活

センター等から寄せられる問合

せ等に積極的に対応し、平成 22

年度に受け付けた個人情報の取

扱いに関する苦情相談の件数は

1,027 件となった。 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

｢独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針｣(平成２２年

１２月７日閣議決定)において直

接廃止が決定されたことにより、

直接消費者からの個人情報保護

法等に関連する相談を受けるた

めの専用電話は平成２３年３月

３１日をもって廃止したが、消費

生活センター等からの個人情報

相談処理に関わる問合せ等に対

応しており、平成２３年度に受け

付けた個人情報の取扱いに関す

る経由相談の件数は、201 件であ

った。 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情

相談 

｢独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針｣(平成２２年

１２月７日閣議決定)において直

接廃止が決定されたことにより、

直接消費者からの個人情報保護

法等に関連する相談を受けるた

めの専用電話は平成２３年３月

３１日をもって廃止したが、消費

生活センター等からの個人情報

相談処理に関わる問合せ等に対

応しており、平成２４年度に受け

付けた個人情報の取扱いに関す

る経由相談の件数は、177 件であ

った。 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

・消費者紛争の迅速・適正な解決と

同種紛争の未然防止のために、国

民生活センター法の改正を踏ま

え、紛争解決委員会において、重

要消費者紛争に関し和解の仲介

等の手続を実施する。 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

消費者紛争の迅速・適正な解決

と同種紛争の未然防止のために

平成 20 年 5 月に公布された国民

生活センター法の改正を踏まえ、

平成 21 年 4 月から施行される裁

判外紛争解決手続に向けて、以下

の準備を進めた。 

 

・紛争解決委員 15 名を任命し、紛

争解決委員会準備会を 2 回開催

した。準備会においては、紛争解

決委員会業務規程及び重要消費

者紛争の指定案の審議を行った。 

・国民への周知徹底を図るため、国

民生活センター紛争解決委員会

の裁判外紛争解決手続について

広報活動を行った。当センターの

各種媒体、記者説明会、消費者団

体との懇談会、報道機関を始めと

する外部からの依頼に応じて積

極的に情報提供を行うとともに、

リーフレットの作成やホームペ

ージに専門のコーナーを設けた。 

・円滑な制度の導入と運営を行うた

めの事務局体制を整備するとと

もに、紛争解決手続に関する問い

合わせ電話を開設した。 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

平成 20 年 5 月に公布された国

民生活センター法の改正により

平成 21 年 4 月から施行された裁

判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を実

施するために体制を整備すると

ともに、重要消費者紛争について

和解仲介手続を実施し、結果概要

の公表を行った。 

 

（体制の整備） 

・前年度に任命した紛争解決委員会

委員（15 名）に加えて、平成 21

年 4 月に特別委員 25 名を任命。

・委員会で取り扱うべき「重要消費

者紛争」を指定し、手続きを定め

た「業務規程」を制定。 

 

（和解仲介手続の実施） 

・申請件数……106 件（うち、年度

中に手続が終了したもの 57

件） 

・取下げ等を除く手続終了事案（46

件）のうち、和解が成立したもの

……26 件（約６割） 

 

（結果概要の公表） 

・他の同種事案の解決指針とするた

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

消費者紛争の迅速・適正な解決

と同種紛争の未然防止のために、

紛争解決委員会において重要消

費者紛争に関し、和解仲介手続を

実施し、終了した事案の手続の結

果概要の公表を行った。 

 

（事業者名公表ワーキング・グルー

プの開催）  

・事業者名を含む結果概要の公表制

度について検討・取りまとめ案に

ついて検討 

 

（和解仲介手続の実施） 

・申請件数……137 件（うち、年度

中に手続が終了したもの 103 件）

・取下げ等を除く手続終了事案（90

件）のうち、和解が成立したもの

……53 件（約６割） 

 

（結果概要の公表） 

・他の同種事案の解決指針とするた

め、結果の概要を公表したもの…

…76 件（うち、17 件については、

事業者名を含め公表） 

 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

消費者紛争の迅速・適正な解決

と同種紛争の未然防止のために、

紛争解決委員会において重要消

費者紛争に関し、和解仲介手続を

実施し、終了した事案の手続の結

果概要の公表等を行った。 

 

（ワーキング・グループ、意見交換

改等の開催） 

・和解内容の履行確保に関するワー

キング・グループ 

・仲介委員と事務局との役割分担等

のあり方に関するワーキング・グ

ループ 

・金融・保険サービス分野に係る重

要消費者紛争の情報交換会 

・特定商取引法を主な論点とする手

続事例に関する意見交換会 

 

（和解仲介手続の実施） 

・申請件数…150 件（うち、年度中

に手続が終了したもの 179 件＜

昨年度からの持ち越し含む＞） 

・取下げ等を除く手続終了事案（167

件）のうち、和解が成立したもの

…122 件（約７割） 

・平均所要日数…134.2 日（初回期

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

消費者紛争の迅速・適正な解決

と同種紛争の未然防止のために、

紛争解決委員会において、重要消

費者紛争に関し和解仲介手続を

実施し、終了した事案の手続の結

果概要の公表等を行った。 

 

（和解仲介手続の実施） 

・申請件数…151 件 

・手続終了事案…159 件（前年度か

らの持ち越し事案数…53 件、平

成 24 年度内に受付及び終了した

事案数…106 件） 

・取下げ等を除く手続終了事案（130

件）のうち、和解が成立したもの

…８４件 

・平均所要日数…102.2 日（初回期

日開催まで…83.0 日、和解案の

提示まで…115.4 日） 

 

（結果概要の公表） 

・他の同種事案の解決指針とするた

め、結果の概要を公表したもの…

…120 件（うち、17 事案について

は、事業者名を含め公表） 

 

（ワーキング・グループ、意見交換
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 め、結果の概要を公表したもの…

…31 件（うち、11 件については、

事業者名を含め公表） 

 

日開催まで…86.4 日、和解案の

提示まで…120.3 日） 

 

（結果概要の公表） 

・他の同種事案の解決指針とするた

め、結果の概要を公表したもの…

…147 件（うち、14 事案について

は、事業者名を含め公表） 

 

 

会等の開催） 

・手続外和解と結果概要の公表制度

等に関するワーキング・グループ

・ＡＤＲ手続の進行等のあり方に関

する意見交換会 

・国民生活センターＡＤＲの和解仲

介手続に関する情報共有会議 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁 

・消費者事故等の発生に関して、必

要な事項を適切な方法で消費者

庁へ通知するとともに、ＰＩＯ－

ＮＥＴ等に蓄積されている情報

等を分析し、消費者に同種被害が

多数発生している事例、深刻な被

害事例等をとりまとめた結果に

ついて、情報共有のための会議の

場などを通じ、消費者庁と緊密な

情報共有を図る。 

 （５）関係機関との連携 

①消費者庁 

消費者庁が設立した 9月以降、

国民生活センターに寄せられた

相談情報のうち、重大事故等や消

費者事故等の疑いがあるものに

ついて消費者庁へ情報提供した。

 

消費者庁が設立した 9月以降、

消費者庁との情報共有会議を 15

回開催し、情報共有会議で出され

た意見や法解釈等を踏まえて報

道発表資料を作成した。 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁 

国民生活センターに寄せられ

た相談情報のうち、重大事故等や

消費者事故等の疑いがあるもの

について消費者庁へ情報提供し

た。 

 

平成２２年度は、９月までに情

報共有会議を４回開催し、１０月

からは事案検討タスクフォース

を９回の計１３回開催した。国民

生活センターでは両会議で出さ

れた意見や法解釈等を踏まえて

報道発表資料を作成した。 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁 

当センターに寄せられた相談

情報のうち、重大事故等や消費者

事故等の疑いがあるものについ

て消費者庁へ情報提供した。 

 

平成２３年度は、事案検討タス

クフォースを９回開催、財産事案

情報共有打合せを２４回開催し

た。また、消費者政策検討会議を

４回開催し、当センターの実務か

ら生じた問題提起を政策形成に

活用・反映するため、意見書の提

出等を行った。当センターでは、

これらの会議で出された意見や

法解釈等を踏まえて報道発表資

料を作成した。 

 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁 

当センターに寄せられた相談情

報のうち、重大事故等や消費者事故

等の疑いがあるものについて消費

者庁へ情報提供した。 

 

平成２４年度は、財産事案情報共

有打合せを４５回、生命身体事案等

情報共有打合せを２９回開催した。

また、消費者政策検討会議を３回

開催し、当センターの実務から生じ

た問題提起を政策形成に活用・反映

するため、意見書の提出等を行っ

た。なお、事案によっては消費者庁

と共同の政策検討チームを立ち上

げ、消費者被害の未然防止・拡大防

止に資するための枠組み作り等に

向けた検討を行っている。 

 

・消費者庁を通じて関係行政機関へ

の情報提供を行う。 

 消費者庁が設立した 9月以降、

消費者庁を通じて関係行政機関

へ 24 件の情報提供を行い、関係

省庁による業界指導等の対応が

なされた。 

 

 

平成２２年度に公表した６８

件のうち、２０件について関係省

庁及び業界団体による対応が確

認できた。 

 

平成２３年度に公表した８８

件のうち、２２件について関係省

庁及び業界団体による対応が確

認できた。 

平成２４年度は、関係省庁及び

事業者団体等に７８件の情報提

供等を行った結果、２０件につい

て、行政処分や業務改善等の対応

が確認できた。 

なお、関係省庁への要望及び情

報提供については、「消費者被害

に関する情報の共有等に係る連

携の強化について（平成２４年１

０月１９日 消費者庁長官・国民

生活センター理事長合意）」を受

けて、当センターが直接実施する

こととなった。 
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②消費生活センター 

・消費生活センターとの業務連絡等

を迅速に行うため、ＰＩＯ－ＮＥ

Ｔ業務のサポート用電子掲示板

「消費者行政フォーラム」の活用

等、情報提供業務の在り方につい

て見直しを行う。 

（５）関係機関との連携 

①消費生活センター 

消費生活センターとの業務連

絡等を迅速に行うため、ＰＩＯ－

ＮＥＴ運営に関する情報や、国民

生活センター及び関係省庁から

の連絡事項等を「消費者行政フォ

ーラム」に掲載した。 

 

（ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情

報） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴ通信（32 テーマ） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する事務

連絡（62 回） 

・その他（ユーザガイド、ＫＷマニ

ュアル、センターコード一覧等） 

 

（国民生活センターや関係省庁か

らの連絡事項等） 

・消費生活相談緊急情報（12 回） 

・商品テスト結果概要（12 回） 

・国民生活センターのＡＤＲ機能に

ついて（「ＡＤＲコーナー」新設） 

・内閣府からの掲載依頼情報（「警

察庁からのお知らせ」等） 

 

「消費生活相談緊急情報」を発

行の都度、「ＰＩＯ－ＮＥＴつう

しん」として再掲載した。 

 

 

②消費生活センター 

消費生活センターとの業務連

絡等を迅速に行うため「消費者行

政フォーラム」のリニューアルを

行い、ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関す

る情報や、国民生活センター及び

関係省庁からの連絡事項等を「消

費者行政フォーラム」に掲載し

た。 

 

（ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情

報） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん（13 回）

・ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する事務

連絡（110 回） 

・早期警戒指標（10 回） 

・その他（センターコード一覧等）

 

（国民生活センター や関係省庁か

らの連絡事項等） 

・消費生活相談緊急情報（24 回）

・商品テスト結果概要（12 回） 

・見守り新鮮情報（86 回） 

・消費生活センター一覧（10 回）

・消費者庁からの掲載依頼情報（38

回） 

 

「消費生活相談緊急情報」を配

信の都度、「ＰＩＯ－ＮＥＴつう

しん」を再掲載した。 

 

 

②消費生活センター 

平成２２年度においては、消費

生活センターとの業務連絡等を

迅速に行うため「消費者行政フォ

ーラム」へＰＩＯ－ＮＥＴ運営に

関する以下の情報を掲載した。 

 

（ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情

報） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん（１３回）

・ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する事務

連絡（５０回） 

・早期警戒指標（１２回） 

・その他（センターコード一覧等）

 

（国民生活センターや関係省庁か

らの連絡事項等） 

・消費生活相談緊急情報（２４回）

・製品関連事故情報（１２回） 

・商品テスト結果概要（１２回） 

・見守り新鮮情報（２６回） 

・消費生活センター一覧（１１回）

・消費者庁からの掲載依頼情報（６

１回） 

 

「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」を

１３回掲載し、相談カードの記載

方法やキーワード付与等、９８テ

ーマについての考え方を記載し

た。 

 

 

②消費生活センター 

平成２３年度においては、消費

生活センターとの業務連絡等を

迅速に行うため「消費者行政フォ

ーラム」へＰＩＯ－ＮＥＴ運営に

関する以下の情報を掲載した。 

 

（ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情

報） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん（１２回） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴに関する事務連絡

（３４回） 

・早期警戒指標（１２回） 

・その他（センターコード一覧等） 

 

（国民生活センターや関係省庁か

らの連絡事項等） 

・消費生活相談緊急情報（２４回） 

・製品関連事故情報（１２回） 

・商品テスト結果概要（１２回） 

・見守り新鮮情報（２６回） 

・消費生活センター一覧（１５回） 

・当センターＡＤＲにおける取扱事

例集（４回） 

・消費者庁からの掲載依頼情報（４

８回） 

 

「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」を

１２回掲載し、相談カードの記載

方法やキーワード付与等、７０テ

ーマについての考え方を記載し

た。 

 

 

②消費生活センター 

平成２４年度においては、消費

生活センターとの業務連絡等を

迅速に行うため「消費者行政フォ

ーラム」へＰＩＯ－ＮＥＴ運営に

関する以下の情報を掲載した。 

 

（ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情

報） 

・ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん（１２回）

・ＰＩＯ－ＮＥＴに関する事務連絡

（２４回） 

・早期警戒指標（１２回） 

・その他（センターコード一覧等）

 

（国民生活センターや関係省庁か

らの連絡事項等） 

・消費生活相談緊急情報（４０回）

・製品関連事故情報（１２回） 

・商品テスト結果概要（１２回） 

・見守り新鮮情報（２８回） 

・消費生活センター一覧（８回） 

・当センターＡＤＲにおける取扱事

例集（４回） 

・理事長コラム（９回） 

・消費者庁からの掲載依頼情報等

（４８回） 

 

「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」を１２

回掲載し、相談カードの記載方法や

キーワード付与等、６７テーマにつ

いての考え方を記載した。 

・現在月１回提供している「消費生

活相談緊急情報」を平成２１年度

中に月２回発行するとともに、緊

急情報を速やかに提供するため

に、「消費者行政フォーラム｣に掲

載する。 

「消費生活相談緊急情報」を計

12 回発行し、各地の消費生活セ

ンターへ配布した。 

 

平成 21 年度からの月 2 回発行

に向け、消費生活センター（564

箇所）に対し「消費生活相談緊急

情報」の利用状況についてアンケ

ートを行い、ニーズを把握した上

で平成２１年度の掲載内容を検

討した。 

「消費生活相談緊急情報」を毎

月 2回（計 24 回）配信した。 

また、月 2回配信した内容につ

いては印刷物にして 1 冊にまと

め、消費生活センターへ配布し

た。 

 

「消費生活相談緊急情報」を配

信の都度、「消費者行政フォーラ

ム」に掲載した。 

 

「消費生活相談緊急情報」を毎

月 2回（計 24 回）配信した。 

 

「消費生活相談緊急情報」を作

成の都度、「消費者行政フォーラ

ム」に掲載した。 

 

「消費生活相談緊急情報」を毎

月 2回（計 24 回）作成した。 

 

「消費生活相談緊急情報」を作

成の都度、「消費者行政フォーラ

ム」に掲載した。 

 

「消費生活相談緊急情報」定例

号を月２回、臨時号を年間１６回

の計４０回作成した。 

 

「消費生活相談緊急情報」を作

成の都度、「消費者行政フォーラ

ム」に掲載した。 



 34 

独立行政法人国民生活センター 

第２期中期計画（注） 
平成２０年度業務実績 平成２１年度業務実績 平成２２年度業務実績 平成２３年度業務実績 平成２４年度業務実績 

なお、「消費生活相談緊急情報」

は発行の都度「消費者行政フォー

ラム」に掲載し、各地消費生活セ

ンターのＰＩＯ－ＮＥＴ端末で

も閲覧できる環境を整備した。 

 

・情報提供の充実を図るため、「製

品関連事故情報」の発行回数（現

在は隔月発行）を順次増やして平

成２１年度中に毎月発行とする。

また、情報提供の迅速性や利便性

に資するために、平成２２年度か

ら「消費者行政フォーラム」に掲

載する。 

平成 21 年度からの毎月発行に

向けて、ＰＩＯ－ＮＥＴに寄せら

れる情報だけでなく、国内外の製

品関連事故情報や文献等を収集

し、掲載内容を検討した。 

 

平成 20 年度は、これまで隔月

（年 6回）発行であった「製品関

連事故情報」を 10 回発行し、各

地の消費生活センター等へ配布

した。 

 

平成 22 年度からの電子配信に

向け、消費者行政フォーラム内に

専用のコーナーを設置すべく、電

子化に際して低容量で効率的な

フォーマットの調査などを行っ

た。 

 

「製品関連事故情報」を毎月

（計 12 回）発行し、各地の消費

生活センター等へ配布した。 

 

平成 22 年度からの電子配信に

向け、消費者行政フォーラム内に

専用のコーナーを設置すべく、電

子化に際して低容量で効率的な

フォーマットの調査などを行っ

た。 

 

「製品関連事故情報」を毎月

（計 12 回）配信した。 

 

「製品関連事故情報」を作成の

都度、「消費者行政フォーラム」

に掲載した。 

 

「製品関連事故情報」を毎月

（計 12 回）作成した。 

 

「製品関連事故情報」を作成の

都度、「消費者行政フォーラム」

に掲載した。 

 

「製品関連事故情報」を毎月

（計 12 回）作成した。 

 

「製品関連事故情報」を作成の

都度、「消費者行政フォーラム」

に掲載した。 

③国の行政機関 

・消費者利益を侵害する違法・不当

行為について、事業者情報を含

め、行政機関との間で緊密な情報

交換を行い、法令に基づく迅速か

つ厳正な行政処分等に資する。 

 

 

②国の行政機関 

平成 20 年度においては、関係

行政機関に消費者利益を害する

違法・不当行為に関する情報提供

だけでなく、必要な制度・施策の

改善を求めるため、情報提供を行

った59件のうち15件について厚

生労働省、経済産業省、公正取引

委員会等に政策提言を行った。 

 

 

③国の行政機関 

平成 21 年度は、関係行政機関

から寄せられた 772 件の情報提

供依頼へ対応した。 

 

【P32 再掲】 

消費者庁が設立した 9月以降、

消費者庁を通じて関係行政機関

へ 24 件の情報提供を行い、関係

省庁による業界指導等の対応が

なされた。 

 

 

③国の行政機関 

平成 22 年度は、関係行政機関

から寄せられた 1,179 件の情報

提供依頼へ対応した。 

 

【P32 再掲】 

平成２２年度に公表した６８件

のうち、２０件について関係省庁

及び業界団体による対応が確認で

きた。 

③国の行政機関 

平成 23 年度は、関係行政機関

から寄せられた 706 件の情報提

供依頼に対応した。 

 

【P32 再掲】 

平成２３年度に公表した８８

件のうち、２２件について関係省

庁及び業界団体による対応が確

認できた。 

③国の行政機関 

平成２４年度は、関係行政機関

から寄せられた 976 件の情報提

供依頼に対応した。 

 

【P32 再掲】 

平成２４年度は、関係省庁及び

事業者団体等に７８件の情報提供

等を行った結果、２０件について、

行政処分や業務改善等の対応が確

認できた。 

 

・苦情相談情報、危害・危険情報、

商品テスト結果等の分析に基づ

いて、関係省庁等による消費者行

政担当課長会議等の場を通じて、

制度・施策の改善につながる政策

提言等を行う。 

関係省庁へ政策提言を行った

15 件のうち 5 件については、関

係府省等課長級で構成される消

費者行政担当課長会議にて報告

され、関係省庁による業界指導等

の対応がなされた。 
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④独立行政法人 

・関連する独立行政法人との情報共

有を進め、商品テスト、研修等に

関し連携を図る。 

③独立行政法人 

関連する独立行政法人との連

携を図るため、製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）、農林水産消費

安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）

及び国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）との間で、国民生活センタ

ーが保有する消費生活相談情報

と 3 法人が保有する製品事故情

報、消費者情報等の共有化を図っ

た。 

また、商品テスト手法等に関す

る技術的な助言や知見を活用し

ているほか、研修へ講師を相互派

遣するなど、連携・協力を行った。 

 

④独立行政法人 

関連する独立行政法人との連

携を図るため、製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）、農林水産消費

安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）

及び国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）との間で、国民生活センタ

ーが保有する消費生活相談情報

と 3 法人が保有する製品事故情

報、消費者情報等の共有化を図っ

た。 

また、商品テスト手法等に関す

る技術的な助言や知見を活用し

ているほか、研修へ講師を相互派

遣するなど、連携・協力を行った。

 

④独立行政法人 

関連する独立行政法人との連

携を図るため、製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）、農林水産消費

安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）

及び国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）との間で、国民生活センタ

ーが保有する消費生活相談情報

と 3 法人が保有する製品事故情

報、消費者情報等の共有化を図っ

た。 

また、商品テスト手法等に関す

る技術的な助言や知見を活用し

ているほか、研修へ講師を相互派

遣するなど、連携・協力を行った。

 

④独立行政法人 

関連する独立行政法人との連

携を図るため、製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）、農林水産消費

安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）

及び国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）との間で、国民生活センタ

ーが保有する消費生活相談情報

と 3 法人が保有する製品事故情

報、消費者情報等の共有化を図っ

た。 

また、商品テスト手法等に関す

る技術的な助言や知見を活用し

ているほか、研修へ講師を相互派

遣するなど、連携・協力を行った。 

なお、｢独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針｣(平成

２２年１２月７日閣議決定)にお

いて、「商品テスト事業について

は、製品評価技術基盤機構及び農

林水産消費安全技術センターと

の間で当該商品テストの一部を

迅速に依頼できるようにするた

め、商品テストを行う具体的な項

目についてあらかじめ協議する

仕組みを構築する協定を締結す

る。」との指摘を受けたことから、

両法人との間で協議を行い、平成

２３年５月１７日に協定を締結

した。 

 

④独立行政法人 

関連する独立行政法人との連

携を図るため、製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）、農林水産消費

安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）

及び国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）との間で、国民生活センタ

ーが保有する消費生活相談情報

と 3 法人が保有する製品事故情

報、消費者情報等の共有化を図っ

た。 

また、商品テスト手法等に関す

る技術的な助言や知見を活用し

ているほか、研修へ講師を相互派

遣するなど、連携・協力を行った。

 

⑤法令照会への対応 

・裁判所、警察、弁護士会、適格消

費者団体等からの法令に基づく

照会に対して迅速かつ適切に対

応する。 

④法令照会への対応 

平成 20 年度は 466 件の照会が

寄せられた。弁護士会や警察から

の照会が増加したほか、平成 19

年度より開始した適格消費者団

体からの照会が前年度の 2 倍以

上となった。 

別紙６参照 

⑤法令照会への対応 

平成 21 年度に寄せられた法令

に基づく照会は 701 件となり、前

年度から 235 件増加した。 

別紙６参照

⑤法令照会への対応 

平成２２年度に寄せられた法

令に基づく照会は 689 件となっ

た。 

別紙６参照

⑤法令照会への対応 

平成２３年度に寄せられた法

令に基づく照会は 720 件となっ

た。 

別紙６参照 

⑤法令照会への対応 

平成２４年度に寄せられた法

令に基づく照会は 803 件となっ

た。 

別紙６参照

⑥情報公開 

・情報公開請求に対して適切に対応

する。 

⑤情報公開 

平成 20 年度は PIO-NET 情報等

に関する公開請求が 959 件寄せ

られ、情報公開法等に則って適切

に対応した。 

別紙６参照 

⑥情報公開 

平成 21 年度は国民生活センタ

ーが保有する文書等に関する公

開請求が 1,089 件、保有個人情報

に関する公開請求が 3 件寄せら

れ、当該法に則ってその全てに適

⑥情報公開 

平成２２年度は国民生活セン

ターが保有する文書等に関する

公開請求が 1,146 件、保有個人情

報に関する公開請求が 1 件寄せ

られ、当該法に則ってその全てに

⑥情報公開 

平成２３年度は当センターが

保有する文書等に関する公開請

求が 1,476 件寄せられ、当該法に

則ってその全てに適切に対応し

た。なお、異議申立は３件であっ

⑥情報公開 

平成２４年度は当センターが保

有する文書等に関する公開請求

が 1,579 件寄せられ、当該法に則

ってその全てに適切に対応した。

また、行政不服審査法に基づく開
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切に対応した。 

また行政不服審査法に基づく

開示決定に係る異議申立 3 件(内

閣府情報公開審査会に諮問中 3

件)についても適切に対応した。

別紙６参照

適切に対応した。 また、内閣府

情報公開審査会に諮問中の３件

についても適切に対応した。 

別紙６参照

 

た。 

なお、保有個人情報に関する公

開請求は 0件であった。 

別紙６参照 

 

示決定に係る異議申立は１件で

あった。 

なお、保有個人情報に関する公

開請求は 0件であった。 

別紙６参照

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

・消費生活センターの相談処理や啓

発の能力を高めるため、地方公共

団体の職員、消費生活相談員を対

象とした研修に重点化を図るこ

ととし、全研修コース数のうち、

これらを対象とする研修を９割

以上とする。 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

国民生活センターでは、地方公

共団体の消費生活相談員や企業

の消費者対応部門の職員等を対

象に消費生活に関わる各種研修

を実施している。研修の内訳は以

下のとおり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象とし

た研修 ６コース 

② 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした研修  

 １５コース 

③ 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした地方開催研修  

 ２４コース 

④ 地方の企業消費者対応部門の職

員および消費生活相談員を対象

とした研修 ４コース 

⑤ 企業の消費者対応部門の職員を

対象とした研修 ２コース 

⑥ 消費者団体の会員等を対象とし

た研修 １コース 

⑦ 小学校、中学校、高等学校の教員

等を対象とした研修 ２コース 

 

合計 ５４コース 

 

平成 20 年度に開催した研修コ

ース数は計 54 コースとなった。

このうち、地方公共団体の職員お

よび地方公共団体等の消費生活

相談員を対象とした研修は上記

①～④の 49 コースであり、全体

の 91％を占めた。 

 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

国民生活センターでは、地方公

共団体の消費生活相談員や企業

の消費者対応部門の職員等を対

象に消費生活に関わる各種研修

を実施している。研修の内訳は以

下のとおり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象とし

た研修 ４コース

② 地方公共団体等の消費生活相談

員を養成するための研修 

 ２２コース

③ 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした研修 

 ３３コース

④ 地方の企業消費者対応部門の職

員および消費生活相談員を対象

とした研修 ７コース

⑤ 企業の消費者対応部門の職員を

対象とした研修 １コース

⑥ 消費者団体の会員等を対象とし

た研修 １コース

⑦ 小学校、中学校、高等学校の教員

等を対象とした研修 ２コース

 

合計 ７０コース

 

平成 21 年度に開催した研修コ

ース数は計 70 コースとなった。

このうち、地方公共団体の職員お

よび地方公共団体等の消費生活

相談員を対象とした研修は上記

①～④の 66 コースであり、全体

の 94％を占めた。 

 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

国民生活センターでは、地方公

共団体の消費生活相談員や企業

の消費者対応部門の職員等を対

象に消費生活に関わる各種研修

を実施している。研修の内訳は以

下のとおり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象とし

た研修 ８コース

② 地方公共団体等の消費生活相談

員を養成するための研修 

 ２２コース

③ 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした研修 

 ３７コース

④ 地方の企業消費者対応部門の職

員および消費生活相談員を対象

とした研修 ７コース

⑤ 企業の消費者対応部門の職員を

対象とした研修 １コース

⑥ 消費者団体の会員等を対象とし

た研修 ０コース

（※東日本大震災の影響により中止）

⑦ 小学校、中学校、高等学校の教員

等を対象とした研修 ２コース

 

合計 ７７コース

 

平成２２年度に開催した研修

コース数は計７７コースとなっ

た。このうち、地方公共団体の職

員および地方公共団体等の消費

生活相談員を対象とした研修は

上記①～④の７４コースであり、

全体の 96％を占めた。 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

当センターでは、地方公共団体

の消費生活相談員や企業の消費

者対応部門の職員等を対象に消

費生活に関わる各種研修を実施

している。研修の内訳は以下のと

おり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象とし

た研修 ６コース 

② 地方公共団体等の消費生活相談

員を養成するための研修 

 ２１コース 

③ 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした研修 

 ４０コース 

④ 地方の企業消費者対応部門の職

員および消費生活相談員を対象

とした研修 ７コース 

⑤ 企業の消費者対応部門の職員を

対象とした研修 １コース 

⑥ 消費者団体、一般消費者等を対象

とした研修 １コース 

⑦ 小学校、中学校、高等学校の教員

等を対象とした研修 ２コース 

 

合計 ７８コース 

 

平成２３年度に開催した研修

コース数は計７８コースとなっ

た。このうち、地方公共団体の職

員および地方公共団体等の消費

生活相談員を対象とした研修は

上記①～④の７４コースであり、

全体の 95％を占めた。 

 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談

員向け研修への重点化 

当センターでは、地方公共団体

の消費生活相談員や企業の消費

者対応部門の職員等を対象に消

費生活に関わる各種研修を実施

している。研修の内訳は以下のと

おり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象と

した研修 ５コース

② 地方公共団体等の消費生活相談

員を養成するための研修 

 ８コース

③ 地方公共団体等の消費生活相談

員を対象とした研修 

 ６２コース

④ 企業の消費者対応部門の職員を

対象とした研修 ２コース

⑤ 消費者団体、一般消費者等を対

象とした研修 １コース

⑥ 小学校、中学校、高等学校の教

員等を対象とした研修 

 ２コース

⑦ 消費者庁の一般職員を対象とし

た研修 ２コース

 

合計 ８２コース

 

平成２４年度に開催した研修

コース数は計８２コースとなっ

た。このうち、地方公共団体の職

員および地方公共団体等の消費

生活相談員を対象とした研修は

上記①～③の７５コースであり、

全体の９１％を占めた。 
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・研修コース毎に、受講者に対する

アンケート調査を実施するとと

もに、受講者を派遣した地方公共

団体へのアンケート調査を実施

する。アンケート調査の結果は研

修内容の充実に活用するととも

に、受講者および地方公共団体か

ら５段階評価で平均満足度４以

上の評価を得る。 

研修受講者のアンケート評価

の総平均は「4.7」であり、全て

の講座で 4.0 以上の満足度を得

た。 

また、平成 20 年度に受講者を

派遣した全国の都道府県・政令指

定都市の消費者行政担当課及び

消費生活センター等（230 箇所）

に対し、アンケートを行った結果

（回収率 47％）、評価の総平均は

「4.8」となった。 

 

研修の効果等についてアンケ

ートを実施し、寄せられた意見を

研修内容の改善に活用した。 

 

（寄せられた意見） 

・ 研修内容等について十分検討さ

れている。講師との打合せも十分

行われており、タイムリーな内容

である。 

・ 研修で得た知識を相談現場で活

用することが多く、資料も非常に

参考になっている。 

・ 研修の場で出会う全国の相談員

との情報交換は良い刺激になっ

ている。 

・ 相談員として奮起させられる場

ではあるが、講座によってはレベ

ルが高すぎて、どこまで理解でき

たか不明な部分も ある。もっと

地方での開催も検討してほしい。 

 

平成 20 年度に新たな研修コー

スを設け、中小企業における消費

者対応部門の職員等に対し４コ

ースの研修を実施した。 

 

地域の消費生活相談体制の強

化に向け、平成 20 年度は、7 県

52市町村に43名の消費生活相談

専門家が巡回訪問するモデル事

業を行った。 

 

モデル事業実施県：宮城県、埼玉県、

長野県、静岡県、奈良県、山口県、

研修受講者のアンケート評価

の総平均は「4.7」であり、全て

の講座で 4.0 以上の満足度を得

た。 

また、平成 21 年度に受講者を

派遣した全国の都道府県・政令指

定都市の消費者行政担当課及び

消費生活センター等（226 箇所）

に対し、アンケートを行った結果

（回収率 47％）、評価の総平均は

「4.8」となった。 

 

研修の効果等についてアンケ

ートを実施し、寄せられた意見を

研修内容の改善に活用した。 

 

（消費者行政職員研修に関する意見）

・ 消費者行政の担当部署に初めて

配属されて何も分からない状態

だったので、最近の動向や取組

み、法体系や個別の法律の講義等

が聞けて理解が深まり、大変役立

った。 

・ 2～3 年で部署を異動する行政職

員にとっては、管理職講座、職員

講座といった新任者向けの研修

は有益。 

・ 消費者行政を行う上で必要な基

礎知識の習得、最新の消費者問題

の動向や他県の消費生活センタ

ー等の情報など、有意義な情報や

手法を得ることが出来る。 

・レベルの高い講師による吸収しや

すいカリキュラムが用意されて

おり、法令、制度の概要の理解、

消費者行政の課題の把握等、業務

に必要な知識が短期間で習得で

き、新任のスタートアップに大い

に役立った。全国の消費生活セン

ターから受講生が集まるため、情

報交換ができて刺激になった。 

 

（消費生活相談員研修に関する意見）

・ 複雑で高度な相談が増えており、

相談員に求められる専門知識と

最新の情報を得られる研修の機

研修受講者のアンケート評価

の総平均は「4.7」であり、全て

の講座で 4.0 以上の満足度を得

た。 

また、平成２２年度に受講者を

派遣した全国の都道府県・政令指

定都市の消費者行政担当課及び

消費生活センター等（216 箇所）

に対し、アンケートを行った結果

（回収率 46％）、評価の総平均は

「4.9」となった。 

 

研修の効果等についてアンケ

ートを実施し、寄せられた意見を

研修内容の改善に活用した。 

 

（消費者行政職員研修に関する意見）

・ 消費者行政を担当するにあたっ

て基本となる法律を集中して学

習することができた。研修に参加

し、他自治体の方と交流を図るこ

とで、その後の業務が円滑に遂行

するようになった。レジュメ・テ

キストがコンパクトにまとめら

れており、研修後も見直すことで

参考になる。 

・ 消費者行政を推進していくため

の基礎的な知識を習得すること

ができた。また、宿泊研修を行う

ことにより、他県職員との交流を

図ることができ、情報交換の場と

しても有意義であった。 

・ 業務に関係の深い情報や知識を

習得できて、非常に有意義であ

る。各都道府県の担当者と情報交

換ができるいい機会となった。 

・ 法体系や消費者行政の全体像が

把握できた。 

 

（消費生活相談員研修に関する意見）

・ 相談処理にあたり、研修後も配

布された資料を繰り返し読む等、

業務に大変役立っている。 

・ 具体的事例から対処方法を学ぶ

ことができるので、役立ってい

る。相談の中で問題点が絞りやす

研修受講者のアンケート評価

の総平均は「4.7」であり、全て

の講座で 4.0 以上の満足度を得

た。 

また、平成２３年度に受講者を

派遣した全国の都道府県・政令指

定都市の消費者行政担当課及び

消費生活センター等（196 箇所）

に対し、アンケートを行った結果

（回収率６６％）、評価の総平均

は「4.9」となった。 

 

研修の効果等についてアンケ

ートを実施し、寄せられた意見を

研修内容の改善に活用した。 

 

（消費者行政職員研修に関する意見） 

・ 全体を通して講義内容に具体的

な事例や対策などの紹介が多く

盛り込まれており、理解しやすい

研修だった。また、他自治体職員

との交流ができ、各々の消費者行

政への取組みなど情報を共有す

ることができた。 

・ 消費者行政に初めて携わるに際

して必要な知識や政策の動向に

ついて学ぶことができた。 

・ 職員講座については、新任職員

の養成に役立っている。開催時期

も５月と適切である。 

・ 消費者行政の立ち位置など、基

礎知識が学べた。 

・ 消費者行政の知識が浅い職員に

とって、基礎から多種のテーマに

渡る研修はとても業務に役立つ。 

 

（消費生活相談員研修に関する意見） 

・ 国民生活センターの研修は、問

題となっているテーマをタイム

リーに取り上げ、法的な考え方

や、現場での苦情処理実践の具体

的な方法、また、相談業務にあた

ってのメンタル面での考え方な

どを総合的に学ぶことができ、こ

のような研修は他にはないと思

われるため、大変役立っている。 

研修受講者のアンケート評価

の総平均は「4.8」であり、全て

の講座で 4.0 以上の満足度を得

た。 

また、全国の都道府県・政令指

定都市の消費者行政担当課およ

び消費生活センター等のうち、研

修への受講申込みがあった機関

（133 カ所）に対し、平成２４年

度研修の評価に関するアンケー

トを行った結果、131 カ所から回

答 が 寄 せ ら れ た （ 回 収 率

98.5％）。評価の総平均は「4.9」

となった。 

 

（消費者行政職員研修に関する意見）

・ 消費者行政に携わる上で必要な

基礎知識を学ぶことができた。 

・ 消費者行政が扱う法令は多岐に

わたっており、講義において体系

を学ぶ機会が得られ、有意義であ

った。 

・ 関連法について網羅的に学ぶこ

とができたと同時に、他の自治体

職員と意見交換することができ

た。 

・ 年度当初に新任職員が消費者行

政について、体系的に理解するの

に役立っている。 

・ 初めて消費者行政の担当となり、

不安であった。しかし、研修で基

礎的知識等を講義いただき、大変

参考になり、当初の不安は解消さ

れた。日々の業務の中で、研修で

学んだ内容を振り返ることもあ

り、大変役に立っている。 

 

（消費生活相談員研修に関する意見）

・ 弁護士等の専門家の講座を受け

ることができるので知識・技術の

レベルアップにつながると思う。

・ 全国の相談員とのネットワーク

形成と情報交換の貴重な場とな

っている。 

・ 各講座のカリキュラムが充実し

ており、講師の説明もわかりやす
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福岡県 

 

相談専門家は、経験の浅い相談

員が一人で対応している窓口や

自治体職員が他の業務と兼務し

ている窓口等を巡回し、以下の助

言等を実施した。 

 

・多重債務関係 

・消費生活相談を受ける意義、法的

根拠、心構え及び技法等 

・クーリングオフ後の対処方法 

・ＰＩＯ－ＮＥＴや相談カードの書

き方等 

 

・当自治体から県のセンターにどう

いう相談が寄せられているのか

等 

・相談業務以外で行ったその他の助

言は、多種多様。 

・啓発や市民への広報の方法 

・役所内各課や役所外の他機関との

連携方法 

 

会は不可欠である。相談員同士の

交流も含め、地域で起きた事柄を

広い視野で理解できるので、実務

に大変役立っている。 

・ 地方センターで相談員１人体制

のため、専門性の高い事例への知

識の習得、最新情報の収集に役立

っている。 

・ 学習したことで、事業者に問題

点を指摘する自信がつく。相談者

に対し、的確な助言が出来る。法

改正にあたって、正確な知識を得

られる。 

・ 当センターでは経験年数の少な

い相談員も多く、国センの研修に

参加することで資質向上だけで

なく、相談員としての心構え、モ

チベーションを高めることに、非

常に役立っていると思われる。 

 

中小企業における消費者対応

部門の職員等に対し 7 コースの

研修を実施した。 

 

くなった。 

・ 今必要とする知識や最新の情報

を知ることができる。全国の消費

生活相談業務従事者と意見交換

や情報交換ができる。相談処理の

基本に立ち返って学ぶことがで

きる。 

・ 普段、相談業務の中で見落とし

がちな大きな問題や基本ルール

について、改めて確認することが

でき、リフレッシュした気持ちで

相談業務に臨める。体系的に学ぶ

ことができる。 

 

中小企業における消費者対応

部門の職員等に対し 7 コースの

研修を実施した。 

 

 

・ 最新の相談事例や法改正等の情

報を修得できる。 

・ 相談業務には専門的な知識が不

可欠なので、研修時に配布された

資料が相談現場でバイブル的存

在になる（必要なときに見られる

心強さがある）。 

・ 受講してきた相談員が受講内容

について自ら講師となり、相談員

同士で情報の共有を図り、相談業

務に活かしている。 

・ 全国の統一的見解が得られる。

１つのテーマについて複数の専

門家から角度を変えた意見を聞

くことで、実態が総合的に把握で

きる。このような場は国民生活セ

ンターの研修以外にはない。 

 

地方の中小企業における消費

者対応部門の職員等に対し 7 コ

ースの研修を実施した。 

 

平成２３年度１０月以降、相模

原の研修施設で実施していた消

費者行政職員および相談員を対

象とした研修について、以下の首

都圏の会場を借用して実施した。 

・（財）全国市町村研修財団 市町

村職員中央研修所 

・公益財団法人神奈川産業振興セン

ター 

・全労連会館ホール 

・機械振興会館ホール 

・日本学術会議講堂 

・弘済会館 

 

また、その後の研修の実施方法

として、インターネットを活用し

た遠隔研修の実証実験に取り組

んでいる。 

 

く、資料も豊富で日々の業務に役

立っている。 

・ 最新の情報を得ることができる。

相談処理の手順や、解決に向けて

の適切なアドバイスの仕方を学

ぶことができる。 

・ 法改正に伴う詳細な変更点につ

いて学ぶことができた。 

・ 聴き取りのポイントがわかり、

実務に役立っている。 

 

中小企業の消費者対応部門の

職員等に対し、２コースの研修を

実施した。 

 

１８コースのうち１０コース

については、以下の首都圏の会場

で実施した。また、８コースにつ

いては、当センターの東京事務所

会議室を活用した。 

・日本学術会議講堂 

・品川区立総合区民会館きゅりあん

 

また、新たな研修方法として、

東京で開催した相談員向けの講

座を、インターネットを活用して

札幌市と神戸市（開催場所は以下

のとおり）に同時配信を行った。

・札幌市消費者センター（札幌エル

プラザ２階第１、第２会議室） 

・神戸市生活情報センター 研修室

 

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

・消費生活センター等において相談

業務に携わる相談員の資質・能力

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

平成 20 年度の第 1 次試験は平

成20年9月に全国各地で実施し、

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

平成 21 年度の第 1 次試験は平

成 21 年 10 月に全国各地で実施

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

平成２２年度の第１次試験は

平成２２年１０月に全国各地で

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

平成２３年度の第１次試験は

平成２３年１０月に全国各地で

②消費生活専門相談員資格認定制

度 

平成２４年度の第１次試験は

平成２４年９月に全国各地で実
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の向上等を図るため消費生活専

門相談員資格の審査及び認定を

行う。 

その合格者に対し 11 月に第 2 次

試験（面接）を実施した。 

第1次及び第2次試験の結果を

踏まえ、平成 21 年 1 月、消費生

活専門相談員として 233 人を認

定した。 

 

・受験申込者数  749 人 

・認定者数    233 人 

（合格率 37％） 

 

し、その合格者に対し 11 月に第

2次試験（面接）を実施した。 

第1次及び第2次試験の結果を

踏まえ、平成 22 年 1 月、消費生

活専門相談員として 354 人を認

定した。 

 

・受験申込者数 1,563 人 

・認定者数    354 人 

（合格率 27％） 

 

 

実施し、その合格者に対し１１月

に第２次試験（面接）を実施した。

第１次及び第２次試験の結果

を踏まえ、平成２３年１月、消費

生活専門相談員として 359 人を

認定した。 

 

・受験申込者数 1,580 人 

・認定者数    359 人 

（合格率 27％） 

 

実施し、その合格者に対し１１月

に第２次試験（面接）を実施した。 

第１次及び第２次試験の結果

を踏まえ、平成２４年１月、消費

生活専門相談員として 249 人を

認定した。 

 

・受験申込者数 1,137 人 

・認定者数    249 人 

（合格率 25％） 

 

施し、その合格者に対し１１月か

ら１２月に第２次試験（面接）を

実施した。なお、沖縄会場は台風

の影響により第１次試験を１２

月に、第２次試験は平成２５年１

月に実施した。 

第１次試験及び第２次試験の

結果を踏まえ、平成２５年１月に

消費生活専門相談員資格認定者

として 275 人を認定した。 

 

・受験申込者数  1,158 人 

・認定者数       275 人 

（合格率 27％） 

 

・各地の地理的条件に配慮した人材

の供給を確保する観点から、全国

１５箇所以上で資格試験を実施

する。 

平成 20 年度の消費生活専門相

談員資格認定試験の第 1 次試験

を全国 15 箇所の会場で実施し

た。 

 

第１次試験（筆記）の地方都市

での開催割合は６割となった。 

 

（開催地） 

大都市（三大都市圏） ６箇所 

（東京、神奈川、愛知、石川、大

阪、兵庫） 

地方都市 ９箇所 

（北海道、岩手、宮城、秋田、広

島、福岡、長崎、鹿児島、沖縄） 

 

平成 20 年度の受験申込者数は

749 人（前年度は 754 人）であり、

合格率は 37％となった。 

資格認定試験の受験者数を増

やすため、消費生活専門相談員資

格試験を広く周知するためのリ

ーフレットを作成し、全国消費生

活相談員協会や生涯学習センタ

ー等に配布した。 

また、新聞や受験専門誌等に資

格試験の記事掲載を依頼し、掲載

された。 

 

平成 21 年度の消費生活専門相

談員資格認定試験の第 1 次試験

（筆記）については、目標の 15

箇所を上回る全国 22 箇所の会場

で実施した。 

 

第１次試験の地方都市での開

催割合は７割となった。 

 

（開催地） 

大都市（三大都市圏） ６箇所 

（東京、神奈川、愛知、石川、大

阪、兵庫） 

地方都市 １６箇所 

（北海道、青森、岩手、宮城、秋

田、広島、徳島、高知、福岡、佐

賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿

児島、沖縄） 

 

資格認定試験の受験者数を増

やすため、消費生活専門相談員資

格試験を広く周知するためのリ

ーフレットを作成し、全国消費生

活相談員協会や生涯学習センタ

ー等に配布したほか、新聞や受験

専門誌等に資格試験の記事掲載

を依頼し、掲載された。 

 

平成２２年度の消費生活専門

相談員資格認定試験の第１次試

験（筆記）については、目標の

15箇所を上回る全国23箇所の会

場で実施した。 

 

第１次試験の地方都市での開

催割合は７割となった。 

 

（開催地） 

大都市（三大都市圏） ６箇所 

（東京、神奈川、愛知、石川、大

阪、兵庫） 

地方都市 １７箇所 

（北海道、岩手、宮城、秋田､新潟、

広島、徳島、愛媛、高知、福岡、

佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄） 

 

資格認定試験の受講者数を増

やすため、消費生活専門相談員資

格認定試験のポスターを作成し、

リーフレット、受験要項とともに

各地消費生活センターや受験対

策講座を実施する全国消費生活

相談員協会、生涯学習センター等

の団体に配布した。また、試験日

程等を地方公共団体のホームペ

ージや広報紙へ掲載依頼をする

とともに、新聞や資格試験の専門

平成２３年度の消費生活専門

相談員資格認定試験の第１次試

験（筆記）については、目標の

15箇所を上回る全国26箇所の会

場で実施した。 

 

第１次試験の地方都市での開

催割合は約８割となった。 

 

（開催地） 

大都市（三大都市圏） ６箇所 

（東京、神奈川、愛知、富山、大

阪、兵庫） 

地方都市 ２０箇所 

（北海道、青森、岩手、宮城、秋

田､山形、新潟、広島、山口、徳

島、愛媛、高知、福岡、佐賀、長

崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、

沖縄） 

 

資格認定試験の受講者数を増

やすため、消費生活専門相談員資

格認定試験のポスターを作成し、

リーフレット、受験要項とともに

各地消費生活センター等に配布

した。また、試験日程等を地方公

共団体のホームページや広報紙

へ掲載依頼をするとともに、新聞

や資格試験の専門誌等に資格試

験の記事掲載を依頼し、掲載され

平成２４年度の消費生活専門

相談員資格認定試験の第１次試

験（筆記）については、目標の

15箇所を上回る全国27箇所の会

場で実施した。 

 

第１次試験の地方都市での開

催割合は約７割となった。 

 

（開催地） 

大都市（三大都市圏） ８箇所  

（茨城、東京、神奈川、富山、静岡、

愛知、大阪、兵庫） 

地方都市 １９箇所 

（北海道、青森、岩手、宮城、秋田、

山形、新潟、広島、山口、徳島、

愛媛、高知、福岡、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

 

受験者の利便性の向上と資格

制度の周知拡大のため、ホームペ

ージ上に受験申込書をダウンロ

ードできるページを設けたほか、

同ホームページ上に過去５年分

の試験問題を掲載している。この

ほか、平成２３年度に引き続き消

費生活専門相談員資格認定試験

のポスターを作成し、リーフレッ

ト、受験要項とともに各地消費生

活センター等に配布した。このう
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誌等に資格試験の記事掲載を依

頼し、掲載された。また、国民生

活センターホームページ上に受

験申込書をダウンロードできる

ページを設け、受験希望者の利便

性の向上を図っている。 

平成２２年度においては、受験

申込者数が 1,580 人と前年度の

1,563 人から増加した。 

 

た。また、国民生活センターホー

ムページ上に受験申込書をダウ

ンロードできるページを設けた

ほか、新たに同ホームページ上に

過去 5年分の試験問題を掲載し、

受験希望者の利便性の向上を図

っている。 

ここ数年の受験申込者数の推

移をみると、平成 21 年度に受験

申込者数が急増している。これは

地方消費者行政活性化基金等を

活用した消費生活相談員養成講

座が各地で開催されたことや、消

費者安全法で消費生活センター

設置が都道府県においては義務、

市町村においては努力義務とさ

れたところ、地方消費者行政活性

化基金の活用により消費生活セ

ンター等が全国的に増加し、それ

に伴い相談員の需要も増加した

ことが影響していると推測され

る。 

受験申込者急増から２年経っ

た平成２３年度の受験申込者数

は平成２２年度の 1,580 人より

443 人減少し、前年度比－２８％

であった。受験申込者数の減少は

一般受験申込者数の減少と、東

京、大阪等の大都市部の受験申込

者数減少の影響が大きかったと

考えられる。また、東日本大震災

の被災地県である宮城県会場と

岩手県会場の受験申込者数が大

幅に減少しており、東日本大震災

の影響も要因の一つと推測され

る。 

 

ち、ポスターについては、新たな

受験者の掘り起こしのため、平成

２３年度に採用したものよりも、

訴求性が高いものを採用した。 

また、試験日程等を地方公共団

体のホームページや広報紙へ掲

載依頼をするとともに、資格試験

の専門誌等に資格試験の記事掲

載を依頼し、掲載された。更に、

受験者の利便性の向上のため、地

方公共団体に働きかけ、新規の試

験会場を２ヶ所増やした。 

平成２４年度は、平成２３年度

の受験申込者数よりも２１人増

加し、1,158 人となった。 

 

・資格取得者の資質・能力の維持・

向上を図るため、消費生活センタ

ー等での実務に就いていない資

格取得者が資格の更新を行う際

に受講する講座を平成２０年度

より実施する。 

平成 20 年度の資格更新講座を

6～9月にかけて全国で19講座を

実施した。 

平成 20 年度における更新者

495 名のうち、相談業務に従事し

ておらず、更新講座の受講により

更新した者は 201 名。 

 

平成 21 年度の資格更新講座を

6～8月にかけて全国で19講座を

実施した。 

平成 21 年度における更新者

549 名のうち、相談業務に従事し

ておらず、更新講座の受講により

更新した者は 197 名。 

 

平成 22 年度の資格更新講座を

６～８月にかけて全国で 17 講座

を実施した。 

平成２２年度における更新者

560 名のうち、相談業務に従事し

ておらず、更新講座の受講により

更新した者は 234 名。 

 

平成 23 年度の資格更新講座を

６～７月にかけて全国で 7 講座

を実施した。 

平成２３年度における更新者

805 名のうち、更新講座の受講に

より更新した者は 348 名。 

平成２３年３月１１日に発生

した東日本大震災の被災者対応

平成２４年度においては、６月

～７月にかけて全国で資格更新

講座７講座を実施した。平成２４

年度における更新者 648 人のう

ち、更新講座の受講による更新者

は 307 人となった。 

更新講座の内容は、消費生活相

談現場で働く上で必要な法律の
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として、更新手続きを行えない者

に対して、希望者（4名）には資

格更新の延長（有効期間の延長）

を実施した。また、更新手続きの

申込みがない者 21 名（連絡がと

れないもの含む）に対しては、自

動的に資格更新の延期を実施し

た。 

 

改正等の最新情報を内容として

いる。 

 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

・消費者団体や企業の消費者対応部

門の職員を対象とする研修の実

施・運営については、平成２１年

度に官民競争入札を導入する。 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

平成 21 年度の導入に向け、官

民競争入札等監理委員会事務局

と調整の上、実施要綱素案を作成

し、公共サービス改革基本方針に

定められた意見募集を行った。 

 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

官民競争入札の実施にあたり、

国民生活センター内で官民競争

入札の実施に関する事務を担当

する役職員と官民競争入札の参

加に関する事務を担当する役職

員との情報遮断体制を確立し、所

要の手続きを行った。 

入札の結果、国民生活センター

のみの応札となり、企業・消費者

向けの教育研修事業（「全国消費

者フォーラム」及び「消費者問

題・企業トップセミナー」）につ

いては、企画書に基づき国民生活

センターが事業を実施した。 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

平成２２年度においては、「消

費者問題・企業トップセミナー」

について、スケジュールに沿って

実施した。なお、「全国消費者フ

ォーラム」については、平成２３

年３月１１日に東日本大震災が

発生し、その後も余震が続き首都

圏の交通機関に混乱が生じるな

どの状況にあったことから、参加

者等の安全確保を最優先に考え、

開催を中止した。 

 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

平成２３年度においては、「消

費者問題・企業トップセミナー」

及び「全国消費者フォーラム」に

ついて、スケジュールに沿って実

施した。 

 

③消費者・企業向け研修への市場化

テスト導入 

「独立行政法人の制度及び組

織の見直しの基本方針」（平成２

４年１月２０日閣議決定）を踏ま

え、「国民生活センターの国への

移行を踏まえた消費者行政の体

制の在り方に関する検討会」にお

いて組織の在り方について検討

され、その結果、消費者庁の「特

別の機関」として平成２５年度予

算・機構定員要求（平成２６年１

月移行を想定）を行ったところで

ある。その後、平成２４年１２月

消費者担当大臣の判断により、ま

た、平成２５年１月２４日に閣議

決定された「平成２５年度予算編

成の基本方針」における「平成２

５年度予算は、現行の制度・組織

等を前提に編成する」等との方針

を踏まえ、平成２５年度は独立行

政法人のままとし、当センターの

今後の在り方については、国への

移行を含めてあらゆる選択肢を

排除せず引き続き検討すること

となり、現在、「消費者行政の体

制整備のための意見交換会」が開

催されている。このため、これら

の検討状況等を踏まえ、平成２６

年度以降の市場化テストの実施

については、市場化テストの対象

範囲、実施予定時期、契約期間等

を内容とする計画を、平成２５年

度中に検討することとした。 
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（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

・事故状況や使用条件を反映した商

品テストを機動的かつ効率的に

実施し情報提供することにより、

重大製品事故や偽装表示などに

よる消費者被害の未然防止・拡大

防止を図る。 

（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

平成20年度に80件のテストを

実施し、その中から消費者被害の

未然防止・拡大防止のために 18

件の情報提供を行った 

記者説明会等を通じて公表し

た 18 件では、消費者に対し商品

の購入や使用上の注意などのア

ドバイスを行うとともに、規格・

基準の見直しや法令違反に関す

る 9件の政策提言をした。また、

業界に対しては商品の安全性や

品質・機能、表示等の改善を要望

した。 

 

主な公表事例は以下のとおり。 

・住宅用分電盤のトラブルに注意！

－電気の安全調査の実態も含め

て－ 

・携帯電話機の水濡れによる不具合 

・乗用車の視界－プライバシーガラ

スの視認性とＡピラーの死角を

中心に－ 

・関節に良いとされる成分を含む

「健康食品」 

・「磁気活水器」のトリハロメタン

等の除去効果 

・いろり座卓使用時の一酸化炭素中

毒に注意！ 

・子どもを守れるのか！！防犯ブザ

ーの故障が多発！ 

・木製ベッドから発生する化学物質

等－ホルムアルデヒドを中心に

－ 

・個人輸入の健康食品に注意!!－未

承認の医薬品成分（シブトラミン

等）を検出－ 

・ミニカップタイプのこんにゃく入

りゼリーの現状について 

別紙７参照 

 

年度内に、商品テストに必要な

10 点の施設・機器について入札

を実施した。更新・整備を図った

（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

平成21年度に97件のテストを

実施し、その中から消費者被害の

未然防止・拡大防止のために 16

件の情報提供を行った。 

記者説明会等を通じて公表し

た 16 件のうち 15 件については、

消費者には商品の購入や使用上

の注意などのアドバイスを行う

とともに、行政に対し規格・基準

の見直しや法令違反のおそれの

ある表示等に関する改善の指導

を要望した。また、業界・事業者

に対しては商品の安全性や品

質・機能、表示等の改善を要望し

た。 

 

主な公表事例は以下のとおり。

・歩行補助車（シルバーカー）の安

全性 

・自転車の荷台の強度－幼児座席を

安全に使用するために－ 

・睡眠時の冷却効果をうたったジェ

ル入りマット－その効果と持続

性を調べる－ 

・家庭用オゾン発生器の安全性 

・ 折りたたみ自転車（スポーツタ

イプ）のハンドルの固定力不足に

注意！－転倒し鎖骨を骨折する

重大事故が発生－ 

別紙７参照

 

 

（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

平成２２年度に 152 件のテス

トを実施し、その中から消費者被

害の未然防止・拡大防止のために

13 件の情報提供を行った。 

記者説明会等を通じて公表し

た 13 件については、消費者には

商品の購入や使用上の注意など

のアドバイスを行うとともに、行

政に対し規格・基準の見直しや法

令違反のおそれのある表示等に

関する改善の指導を要望した。ま

た、業界・事業者に対しては商品

の安全性や品質・機能、表示等の

改善を要望した。 

 

主な公表事例は以下のとおり。

・電気ケトルによるやけど事故に注

意！ 

・パワーウインドウの安全性 

・電子タバコの安全性を考える 

・子ども用防災頭巾の安全性 

・二酸化塩素による除菌をうたった

商品－部屋等で使う据置タイプ

について 

別紙７参照

 

（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

平成２３年度に 236 件のテス

トを実施し、その中から消費者被

害の未然防止・拡大防止のために

１１件の情報提供を行った。 

また、苦情相談解決のためのテ

ストにおいて、解決が図られ製品

改善が行われる等の成果があっ

た事案１８件について情報提供

を行った。 

記者説明会等を通じて公表し

た１１件については、消費者には

商品の購入や使用上の注意など

のアドバイスを行うとともに、行

政に対し規格・基準の見直しや法

令違反のおそれのある表示等に

関する改善の指導を要望した。ま

た、業界・事業者に対しては商品

の安全性や品質・機能、表示等の

改善を要望した。 

 

主な公表事例は以下のとおり。 

・胎児の正常な発育に役立つ「葉酸」

を摂取できるとうたった健康食

品 

・比較的安価な放射線測定器の性能 

・子どもを自転車に乗せたときの転

倒に注意 

・家庭用電動工具の使い方に注意 

・水で濡らすだけで冷感が得られる

ことをうたったタオル 

別紙７参照 

 

（７）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの

実施 

平成２４年度は、263 件のテス

トを実施し、消費者被害の未然防

止・拡大防止のために３４件の情

報提供を行った。このうち、１０

件については、消費者に対して商

品の購入や使用上の注意などの

アドバイスを行うとともに、行政

に対して商品の必要性を消費者

に広く周知・啓発することや事業

者への指導を要望し、業界団体・

事業者に対しては、商品の安全性

や品質・機能、表示等の改善を要

望した。また、各地の消費生活セ

ンターにおける苦情相談解決の

ためのテストのうち、解決が図ら

れ製品改善が行われる等の成果

があった２４件について情報提

供を行った。 

 

主な公表事例は以下のとおり。

・自動車用緊急脱出ハンマーの性能

－シートベルトカッターが付い

ているものを対象に 

・デジタル式個人線量計のテスト結

果 

・歩行型ロータリ除雪機の使い方に

注意 

・ウオーターサーバーの温水コック

が外れて子どもがやけど 

別紙７参照
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主な施設・機器は以下のとおり。 

・ガス分析計 ： 燃焼器具等を使

用したときの空気中の有害ガス

成分（一酸化炭素、窒素酸化物等）

を測定 

・マイクロフォーカスＸ線ＣＴ ： 

事故品の内部を高倍率で透視し、

内部の異常や故障箇所等を特定 

・熱画像観測装置 ： 発火、やけ

ど 等の事故があった製品表面の

温度分布を画像表示 

 

・消費者事故等の原因究明を図るた

めに、消費者庁からの求めに応じ

必要な協力を行う。 

               消費者庁の依頼に応じ年度内

に 3件のテストを実施し、その中

から消費者被害の未然防止・拡大

防止のために 2 件の情報提供を

行った。 

・子どもが使用することのあるアク

セサリーに関する調査結果（平成

22 年 3 月 17 日公表） 

・乗用車用フロアマットのアクセル

ペダル等への影響に関する調査

結果（平成 22 年 3 月 30 日公表）

 

また、国民生活センターがテス

トを実施したもののうち、重大事

故に該当するもの 8件について、

その結果を消費者庁へ情報提供

した。 

 

 

消費者庁の依頼に応じ年度内

に３件のテストを実施し、消費者

被害の未然防止・拡大防止のため

に 1件の情報提供を行った。 

・ミニカップタイプのこんにゃく入

りゼリーの現状について（2010

年）（平成２２年５月１８日公表）

 

また、国民生活センターがテス

トを実施したもののうち、重大事

故に該当するもの 11 件につい

て、その結果を消費者庁へ情報提

供した。 

 

消費者庁の依頼に応じ３件の

テストを実施し、消費者被害の未

然防止・拡大防止のために 1件の

情報提供を行った。 

 

・子どもが使用することのあるアク

セサリーに関する調査結果-カド

ミウム、鉛の溶出について-（2011

年）（平成２３年８月１０日公表） 

 

また、当センターがテストを実

施したもののうち、重大事故等に

該当するもの 11 件について、そ

の結果を消費者庁へ情報提供し

た。 

 

消費者庁の依頼に応じて３件

のテストを実施し、消費者被害の

未然防止・拡大防止のために１件

の情報提供を行った。 

 

・日食観察用グラスの使用について

の注意喚起（平成２４年５月１８

日） 

 

なお、テストを実施したものの

うち重大事故等に該当するもの

１５件（消費生活センターが重大

事故として通知したもの）、重大

事故に準ずると思慮されるもの

３件について、その結果を消費者

庁に情報提供した。 

 

・商品テストの課題設定及び成果に

ついては、外部有識者による評価

を実施し、その結果を業務に反映

させる。 

食品、化学品、家電・住生活品、

車両関連等各専門分野の学識経

験者を委員とする商品テスト分

析・評価委員会を 17 回開催し、

商品テストデザイン及びテスト

結果について評価を受け、この意

見を反映させた。また、これと同

時に今後実施するであろう同種

のテストについてのノウハウ蓄

積を行い、テスト業務の充実につ

なげた。 

 

食品、化学品、家電・住生活品、

車両関連等各専門分野の学識経

験者を委員とする商品テスト分

析・評価委員会を 29 回開催し、

商品テストデザイン及びテスト

結果について評価を受け、この意

見を反映させた。また、これと同

時に今後実施するであろう同種

のテストについてのノウハウ蓄

積を行い、テスト業務の充実につ

なげた。 

食品、化学品、家電・住生活品、

車両関連等各専門分野の学識経

験者を委員とする商品テスト分

析・評価委員会を 30 回開催し、

商品テストデザイン及びテスト

結果について評価を受け、この意

見を反映させた。また、これと同

時に今後実施するであろう同種

のテストについてのノウハウ蓄

積を行い、テスト業務の充実につ

なげた。 

食品、化学品、家電、住生活品、

車両関連等各専門分野の学識経

験者を委員とする商品テスト分

析・評価委員会を 33 回開催し、

商品テストデザイン、テスト結果

及び危害事案について評価を受

け、意見を業務に反映させた。ま

た、これと同時に今後実施するで

あろう同種のテストについての

ノウハウ蓄積を行い、テスト業務

の充実につなげた。 

商品ごとに「食品・化学品関

連」、「家電・住生活品関連」、「車

両・乗り物関連」等の分科会を設

置し、各専門分野の学識経験者を

委員とする商品テスト分析・評価

委員会を３６回開催し、商品テス

トデザイン、テスト結果及び危害

事案について評価を受け、意見を

業務に反映させた。また、今後実

施するであろう同種のテストに

ついてのノウハウ蓄積を行い、テ

スト業務の充実につなげた。 
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②商品テストの効率的な実施 

・我が国全体として必要な商品テス

トが確実かつ効率的に実施され

るよう、独立行政法人、研究機関、

大学等の関係機関との連携を強

化し、それぞれの機関が保有する

専門的な知見や技術・技能等を活

用するとともに、定型的な規格・

基準に基づくテストや専門性の

高いテストなどについて、試験研

究機関等への外部化を図る。ま

た、消費生活センター等では対応

が困難なテストの実施に努める。 

②商品テストの効率的な実施 

専門性が高いテストの実施や

評価に当っては、独立行政法人や

大学、医療機関の専門的な知見や

技術情報等をテストに活用した。

主な事例は以下のとおり。 

・ 国立医薬品食品衛生研究所が実

施したコンドロイチン研究の専

門的な技術的知見・データ等及び

研究者のアドバイス 

を「関節に良いとされる成分を含む

健康食品」のテストや評価に活用

した。 

・ いろり座卓を使用したときに起

こり得る｢間欠型一酸化炭素中

毒｣について、名古屋第一赤十字

病院の専門医師に症状や治療等

に関するアドバイスを受け、テス

ト結果に反映した。 

 

食品衛生法やＪＩＳ等の規

格・基準に基づく定型的なテスト

は、（財）日本食品分析センター

などに 31 項目のテストを委託

し、テスト業務の効率化を図っ

た。 

また、室内のＶＯＣ濃度測定等

の専門性が高いテストは、ＮＰＯ

法人室内環境技術研究会などに

29 項目のテストを委託し、テス

ト内容の充実に繋げた。 

②商品テストの効率的な実施 

専門性が高いテストの実施や

評価に当っては、独立行政法人や

大学、医療機関の専門的な知見や

技術情報等をテストに活用した。

主な事例は以下のとおり。 

・ 「自転車の荷台の強度」につい

て、青山学院大学が有する耐久性

のテスト手法や評価の考え方に

関する専門的な知見をテストに

活用した。 

・ 「家庭用オゾン発生器の安全性」

について、徳山大学が有するオゾ

ンの有効性および危険性に関す

る専門的な知見をテストに活用

した。 

・ 「ソフトコンタクトレンズ用消

毒剤のアカントアメーバに対す

る消毒性能」について、日本コン

タクトレンズ学会と共同研究を

実施し、同学会が有するアカント

アメーバの危険性等に関する専

門的な知見をテストに活用した。

 

食品衛生法やＪＩＳ等の規

格・基準に基づく定型的なテスト

は、（財）日本食品分析センター

などに 43 項目のテストを委託

し、テスト業務の効率化を図っ

た。 

また、取っ手（樹脂）等の熱分

解温度の測定等の専門性が高い

テストは、（財）化学技術戦略推

進機構などに 31 項目のテストを

委託し、テスト内容の充実に繋げ

た。 

 

 

②商品テストの効率的な実施 

専門性が高いテストの実施や

評価に当っては、独立行政法人や

大学、医療機関の専門的な知見や

技術情報等をテストに活用した。

主な事例は以下のとおり。 

・ 「風呂に入れるだけでラドン・

ラジウム温泉になるとうたった

商品」について、大妻女子大学が

有する被ばく線量に関する専門

的な知見をテストに活用した。 

・ 「小径タイヤの折りたたみ自転

車（A-RideX）の強度不足に注

意！」について、青山学院大学が

有する破断面の調査に関する専

門的な知見をテストに活用した。

・ 「加圧を利用したスパッツの使

い方に注意！」について、文化女

子大学が有するの衣服圧・着用時

の血流量などに関する技術・知見

をテストに活用した。 

・ 「火山灰を含む洗顔料の使用に

注意！」について、テスト方法の

検討・決定にあたり、国立医薬品

食品衛生研究所との情報交換を

行った。 

 

食品衛生法やＪＩＳ等の規

格・基準に基づく定型的なテスト

は、（財）日本食品分析センター

などに 56 項目のテストを委託

し、テスト業務の効率化を図っ

た。 

また、におい成分の同定等の専

門性が高いテストは、（財）機械

振興協会などに 41 項目のテスト

を委託し、テスト内容の充実に繋

げた。 

 

②商品テストの効率的な実施 

専門性が高いテストの実施や

評価にあたっては、独立行政法人

や大学、医療機関の専門的な知見

や技術情報等をテストに活用し

た。主な事例は以下のとおり。 

・ 「比較的安価な放射線測定器の

性能」について、（財）日本分析

センターが有する放射線計測に

関する専門的な知見をテストに

活用した。 

・ 「舌ブラシ」について、日本歯

科大学が有する舌・口腔等に関す

る医学的な知見をテストに活用

した。 

・ 「スプレー缶塗料の液漏れ」に

関して（社）日本エアゾール協会

に同種事例、原因の見解などを聞

き、テストに活用した。 

・ 「水で濡らすだけで冷感が得ら

れることをうたったタオル－湿

疹・かぶれの原因となることも

－」に関し、冷感タオルについて、

製品評価技術基盤機構（NITE）が

扱った冷却パッドの使用に伴う

事故に関する製品情報や検出成

分、テスト方法等について情報提

供を受け、テストに活用した。 

・ 「ガスコンロによる一酸化炭素

中毒」について、家庭用卓上型ガ

スコンロに関して、（財）日本ガ

ス機器検査協会に不完全燃焼が

起きる要因の見解などを聞き、テ

ストに活用した。 

 

食品衛生法やＪＩＳ等の規

格・基準に基づく定型的なテスト

は、（財）日本食品分析センター

などに 84 項目のテストを委託

し、テスト業務の効率化を図っ

た。 

また、ガラスのひずみ観察等の

専門性が高いテストは、（一財）

日本文化用品安全試験所などに

65 項目のテストを委託し、テス

ト内容の充実に繋げた。 

②商品テストの効率的な実施 

専門性が高いテストの実施や

評価にあたっては、独立行政法人

や大学、医療機関の専門的な知見

や技術情報等をテスト等に活用

した。 

主な事例は以下のとおり。 

・「椅子の肘掛の破損」について、(地

独)東京都立産業技術研究センタ

ーに破損したプラスチックの破

損に関する見解を聞き、テスト等

に活用した。 

・「衣類用スプレー」について、大

阪医科大学付属病院 呼吸器内科

医から、被害の症状や吸入による

中毒の知見を生かし、テスト等に

活用した。 

・｢壁紙｣について、国立医薬品食品

衛生研究所にシックハウス症候

群の原因であったのかどうか知

見を聞き、テスト等に活用した。

・「バッテリー」について、(一社)

電池工業会にバッテリーの構造

から梱包に関することなどバッ

テリーの液漏れの原因調査に関

する見解を聞き、テスト等に活用

した。 

・｢子供用テント｣使われるていたガ

ラス繊維強化プラスチックにつ

いて、硝子繊維協会に表面に繊維

が露出した原因を聞き、テスト等

に活用した。 

 

電気用品安全法やＪＩＳ等の

規格・基準に基づく定型的なテス

トは、（一財）電気安全環境研究

所などに 105 項目のテストを委

託し、テスト業務の効率化を図っ

た。 

また、ステロイドの定量分析等

の専門性が高いテストは、（財）

日本食品分析センターなどに 37

項目のテストを委託し、テスト内

容の充実に繋げた。 
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③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

・ テスト実施機関が実施可能な対

象商品や試験内容、保有する施

設・機器などの情報を収集し、毎

年度、ホームページを通じて情報

提供する。 

③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

国や都道府県等の公的試験研

究機関や公益法人（財団法人、社

団法人 等）、民間の試験研究機

関、大学など 726 機関を対象にテ

ストが可能な商品や試験内容、保

有する設備・機器などに関するア

ンケート調査を実施し、259 機関

から情報を収集した。テスト機関

から収集した情報は、年度内にホ

ームページに掲載して情報提供

した。 

 

③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

公的試験研究機関や公益法人、

民間の試験研究機関、大学など

261 機関について、テストが可能

な商品や試験内容、保有する設

備・機器などに関する情報をホー

ムページに掲載して情報提供し

た。 

 

・ 国や都道府県等の公的試験研究

機関                  91 機関

・ 公益法人（財団法人、社団法人

等）の試験研究機関  109 機関 

・民間の試験研究機関   55 機関 

・ 大学、大学附置研究所､大学利用

機関法人              4 機関 

・ その他               2 機関 

③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

公的試験研究機関や公益法人、

民間の試験研究機関、大学など

263 機関について、テストが可能

な商品や試験内容、保有する設

備・機器などに関する情報をホー

ムページに掲載して情報提供し

た。 

 

・ 国や都道府県等の公的試験研究

機関                 91 機関 

・ 公益法人（財団法人、社団法人

等）の試験研究機関  109 機関 

・ 民間の試験研究機関  56 機関 

・ 大学、大学附置研究所、大学利

用機関法人            4 機関 

・ その他               3 機関 

 

③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

公的試験研究機関や公益法人、

民間の試験研究機関、大学など

262 機関について、テストが可能

な商品や試験内容、保有する設

備・機器などに関する情報をホー

ムページに掲載して情報提供し

た。 

 

・ 国や都道府県等の公的試験研究

機関                 89 機関 

・ 公益法人（財団法人、社団法人 

等）の試験研究機関  105 機関 

・ 民間の試験研究機関  56 機関 

・ 大学、大学附置研究所、大学共

同利用機関法人        4 機関 

・ その他               8 機関 

 

③商品テスト実施機関の情報収

集・提供 

公的試験研究機関や公益法人、

民間の試験研究機関、大学など

259 機関について、テストが可能

な商品や試験内容、保有する設

備・機器などに関する情報をホー

ムページに掲載して情報提供し

た。平成２４年度は、社団法人、

財団法人 103 試験機関に対して、

法人格についての調査を実施し、

５３機関の法人格の変更を行っ

た。このほか、新規に２機関を登

録し、５機関を削除・統合等を行

うとともに、９８機関の試験に係

る内容や連絡先などの登録情報

を更新した。 

 

・ 国や都道府県等の公的試験研究

機関           87 機関 

・ 公益財団法人・公益社団法人の

試験研究機関     10 機関

・ 一般財団法人・一般社団法人の

試験研究機関     50 機関

・民間の試験研究機関  58 機関

・ 大学、大学附置研究所、大学共

同利用機関法人      3 機関 

・ その他（財団法人、社団法人等）

51 機関

 

・ 消費生活センター等で実施した

商品テスト情報を収集し、情報提

供する。 

消費生活センターが平成 19 年

度に実施した苦情処理テスト及

び商品テストの実施状況に関す

る情報を収集し、2008 年消費生

活年報に掲載し、消費生活センタ

ーに情報提供した。 

消費生活センターが平成 20 年

度に実施した苦情処理テスト及

び商品テストの実施状況に関す

る情報を収集し、2009 年消費生

活年報に掲載し、消費生活センタ

ーに情報提供した。 

消費生活センターが平成２１

年度に実施した苦情処理テスト

及び商品テストの実施状況に関

する情報を収集し、2010 年消費

生活年報に掲載し、消費生活セン

ターに情報提供した。 

 

消費生活センターが平成２２

年度に実施した苦情処理テスト

及び商品テストの実施状況に関

する情報を収集し、「消費生活年

報 2011」に掲載し、消費生活セ

ンターに情報提供した。 

消費生活センターが平成２３

年度に実施した苦情処理テスト

及び商品テスト（比較・試買テス

ト等）の実施状況に関する情報を

収集し、「消費生活年報 2012」に

より消費生活センターに情報提

供・共有することで相談処理等へ

の活用を図った。 

（８）中核機関としての役割強化 

消費者庁が中心となって、センター

の業務及び組織の整備、関係機関等

との役割分担・連携等の具体的な方

策に関し検討を行った結果を踏ま

え、適切に対応する。 

（８）中核機関としての役割強化 

中核機関としての役割強化に

向け、冷凍食品への農薬混入、こ

んにゃく入りゼリーによる窒息

事故等の事案について、内閣府で

の調整を踏まえ、関係省庁との情

報共有に資するべく「消費者安全

（８）中核機関としての役割強化 

平成 21 年度においては、消費

者庁設置関連法案の国会審議に

際し、消費者トラブルの現状や国

民生活センターによる情報提供

の実績等に関する資料作成依頼

等に適切に対応した。 

（８）中核機関としての役割強化 

平成２２年４月に実施された、

行政刷新会議の事業仕分け第２

弾において、「消費者庁と国民生

活センターの役割分担、連携の在

り方について」指摘を受けたとこ

ろ、定期的に開催される幹部連絡

（８）中核機関としての役割強化 

平成２２年４月に実施された、

行政刷新会議の事業仕分け第２

弾において、「消費者庁と国民生

活センターの役割分担、連携の在

り方について」指摘を受けたとこ

ろ、定期的に開催される幹部連絡

（８）中核機関としての役割強化 

平成２２年１２月２４日から

消費者庁と当センターの幹部を

メンバーとして開催されていた

「国民生活センターの在り方の

見直しに係るタスクフォース」で

は、平成２３年８月２６日の取り
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情報総括官会議」等に適宜苦情情

報等を提供した。また、内閣府に

設置された「連鎖販売取引苦情調

査チーム」に苦情情報を提供し、

全国の高等学校へ配布・啓発する

ための「連鎖販売取引」に関する

リーフレットを作成した。この

他、事故情報データバンクの構築

に向け、内閣府から関係省庁等へ

の参画依頼を踏まえ、参画予定機

関との打合せを行った。 

 

また、地方消費者行政の充実に

関し、地方公共団体等の積極的な

取り組みに対する期待や消費者

庁と当センターとの連携・協力の

取り組みをまとめた「地方消費者

行政の充実・強化のためのプラ

ン」策定のために、消費者庁に設

置された「地方消費者行政強化プ

ラン策定本部」にオブザーバーと

して参加した。 

 

会等において、在り方の検討に着

手した。 

その後、「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基本方針」（平

成２２年１２月７日閣議決定）を

受け、消費者庁長官・次長・総務

課長・地方協力課長と当センター

の理事長・各理事をメンバーとす

る「国民生活センターの在り方の

見直しに係るタスクフォース」を

設置し、国民生活センターの在り

方について議論しており、平成２

３年夏を目途に、検討結果のとり

まとめを行うこととしている。 

また、地方公共団体等の積極的

な取り組みに対する期待や消費

者庁と当センターとの連携・協力

の取り組みをまとめた「地方消費

者行政の充実・強化のためのプラ

ン」の取組みを具体化するため、

消費者庁に設置された「地方消費

者行政推進本部」に本部員として

参加した。 

 

会等において、検討に着手した。 

その後、「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基本方針」（平

成２２年１２月７日閣議決定）で

は、「消費者庁の機能を強化する

中で、独立行政法人制度の抜本的

見直しと並行して、消費生活セン

ター及び消費者団体の状況等も

見つつ、必要な機能を消費者庁に

一元化して法人を廃止すること

を含め、法人の在り方を検討す

る」とされた。これを受け、22

年 12 月から 23 年８月にかけて、

消費者庁長官・次長・総務課長・

地方協力課長と当センターの理

事長・各理事をメンバーとする

「国民生活センターの在り方の

見直しに係るタスクフォース」を

設置し、当センターの在り方につ

いて議論した。 

また、23 年 10 月からは、内閣

府副大臣主宰の「国民生活センタ

ーの在り方の見直しに関する検

証会議」が開催され、12 月に「中

間取りまとめ」が出された。 

さらに、24 年 2 月からは、内

閣府副大臣主宰で「国民生活セン

ターの国への移行を踏まえた消

費者行政の体制の在り方に関す

る検討会」が開催され、平成２４

年夏を目途に、検討結果のとりま

とめを行うこととしている。 

 

まとめにおいて、国民生活センタ

ーの各機能については、平成２５

年度に消費者庁への移管・一元化

を目指すとされた。 

続いて、平成２３年１０月１２

日より開催された「国民生活セン

ターの在り方の見直しに関する

検証会議」では、その中間取りま

とめ（同年１２月６日）において、

「国へ移行することが現実的」と

された。 

さらに続いて、平成２４年２月

２２日からは「国民生活センター

の国への移行を踏まえた消費者

行政の体制の在り方に関する検

討会」が開催され、同年８月２２

日にまとめられた報告書では「独

立性を法的に担保した『特別の機

関』として、消費者庁を移行先と

することが有力な考え方」とされ

た。 

その後、同年１２月の政権交代

を受け就任した森消費者担当大

臣は、「平成２５年度については、

国に移行せず、独立行政法人とし

て活躍してもらうこととする。」

「国民生活センターの今後の在

り方については、国への移行を含

めてあらゆる選択肢を排除せず、

１年かけて検討」「国民生活セン

ターの機能は強化してまいりた

い。」と発言。これを受けて平成

２５年３月からは大臣主宰の「消

費者行政の体制整備のための意

見交換会」が開催され、大臣自ら

有識者から意見を聴取している

ところである。 

 

（９）地方公共団体に対する支援 

・地方の消費生活相談体制の強化を

図るため、研修等の機会の拡充に

加え、経験豊富な相談員等を巡回

させ、現地の相談員に対し助言を

行うこと等により、地方公共団体

に対する支援を強化する。 

【P37 再掲】 

モデル事業実施県：宮城県、埼玉

県、長野県、静岡県、奈良県、山

口県、福岡県 

 

相談専門家は、経験の浅い相談

員が一人で対応している窓口や

自治体職員が他の業務と兼務し

（９）地方公共団体に対する支援 

地域の消費生活相談体制の強

化に向け、経験豊富な消費生活相

談員 392 名を消費生活相談専門

家として委嘱し、経験の浅い相談

員が一人で対応している窓口や

自治体職員が他の業務と兼務し

ている窓口等を巡回し、相談への

（９）地方公共団体に対する支援 

地域の消費生活相談体制の強

化に向け、経験豊富な消費生活相

談員 457 名を消費生活相談専門

家として委嘱し、経験の浅い相談

員が一人で対応している窓口や

自治体職員が他の業務と兼務し

ている窓口等を巡回し、相談への

（９）地方公共団体に対する支援 

地域の消費生活相談体制の強

化に向け、経験豊富な消費生活相

談員 501 名を消費生活相談専門

家として委嘱し、経験の浅い相談

員が一人で対応している窓口や

自治体職員が他の業務と兼務し

ている窓口等を巡回し、相談への

（９）地方公共団体に対する支援 

毎年度実施しているアンケー

ト調査では、多くの市区町村相談

窓口から「相談窓口の強化に役立

つ、来年度も巡回を受けたい」と

の要望が寄せられたことから、平

成 24 年度は 504 名の消費生活相

談専門家を委嘱し、経験の浅い相
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ている窓口等を巡回し、以下の助

言等を実施した。 

 

・多重債務関係 

・消費生活相談を受ける意義、法

的根拠、心構え及び技法等 

・クーリングオフ後の対処方法 

・ＰＩＯ－ＮＥＴや相談カードの

書き方等 

 

・当自治体から県のセンターにど

ういう相談が寄せられている

のか等 

・相談業務以外で行ったその他の

助言は、多種多様。 

・啓発や市民への広報の方法 

・役所内各課や役所外の他機関と

の連携方法 

 

対応、困難事案への解決等に関し

て助言等を実施した。 

平成 21 年度においては、47 都

道府県を通じて各市町村の巡回

希望調査を実施し、289 市町村に

巡回訪問した。 

 

巡回訪問先 ： 45 都道府県の 289

市町村 

巡回訪問回数： 2,203 回 

 

 

対応、困難事案への解決等に関し

て助言等を実施した。 

 

巡回訪問先 ： 45 都道府県の 378

市町村 

巡回訪問回数： 4,798 回 

 

助言した内容は以下のとおり。 

・ 相談処理への助言 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ、相談カードの

書き方 

・ 相談を受ける上での心構え等 

・ 特商法等の専門分野に関する助

言 

・ 消費者教育・啓発 等 

 

対応、困難事案への解決等に関し

て助言等を実施した。 

 

巡回訪問先  ： 45 都道府県の 449

市町村 

巡回訪問回数： 5,317 回 

 

助言した内容は以下のとおり。 

・ 相談処理への助言 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ、相談カードの

書き方 

・ 相談を受ける上での心構え等 

・ 特商法等の専門分野に関する助

言 

・ 消費者教育・啓発 等 

 

また、東日本大震災の被災地に

おいては、自治体の相談窓口の機

能が低下する一方で、生活再建に

伴う消費生活相談への対応が必

要であることから、被災地の相談

窓口等に消費者問題の専門家を

派遣する事業を消費者庁と共同

で平成 23 年 5 月から開始した。 

さらに、消費者の安全・安心の

確保に向け、地方自治体における

住民が消費する食品等の放射性

物質検査体制整備を支援するた

め、放射性物質検査機器の貸与及

び自治体へのサポートを消費者

庁と共同で行っている。 

談員が一人で対応している窓口

や自治体職員が他の業務と兼務

している窓口等に対して、相談へ

の対応、困難事案への解決等に関

して助言等を実施した。 

 

巡回訪問先  ： 45 都道府県の 464

市町村 

巡回訪問回数：5,418 回 

 

助言した内容は以下のとおり。 

・相談処理への助言 

・ＰＩＯ－ＮＥＴ、相談カードの書

き方 

・相談を受ける上での心構え等 

・特商法等の専門分野に関する助言

・消費者教育・啓発 等 

 

また、東日本大震災の被災地に

おいて、自治体の相談窓口の機能

が低下する一方で、生活再建に伴

う消費生活相談への対応が必要

であることから、被災地の相談窓

口等に消費者問題の専門家を派

遣する事業を消費者庁と共同で

実施した。平成２４年度において

は、被災地４県の自治体からの依

頼に基づき、弁護士、司法書士な

どの専門家を 3,646 回派遣した。

さらに、消費者の安全・安心の

確保に向け、地方自治体における

住民が消費する食品等の放射性

物質検査体制整備を支援するた

め、放射性物質検査機器の貸与及

び自治体へのサポートを消費者

庁と共同で実施した。 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

別紙１から別紙３のとおり（省略） 

 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

「平成 20 年度予算」、「平成 20

年度収支計画」、「平成 20 年度資金

計画」参照 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

「平成 21 年度予算」、「平成 21

年度収支計画」、「平成 21 年度資金

計画」参照 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

「平成 22 年度予算」、「平成 22

年度収支計画」、「平成 22 年度資金

計画」参照 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

「平成 23 年度予算」、「平成 23

年度収支計画」、「平成 23 年度資金

計画」参照 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

「平成 24 年度予算」、「平成 24

年度収支計画」、「平成 24 年度資金

計画」参照 
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４．短期借入金の限度額 

・短期借入金の限度額は、７億円と

し、運営費交付金の資金の出入に

時間差が生じた場合、不測の事態

が生じた場合等に充てるために

用いるものとする。 

 

４．短期借入金の限度額 

該当なし 

４．短期借入金の限度額 

該当なし 

４．短期借入金の限度額 

該当なし 

４．短期借入金の限度額 

該当なし 

４．短期借入金の限度額 

該当なし 

５．不要財産の処分に関する計画 

・平成２０年度補正予算（第２号）

により措置された「生活対策」の

消費者政策強化対策に係る経費

のうち、平成２４年度末までの所

要見込み額を除いた額を、平成２

３年度中に不要財産として国庫

納付する。 

   ５．不要財産の処分に関する計画 

当該経費の執行計画等について、

消 費者庁と協議を行い、新たに地

方消費者行政支援に資するため、

「地方自治体に貸与する放射能測

定器の購入」、「震災関連相談専門家

事業」及び「苦情処理テスト拡充に

係る商品テスト機器整備」に取り組

むための所要額を含め、改めて見直

しを行った結果、5,836,781 千円を、

不要財産として平成２４年３月１

５日に国庫納付した。 

 

５．不要財産の処分に関する計画 

該当なし 

６．重要な財産の処分等に関する計画 

・重要な財産の処分等に関する計画

の見込みはない。 

 

５．重要な財産の処分等に関する計画 

該当なし 

５．重要な財産の処分等に関する計画

該当なし 

５．重要な財産の処分等に関する計画

該当なし 

６．重要な財産の処分等に関する計画 

該当なし 

６．重要な財産の処分等に関する計画

該当なし 

７．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る検査・分

析機器等を充実させるための

更新・整備 

（２）情報の収集及び提供に係る高度

情報化を図るための機器等の

整備 

（３）施設・設備の質的向上及び老朽

化対応のための改修・整備 

 

６．剰余金の使途 

該当なし 

６．剰余金の使途 

該当なし 

６．剰余金の使途 

該当なし 

７．剰余金の使途 

該当なし 

７．剰余金の使途 

該当なし 

８．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

平成２０年度～平成２４年度 

施設・設備 

の内容 

予定額 

(百万円) 
財源 

東京事務所 

耐震改修工事 
354 

施設整備

費補助金 

（注）金額については見込である。 

なお、上記のほか、業務の実施状況及び施

設・設備の老朽化度合いを勘案した施設整

備が追加されることがあり得る。 

７．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

平成 18 年度に国土交通省関東地

方整備局と東京事務所耐震改修工

事に係る業務について受託契約を

締結し、工事を実施していたが、平

成 21 年 3 月 31 日に完了した。 

 

７．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

該当なし 

７．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

該当なし 

８．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

該当なし 

８．その他内閣府令で定める業務運営

に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

該当なし 



 49 

独立行政法人国民生活センター 

第２期中期計画（注） 
平成２０年度業務実績 平成２１年度業務実績 平成２２年度業務実績 平成２３年度業務実績 平成２４年度業務実績 

（２）人事に関する計画 

・業務運営の効率化により、常勤職

員の増加抑制に努める。 

（２）人事に関する計画 

裁判外紛争解決手続の整備、ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴの刷新、「事故情報デー

タバンク」の構築、「早期警戒指標」

の開発等により業務量が増大する

中で、関連する業務を見直し組織の

一部を再編するなど業務運営の効

率化により、常勤職員の増加抑制 

に努めた。 

 

（２）人事に関する計画 

裁判外紛争解決手続の実施、ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴの刷新、「事故情報デー

タバンク」の構築、地方支援業務の

開始など、喫緊の重要課題に対応す

るために業務量が著しく増大して

いることから、平成 21 年度中にお

いては、任期付職員を 6人、非常勤

職員を 10 人雇用したところである

が、業務量の増加に応じて 

適正な人員を配置するなど、業務

運営の効率化を図ることによって、

常勤職員については期首の 122 人

から期末の 124 人にとどめ、その増

加抑制に努めた。 

 

（２）人事に関する計画 

「紛争解決委員会」における和解

の仲介等が円滑に実施されるため

の体制整備や消費生活相談専門家

による巡回訪問事業の実施、ＰＩＯ

－ＮＥＴの刷新や「事故情報データ

バンク」の整備等、喫緊の重要課題

に対応するために業務量が著しく

増大していることから、これに対応

するため、適正な人員を配置するな

ど業務運営の効率化により、常勤職

員については期首の 127 人から期

末の 126 人にとどめ、その増加抑制

に努めた。 

 

（２）人事に関する計画 

東日本大震災に関連した「震災に

関する悪質商法１１０番」の実施や

被災地への専門家派遣等、喫緊の重

要課題に対応するために業務量が

著しく増大していることから、これ

に対応するため、適正な人員を配置

するなど業務運営の効率化により、

期末における常勤職員数は 126 と

なり、その増加抑制に努めた。 

 

（２）人事に関する計画 

平成２４年度においては、引き続

いて東日本大震災被災地への専門

家派遣、地方における消費生活相談

の専門性充実のための体制整備及

び商品テストにおける依頼テスト

の全件対応等を行うなど、重要課題

への対応のために業務量が著しく

増大した。一方、広報業務の電子媒

体化による効率化や適正な人員配

置など業務運営の効率化を行った

ほか、人事交流も積極的に行った。

その結果、期末における常勤職員数

は 123 名(昨年同期 126 名であり３

名減)となった。 

・第１期中期計画に引き続き、職員

の資質向上と業務の効率化に資

するため、各種研修会に参加して

研鑽を図る。 

職員の資質向上と業務の効率化

に資するため、 

・ 内部統制 

・ 業績評価 

・ 情報セキュリティ 

・ メンタルヘルス 等 

の研修を行った。 

また、個別の業務に関連し 

・ 金融商品と消費者庁の在り方 

・ 「健康食品」の安全性確保 

・ 子供の事故予防 

・ 情報公開・個人情報保護制度の

運営 

・ 電磁界の健康影響 等、 

専門機関の各種研修会に職員を

参加させ、研鑽を図った。 

これらの研修への参加者数は延

べ 372 名となった。 

 

職員の資質向上と業務の効率化

に資するため、当センターの組織･

運営等に係る研修及び個別業務に

関連した研修を行った。これらの研

修への参加人数は延べ 423 名、研修

の開催総件数は 97 件となった。 

 

組織・運営等に関する研修 

・ 内部統制（4回） 

・ 業績評価（2回） 

・ メンタルヘルス（2回）  等 

 

個々の業務に関連する研修につ

いては、専門機関の各種研修会に職

員を派遣し研鑽を図った。 

・ 改正特定商取引法・割賦販売法（3

回）  

・ 健康食品の表示（6回） 

・ 情報公開・個人情報保護制度の運

用（1回） 

・ 食品に関するリスクコミュニケー

ション（1回） 

・ 無機分析セミナー～ICP 発光分析

法と原子吸光分析法を中心として

～（1回）  等 

 

 

職員の資質向上と業務の効率化

に資するため、 

・ 業績評価（２回） 

・ 情報セキュリティ（２回） 

・ メンタルヘルス（１回） 

・ プレゼンテーション能力（１回）

等 

の研修を行った。 

また、個別の業務に関連し 

・ 民法と契約の基礎 

・ 紛争解決の諸制度 

・ 健康食品の表示 

・ 試験・分析・計測及び機械安全に

関する研修 

・ 基礎から学ぶ編集 等、 

専門機関の各種研修会に職員を

参加させ、研鑽を図った。 

これらの研修への参加人数は延

べ 1,376 名、研修の開催総件数は

118 件であった。 

 

職員の資質向上と業務の効率化

に資するため、当センターの組織･

運営等に係る研修及び個別業務に

関連した研修を行った（外部の専門

機関の研修への派遣を含む）。 

組織・運営等に関する研修につい

ては、「特定商取引に関する法律の

活用」（11 回）、「情報セキュリティ」

（３回）、「メンタルヘルス」等に係

る研修を行った。また、個々の業務

に関連する研修については、システ

ムなど IT 技術に関する研修、食品

分析に関する研修、電気・自動車の

工業技術に関する研修、消費者トラ

ブルの解決に関する実務研修等、専

門機関の各種研修会に職員を派遣

し研鑽を図った。 

これらの研修への参加人数は延

べ 1,102 名、研修の開催総件数は

135 件であった。 

 

職員の資質向上と業務の効率化

に資するため、当センターの組織･

運営等に係る研修及び個別業務に

関連した研修を行った。詳細は以下

のとおり。 

１．職員の階層別研修 

 ・新管理職研修、新課長補佐職研

修 

 ・新入所者研修（中途採用者研修、

出向者研修）等 

２．テーマ別研修（組織・運営など

に関する研修、業務関連の深い特

定分野に関する研修）：当センタ

ー内で実施 

 ・グループウェア操作研修（６回）

 ・情報セキュリティ研修（３回）

 ・メンタルヘルス研修 

 ・クレーム対応研修 

 ・医療機関ネットワーク・システ

ム操作研修 

 ・文書管理担当者研修 

 ・越境取引研修 

 ・国際法研修 

３．消費者法、消費者問題裁判例研

修（２６回） 

 ・理事長や紛争解決委員会事務局

勤務の弁護士による昼休みを利

用した任意参加型の研修 

 ・消費者法の制定、改正、最新裁
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判例等 

４．個別業務関連研修：当センター

外で実施 

 ・システムなど IT 技術に関する研

修 

 ・製品安全に関する研修 

 ・工業技術に関する研修 

 ・消費者トラブルの解決に関する

実務研修等 

５．消費者庁勉強会への参加（１１

回） 

 ・平成２４年１１月より消費者庁

が庁職員研修として実施してい

る外部講師による勉強会、所管法

勉強会へ参加 

 

これらの研修への参加人数は延

べ 2,522 名、研修の参加総件数は

189 件であった。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

・中期目標期間中のセンター業務を

効率的に実施するために、コンピ

ュータの賃貸借について、次期中

期目標期間にわたって契約を行

うことがある。 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率

的に運用するため、機器の調達を行

い、次期中期目標期間にわたって契

約を締結した。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担

ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率

的に運用するため、機器の調達を行

い、次期中期目標期間にわたって契

約（平成 26 年度末までの約 5 年間

の賃貸借契約）を締結した。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担

ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率

的に運用するため、機器の調達を行

い、次期中期目標期間にわたって契

約（平成 26 年度末までの約 5 年間

の賃貸借契約）を締結した。 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率

的に運用するため、機器の調達を行

い、次期中期目標期間にわたって契

約（平成 26 年度末までの約 5 年間

の賃貸借契約）を締結した。 

（３）中期目標期間を超える債務負担

ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率

的に運用するため、機器の調達を行

い、次期中期目標期間にわたって契

約（平成２６年度末までの賃貸借契

約）を締結した。 

（４）積立金の処分に関する事項 

なし 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

該当なし 

（４）積立金の処分に関する事項 

該当なし 

（４）積立金の処分に関する事項 

該当なし 

（４）積立金の処分に関する事項 

該当なし 

（４）積立金の処分に関する事項 

該当なし 

（注）独立行政法人国民生活センター中期計画（平成２４年２月８日変更） 

〔 〕は、平成 20 年度の中期計画に記載の項目 
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Ⅵ．中期目標期間における財務の状況 

 

１．中期計画予算と決算（各年度比較） 

 平成 20 年 3 月に主務大臣から認可を受けた中期計画予算は、「安心実現のための緊急総合対

策」を実施するために平成 20 年 10 月 16 日に成立した平成 20 年度補正予算（第 1 号）、及び

「生活対策」を実施するために平成 21 年 3 月 12 日に成立した平成 20 年度補正予算（第 2号）

において措置された、消費者政策強化対策費を運営費交付金収入及び業務経費に計上する必要

が生じたことから、平成 20 年 11 月 17 日、平成 21 年 3 月 12 日にそれぞれ変更を行った。 

また、行政刷新会議第 3 回独立行政法人改革に関する分科会における報告を踏まえ、平成 20

年度補正予算（第 2 号）由来の運営費交付金債務のうち、平成 24 年度までの執行見込額を除

いた 5,837 百万円を国庫に返納するため、平成 24 年 2月 8日に変更を行った。 

この中期計画予算と、５年間全体の決算を比較してみると、収入については 1,704 百万円の

増（6.8％増）、支出については 67 百万円の減（0.3％減）となっている。当該差額の内訳は、

下表に示すとおりであるが、中期計画予算と各年度の予算編成過程において、各種係数等の決

定に基づき策定する年度計画予算の差額と、各年度における執行の結果発生する差額（年度計

画予算と決算との差額）との合計額となる。以下において、収入及び支出別に中期計画予算と

決算との差異の主な要因を見てみる。 

 
○中期計画期間における予算、決算等の状況 

中期計画と
年度計画予
算額との差

年度計画と
決算との差

額
【収入】 (A) (B) (C) (C)－(A) (B)－(A) (C)－(B)

　運営費交付金 23,893 25,110 25,110 1,217 1,217 0

　自己収入 719 722 836 117 4 113

　施設整備費補助金 354 354 724 370 0 370

収入計 24,966 26,187 26,670 1,704 1,221 483

【支出】 (A) (B) (C) (C)－(A) (B)－(A) (C)－(B)

　業務経費 11,285 12,560 11,169 △ 116 1,275 △ 1,391

　一般管理費 1,073 1,073 1,063 △ 10 0 △ 10

　人件費 6,417 6,363 6,122 △ 295 △ 54 △ 241

　施設整備費 354 354 708 354 0 354

  国庫納付金 5,837 5,837 5,837 0 0 0

支出計 24,966 26,187 24,898 △ 67 1,221 △ 1,288

（注）単位未満を四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。

（単位：百万円）

中期計画
予算額

区　　　分

中期計画予
算と決算と

の
差額

決算額計
年度計画予

算額計

 
 

（１）収入  

   中期目標期間全体としては、中期計画予算額 24,966 百万円に対し、決算額は 26,670 百万

円であり、1,704 百万円の増となっている。 

   増収の主な要因は、運営費交付金収入が 1,217 百万円増収となり、また、東京事務所の耐

震改修工事の設計変更に伴う工事遅延等により前中期計画期間中に執行できなかった予算

額を繰越したことから、施設整備費補助金収入が、工期の最終年度である平成 20 年度に 370

百万円増収になったことによるものである。 

自己収入については、117 百万円増収となり、主な要因は、小冊子「くらしの豆知識」等

の図書雑誌収入が 79 百万円の増収となる一方、研修・宿泊収入が相模原事務所研修施設の

廃止に伴い 33 百万円の減収となった。また、利子収入の増により、事業外収入が 71 百万円

の増収となった。 
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○中期計画予算と決算の各年度比較 

中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額

運営費交付金 12,842 12,842 0 2,844 3,202 358 2,765 3,202 436

自己収入 144 128 △ 16 144 217 73 144 219 75

施設整備費補助金 354 724 370 － － － － － －

合計 13,340 13,694 354 2,987 3,418 431 2,909 3,420 511

中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額 中期計画計 決算額計 差額

運営費交付金 2,775 3,144 368 2,667 2,721 54 23,893 25,110 1,217

自己収入 144 161 17 144 112 △ 32 719 836 117

施設整備費補助金 － － － － － － 354 724 370

合計 2,919 3,305 386 2,811 2,833 22 24,966 26,670 1,704

（注）単位未満を四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。

区　　分

区　　分

（単位：百万円）

平成23年度 平成24年度 中期目標期間

平成20年度 平成21年度 平成22年度

 
 

 ①運営費交付金の算定 

   運営費交付金の算定方法は、ルール方式を採用し、各年度の予算編成過程において、効率化

係数、消費者物価指数、政策係数及び給与改善率等を具体的に決定し、運営費交付金を算定し

ているところである。業務経費の中期計画における予算額の見積りは、効率化係数を 99％、

消費者物価指数の伸び率を 0、政策係数を平成 20 年度は 1.0755954、平成 20 年度以降は伸び

率を 0 と仮定し、一般管理費の予算額の見積りは、効率化係数を 97％、消費者物価指数の伸

び率を 0と仮定し、また、人件費の予算額の見積りは、効率化係数を平成 20 年度は 98％、平

成 21 年度以降は 99％、人件費調整係数を平成 20 年度は 1.00559、平成 21 年度以降は伸び率

を 0と仮定し、それぞれ算出した。 

    

 ②運営費交付金予算額の各年度比較 

   運営費交付金の各年度計画予算の累計額と中期計画予算全体を比較すると、中期計画に掲げ

た効率化による減を行いつつも、1,217 百万円増となっている。これは、全国消費生活情報ネ

ットワーク・システムの刷新、裁判外紛争解決手続き体制整備等、業務の新規拡充が図られた

こと、及び内閣府が実施していた消費者問題出前講座等が、消費者行政の実施機関である国民

生活センターに平成20年度に移管されたことにより、業務経費が1,275百万円増加する一方、

人件費が平成24年度に給与改定臨時特例法に基づく給与削減相当額を93百万円修正減少する

など、54 百万円減少したことが、主な要因である。 
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○中期計画予算と年度計画予算額の各年度比較 

中期計画 年度計画 差額 中期計画 年度計画 差額 中期計画 年度計画 差額

業務経費 5,588 5,588 0 1,446 1,787 342 1,431 1,828 397

　　前年度予算額（既定分） 1,371 1,371 0 1,358 1,358 0 1,344 1,246 △ 98

　　上記効率化係数等相当額 △ 14 △ 14 0 △ 14 △ 112 △ 98 △ 13 △ 12 1

　　政策係数相当額 103 103 0 103 542 440 102 600 498

　　上記効率化係数等相当額 0 0 0 △ 1 △ 1 0 △ 1 △ 5 △ 4

　　特殊要因 74 74 0 0 0 0 0 0 0

　　平成20年度補正（第1号） 926 926 0 － － － － － －

　　平成20年度補正（第2号） 3,129 3,129 0 － － － － － －

一般管理費 228 228 0 221 221 0 214 214 0

　　前年度予算額（既定分） 235 235 0 228 228 0 221 221 0

　　効率化係数相当額 △ 7 △ 7 0 △ 7 △ 7 0 △ 7 △ 7 0

　　特殊要因 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 1,333 1,333 0 1,320 1,337 16 1,263 1,303 40

　　役職員給与等 1,166 1,166 0 1,149 1,149 0 1,138 1,171 33

　　効率化係数相当額 △ 23 △ 23 0 △ 11 △ 11 0 △ 11 △ 12 △0

　　給与改善等相当額 7 7 0 0 0 0 0 0 0

    増員分 0 0 0 0 33 33 0 0 0

　　退職手当 184 184 0 183 166 △ 17 137 144 7

国庫納付金 － － － － － － － － －

支出合計 7,149 7,149 0 2,987 3,345 358 2,909 3,345 436

収入見積額 144 144 0 144 144 0 144 144 0

運営費交付金 12,842 12,842 0 2,844 3,202 358 2,765 3,202 436

（注）単位未満を四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。

中期計画 年度計画 差額 中期計画 年度計画 差額 中期計画計年度計画計 差額

業務経費 1,417 1,794 377 1,403 1,563 160 11,285 12,560 1,275

　　前年度予算額（既定分） 1,331 1,234 △ 97 1,317 1,017 △ 301 6,721 6,225 △ 496

　　上記効率化係数等相当額 △ 13 △ 217 △ 204 △ 13 △ 131 △ 118 △ 67 △ 486 △ 419

　　政策係数相当額 101 783 683 100 777 678 507 2,805 2,298

　　上記効率化係数等相当額 △ 1 △ 6 △ 5 △ 1 △ 100 △ 99 △ 4 △ 112 △ 108

　　特殊要因 0 0 0 0 0 0 74 74 0

　　平成20年度補正（第1号） － － － － － － 926 926 0

　　平成20年度補正（第2号） － － － － － － 3,129 3,129 0

一般管理費 208 208 0 202 202 0 1,073 1,073 0

　　前年度予算額（既定分） 214 214 0 208 208 0 1,107 1,107 0

　　効率化係数等相当額 △ 6 △ 6 0 △ 6 △ 6 0 △ 33 △ 33 0

　　特殊要因 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 1,294 1,285 △ 9 1,206 1,104 △ 102 6,417 6,363 △ 54

　　役職員給与等 1,126 1,159 33 1,115 1,145 31 5,695 5,792 97

　　効率化係数相当額 △ 11 △ 13 △ 2 △ 11 △ 11 △0 △ 69 △ 71 △ 3

　　給与改善等相当額 0 0 0 0 △ 93 △ 93 7 △ 87 △ 93

    増員分 0 0 0 0 0 0 0 33 33

　　退職手当 179 139 △39 102 63 △ 39 784 696 △ 88

国庫納付金 5,837 5,837 0 0 0 0 5,837 5,837 0

支出合計 8,756 9,124 368 2,811 2,869 58 24,612 25,833 1,221

収入見積額 144 144 0 144 148 4 719 722 4

運営費交付金 2,775 3,144 368 2,667 2,721 54 23,893 25,110 1,217

（注１）単位未満を四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区　　　　　分
平成23年度 平成24年度 中期目標期間

区　　　　　分
平成20年度 平成21年度

（注２）平成23年度の国庫納付金5,837百万円は、平成20年度補正予算（第2号）8,965百万円のうち、中期目標期間に使用する
　　　　見込みのないものとして国庫納付したものであり、本表においては、平成20年度補正（第2号）計上額から当該金額を
　　　　減額している。

平成22年度
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（２）支出 

   中期目標期間全体としては、中期計画予算額 24,966 百万円に対し、67 百万円の減となって

いる。これは、業務経費が、毎年度の業務運営における効率的な運営等により 116 百万円の減、

人件費が採用抑制等により 295 百万円の減となる一方、前中期目標期間から継続し、設計変更

により工事が遅延していた耐震改修工事が平成 20 年度に完了したため、施設整備費の支出が

354 百万円の増となったことによる。 

 

○支出の中期計画予算と決算額の各年度比較 

中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額

業務経費 5,588 1,936 △ 3,653 1,446 2,304 859 1,431 2,350 919

一般管理費 228 227 △ 1 221 221 △0 214 214 △0

人件費 1,333 1,318 △ 15 1,320 1,253 △ 68 1,263 1,252 △ 11

施設整備費 354 708 354 － － － － － －

国庫納付金 － － － － － － － － －

合計 7,503 4,189 △ 3,315 2,987 3,778 791 2,909 3,816 907

中期計画 決算額 差額 中期計画 決算額 差額 中期計画計 決算額計 差額

業務経費 1,417 2,344 927 1,403 2,234 832 11,285 11,169 △ 116

一般管理費 208 208 △0 202 193 △ 9 1,073 1,063 △ 10

人件費 1,294 1,234 △ 60 1,206 1,065 △ 141 6,417 6,122 △ 295

施設整備費 － － － － － － 354 708 354

国庫納付金 5,837 5,837 0 － － － 5,837 5,837 0

合計 8,756 9,623 868 2,811 3,492 682 24,966 24,898 △ 67

（注１）単位未満を四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。

（注２）平成23年度の国庫納付金5,837百万円は、平成20年度補正予算（第2号）8,965百万円のうち、中期目標期間に使用する
　　　　見込みのないものとして国庫納付したものであり、本表においては、業務経費計上額から当該金額を減額している。

（単位：百万円）

区　　分
平成20年度 平成21年度 平成22年度

区　　分
平成23年度 平成24年度 中期目標期間

 

 


